
 

　

(1) (1) 業務運営の基本的姿勢

① ①
ア

ア

３　東日本大震災に係る被災者支援の取組
　東日本大震災を受けて、法的支援が必要な被災者に対し、以下の取組を行なった。
　(1)　被災者支援特命室の設置
　　平成23年４月15日、被災者支援特命室を設置し、震災に関する情報収集・調整を行うとともに、被災
地出張所についての検討等に集中的に取り組むこととした。
　(2)　情報提供業務
　　①　震災時の初期的対応として、法律専門家が直接に電話による情報提供を実施した。
　　②　震災からの復旧又は復興に向けての悩みを抱える方に対して、平成23年11月１日から震災法テラ
スダイヤル（フリーダイヤル）を開設した。
　　③　東日本大震災相談実例Ｑ＆Ａ集を発行した。
　(3)　民事法律扶助業務
　　①　巡回・出張相談制度を活用して、避難所等での法律相談を実施した。
　　②　被災者を対象とした特例措置（自己破産の予納金の立替え等）を実施した。
　(4)　出張所の設置
　　①　宮城県内に３か所（南三陸町、東松島市及び山元町）、岩手県内に１か所（大槌町）、出張所を
設置した。
　　②　弁護士による法律相談（営業時間内は常時弁護士が待機）及び各種専門家による「よろず相談」
を実施し、ワンストップで被災者の多様なニーズに対応した。
　　③　機動的な相談の実施のため、車内での相談が可能な巡回相談車を配備した。

※実績報告書(23年度)　　15ページ参照

　東日本大震災の被災者の法的問題の解決のた
め、「震災法テラスダイヤル（フリーダイヤル）
の開設」、「被災地における出張法律相談の実
施」、「被災地出張所の設置による法的サービス
の提供体制の構築」など、被災者の立場に立ち被
災者が求めていると考えられる法的サービスの提
供に、組織一丸となって取り組んだ。

　独立行政法人の枠組みで設置された支援センターは、理事長のリーダーシップの下、高齢者、障害者に
対する配慮を含め、利用者の立場に立った親切なサービスを迅速に提供することが求められている。
　平成23年度は次の取組を行なった。
１　組織運営理念の周知徹底
　平成22年度に制定した「法テラス運営理念」の下、役職員が常日頃からコスト意識を持って効率的で効
果的な業務運営が実現できるよう、全国の事務所内に運営理念を掲げたポスターを掲示して、基本姿勢の
意識啓発・行動促進を図ったほか、役職員に運営理念を定着させる試みとして、運営理念をカードサイズ
に印刷して携帯させるなど、基本姿勢の意識高揚が図られるよう取り組んだ。また、全国所長会議を始め
とした本部会議において組織運営理念についての説明の機会を設けるとともに、各職員研修においてはカ
リキュラムの中に組み込むなどして、基本姿勢の意識啓発・行動促進がより一層図られるようにした。
２　接遇水準の向上
　接遇に関する知識及び技能を習得させ接遇能力の向上を図ること及び職場ごとに接遇リーダーを育成す
ることを目的とした「接遇研修」を、地方事務所職員を対象として、平成23年６月に２回に分けて実施し
た。研修は、２日間にわたるカリキュラムの中で、外部講師を招聘して接遇及びクレーム対応の基本に関
する知識を習得するなど、利用者の立場に立った、親切・丁寧かつ迅速・適切な対応を意識付けた。
　また、研修員が習得した知識及び技能を職場内で反映させ、支援センター全体として接遇水準向上の意
識付けを図るため、接遇研修実施後の平成23年８月から月間目標を掲げて、全国の事務所においてサービ
ス向上の推進に努めた。

Ａ 　利用者本位の運営を基本とする組織運営理念を
役職員に定着させるため、カードサイズに印刷し
て携行させる、会議で説明の機会を設ける、研修
のカリキュラムに組み込むなどの取組を行うな
ど、組織全体として利用者本位の基本姿勢の確立
に向けた取組を行った。

①業務運営の基本的姿勢

ア

1

業務運営の基本的姿勢

(1)業務運営の基本的姿勢等

利用者の立場に立った
業務運営

　支援センターの業務運営にお
いては、引き続き、非公務員型
法人であることの利点を活かし
た様々な創意工夫により、懇
切・丁寧かつ迅速・適切な対応
その他高齢者及び障害者に対す
る特別の配慮を含め、利用者の
立場に立った業務遂行に常に心
がける姿勢を基本とする。

　日本司法支援センター
（以下「支援センター」と
いう。）は，国民に身近で
頼りがいのある司法を実現
するために各種業務を行う
法人であることにかんが
み，真に国民に親しまれ頼
りにされる存在となるよ
う，その業務運営において
は，非公務員型法人である
ことの利点を活かした様々
な創意工夫により，高齢者
及び障害者等に対する特別
の配慮を含め，懇切・丁寧
かつ迅速・適切な対応その
他利用者の立場に立った業
務運営を常に心がける姿勢
を基本とする。

評価の基本方針              

中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度）

1 業務運営の基本的姿勢等1 業務運営の基本的姿勢等

利用者の立場
に立った業務
運営の取組状
況

昨年度
評価：Ａ

利用者の立場に立った業務運営
　支援センターの業務運営においては、引き続
き、非公務員型法人であることの利点を活かし
た様々な創意工夫により、懇切・丁寧かつ迅
速・適切な対応その他高齢者及び障害者に対す
る特別の配慮を含め、利用者の立場に立った業
務遂行に常に心がける姿勢を基本とする。

日本司法支援センターの平成２３年度業務実績評価に関する項目別評価表

自己
評価評価の指標

Ⅰ　総合法律支援の充実のための措置
  に関する目標を達成するためとるべ
  き措置

自己評価理由実績（要旨）中期目標

Ａ：　当該事業年度における中期計画の実施状況に照らし，中期目標を達成することが見込まれる状況である。
Ｂ：　当該事業年度における中期計画の実施状況に照らし，工夫や努力によって中期目標を達成することが見込まれる状況である。
Ｃ：　当該事業年度における中期計画の実施状況に照らすと，中期目標の達成は困難で業務の改善が必要である。

Ⅰ 総合法律支援の充実のための措置に関する目標を達成
  するためとるべき措置

2　総合法律支援の充実のための措置
 に関する事項

資料２
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中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

2

イ イ 顧問会議の開
催状況

昨年度
評価：Ａ

１　開催状況
　平成23年10月24日に第７回顧問会議を、平成24年３月５日に第８回顧問会議を開催し、「平成23年度内
に２回以上開催する」という年度計画を達成した。
２　会議の概要
(1) 第７回顧問会議
　第７回顧問会議においては、東日本大震災に対する取組などを報告するとともに、民事法律扶助業務の
拡充策について意見を伺った。
　東日本大震災の取組については、被災地における常勤弁護士の献身的な活動などに対し高い評価をいた
だいた。民事法律扶助業務の拡充策については、同業務が抱える現状の問題点あるいは拡充に向けての検
討状況等について報告し、これに対し、支援センターが知られること、支援センターが利用しやすいシス
テムになることという視点から、解決事例集の作成や本部、地方事務所の連携の強化、関係機関との連携
等について意見をいただいた。
(2) 第８回顧問会議
　第８回顧問会議においては、平成23年度業務実績の見込み、東日本大震災に対する取組、法教育シンポ
ジウムなどについて報告するとともに、内部統制の充実・強化及びサービス水準の現状と改善策について
意見を伺った。被災地出張所において多数の各種専門家が共同して被災者支援に当たっていることや消費
者庁との連携について画期的な取組であるとの評価をいただいた。また、法教育については、広報的な意
義からも積極的に取り組むことが必要であるとのご意見をいただいた。ガバナンスの推進については、組
織を外部から見て分かりやすいものとすることの必要性など、顧問の経験を踏まえた貴重な指摘をいただ
いた。

※実績報告書(23年度)　　16ページ参照

Ａ 　年２回以上開催という年度計画について、これ
を達成し、震災に対する取組の報告、内部統制の
充実・強化等の改善策について意見を伺うなどし
た。各顧問会議では熱心な議論が行なわれ、有益
な意見をいただくことができた。

3

ウ ウ 高齢者・障害
者等に対する
適切なサービ
ス提供に向け
た取組状況

昨年度
評価：Ａ

１　高齢者・障害者等への周知
  (1) パンフレットを活用した業務説明
   　各地の社会福祉協議会、民生委員・児童委員連絡協議会等にパンフレットを送付し、説明会、意見交
換会の開催等を呼び掛けた結果、24地方事務所においてパンフレットを活用した業務説明を実施した。
  (2) 関係機関・団体との連携協力
　　各地方事務所において社会福祉協議会等との連携を重視し、35地方事務所において、直接訪問しての
協力申入れや資料の送付を行っている。
　　本部においては、知的障害者団体との連携を強化するため社会福祉法人全日本手をつなぐ育成会本部
と協議を行い、平成24年度において同会の支部と地方事務所とで意見交換会等を実施することを準備して
いる。
　　また、静岡地方事務所においては、弁護士・司法書士が精神に悩みを抱えた方に適切な法律相談を実
施できるよう、静岡県と共催で、精神保健福祉士による弁護士、司法書士対象の研修会(４回、200名参
加)、精神保健福祉士同席による法律相談会(２回、利用者７名)、シンポジウム「多重債務で命をなくさな
いために」を開催したほか、愛知地方事務所三河支部では、「高齢者・障害者をめぐる法的トラブル支援
へのアプローチ」をテーマに地方協議会を開催し、管内の行政機関、社会福祉協議会、地域包括支援セン
ターと意見交換を行った。

Ａ 　関係団体の協力を得て作成した知的障害者向け
のパンフレットとともに、新たに改訂された高齢
者向けパンフレットを広く配布した。また、高齢
者、障害者と地域で接している民生委員や福祉関
係者との連携が重要であることから、各地方事務
所においては、民生委員向けのパンフレットを配
布し、福祉関係団体の協力を得ながら高齢者や障
害者への周知活動を推し進めた。

２　出張法律相談体制の整備
  (1) 出張法律相談の充実
　　関係機関との連携を構築する中で高齢者及び障害者等自ら相談場所に赴くことが困難な方を対象とし
た出張法律相談の周知に努め、49地方事務所において1,863件（うち東日本大震災関係510件）の出張法律
相談を実施し、高齢者及び障害者等自ら相談場所に赴くことが困難な方を対象とする法律相談の充実に努
めた。東日本大震災の被災者に対しても積極的な実施に努めた。
  (2) 支援センターの事務所へのアクセスが困難な方を対象とした巡回法律相談の実施
　　自治体等の公共施設や地元の病院等を巡回することにより、24地方事務所において8,313件（うち東日
本震災関係7,175件）の法律相談援助を実施しており、支援センターの地方事務所、支部、出張所へのアク
セスが困難な相談者も法律相談援助を容易に受けられるよう努めた。特に被災者に対する巡回法律相談
は、弁護士会・司法書士会等関係機関と連携して、各地から被災地への巡回相談を積極的に実施し、被災
者の喫緊のニーズに応えるとともに、法的ニーズの掘り起こしに繋ぐ活動を行った。
  (3) 契約弁護士・司法書士の確保
　　高齢者及び障害者等自ら相談場所へ赴くことが困難な方を対象とする出張法律相談に対応することが
可能な契約弁護士・司法書士を確保するため、本年度の実績が増加している地方事務所の取組（例：弁護
士等を対象とした説明会の実施や広報の手法等）を他の地方事務所に情報提供することなどに取り組んだ
結果、平成23年度末の時点で契約弁護士が16,570名（平成22年度末から1,533名増）、契約司法書士が
6,065名（平成22年度末から448名増）となった。

　東日本大震災被災者に対する巡回法律相談に積
極的に取り組み多くの被災者に対して法律相談を
行った上、より利用しやすい枠組み作りのため、
各種の提言、取組を行った。
　併せて、高齢者・障害者等に対する出張法律相
談の周知に努めた結果、被災者に対する援助を中
心として、平成22年度の実績を大きく上回ること
ができた。また、法律相談の担い手である契約弁
護士等を確保することができ、相談体制の充実を
図ることができたことで、高齢者及び障害者等が
必要な情報やサービスの提供をより容易に受けら
れる協力関係が順調に構築されていると言える。

　　なお、上記のとおり出張法律相談や巡回法律相談の実績値（件数）、そして、契約弁護士・司法書士
の人員は昨年度末よりも上回った。特に、積極的に被災地への巡回法律相談企画を実施したことが件数増
加に影響を与えている。今後も支援センター事務所へのアクセスが困難な方を対象とした出張法律相談・
巡回法律相談に取り組むことにより、関係機関・団体との協力を得ながら取り組んだことで、支援セン
ターへの理解を深めていただき、高齢者及び障害者等が必要な情報やサービスの提供をより容易に受けら
れる協力関係が順調に構築されていると言える。実績増加を見込んでいる。
　(参考)　実績が増加している地方事務所の取組例を紹介するなど情報を提供する。また、震災被災者を
対象とした巡回法律相談については、被災地の地方事務所を中心に引き続き積極的に実施する。

※実績報告書(23年度)　　18ページ参照

　利用者の立場からの幅広い意
見を聴取し、今後の業務運営に
活かすため、外部有識者から構
成される顧問会議を各事業年度
に１回以上開催する。

　高齢者及び障害者等の法によ
る紛争解決に必要な情報やサー
ビスの提供を求めることに困難
がある方に対しては、その置か
れた環境に特別に配慮し、関係
機関・団体との連携協力体制を
確保しつつ、支援センターの業
務を周知するための方策につい
て工夫・検討するとともに、出
張法律相談を充実させるなど高
齢者及び障害者等が必要な情報
やサービスの提供をより容易に
受けられるような業務運営を推
進する。

　利用者の立場からの幅広い意見を聴取し、今
後の業務運営に活かすため、外部有識者から構
成される顧問会議を平成２３年度内に２回以上
開催する。

　高齢者・障害者等への周知に関しては、平成
２２年度に作成した民生委員等向けパンフレッ
トを活用し、民生委員等の研修会において業務
説明を行うとともに、同様に作成した知的障害
者向けパンフレットを活用し、関係機関と連携
を取り、業務説明会を行う。
　高齢者及び障害者等自ら相談場所に赴くこと
が困難な方を対象とする出張法律相談などを充
実させるため、引き続き関係機関・団体と連携
協力しつつ、必要に応じて説明会や協議会を実
施するとともに、出張法律相談に対応すること
が可能な体制を整備する。
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中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

② ②

③ ③ 効率的で効果的な業務運営

１　利用者からの苦情等の取扱い
　利用者から寄せられる苦情や意見を、「利用者から寄せられた声」として取りまとめ、毎月執行部会に
報告するとともに、全国の職員が閲覧できるよう業務の改善を図った。寄せられた苦情等に関して、苦情
等の件数の推移、苦情等の内容（例えば職員の応対に対するもの、契約弁護士等に対するものなど）を分
析するとともに、対応策を検討し、可能なものから実施している。
２　業務改善の取組
  (1) リーダー養成研修の実施
  　平成23年７月に接遇リーダー養成のための研修を実施し、63名の職員を参加させ、ロールプレイング
やディスカッションなどにより参加職員の接遇スキルの向上を図るとともに、研修内容を地方事務所に持
ち帰り、他の職員に伝達することによって、地方事務所における接遇スキルの向上を図った。
　(2) サービス向上月間の実施
　　研修員が職場で研修内容を伝達するための手助けとするとともに、支援センター全体としての接遇水
準向上の意識付けを図るため、接遇研修実施後の同年８月から月間目標を決めてサービス向上運動に取り
組んだ。
　　　　　　　　テーマ　「あいさつを意識してみよう」
  　         　　　　   「クッション言葉を使ってみよう」
　           　　　　   「共感の言葉って何?」「お詫び・感謝の言葉にチャレンジ」
    　          　　　　「おさらい月間」
　(3) 日本弁護士連合会への働きかけ
　　日本弁護士連合会で会員向けに行った扶助研修の資料として、引き続き「利用者から寄せられた声」
を提供し、弁護士に関する苦情の実際が周知されるようにした。

※実績報告書(23年度)　　19ページ参照

　「法テラス運営理念」の下、職員の基本姿勢の
意識高揚等により、職員がコスト意識を持って業
務運営に当たるよう、「法テラス運営理念」のポ
スターを掲示するなどの取組を行った。また、各
地方事務所の業務改善事例を把握し、その普及を
図ることにより、職員の業務改善への取組を促し
たほか、本部会議において、「業務改善につい
て」についてを議題として、業務改善の推奨事例
の普及に努めた。

Ａ 　苦情等の内容を毎月執行部に報告して全国の地
方事務所に発信するとともに、接遇研修の素材と
したほか、職場ごとに接遇リーダーを育成するこ
とを目的とした研修を実施するなどの取組によ
り、提供するサービスの向上を図った。また、苦
情事例を日本弁護士連合会に提供することによ
り、弁護士に対する苦情の実態を周知した。

4

　国費の支出の適正及び国費を投入して行う事業
の意義・効果についての国民の関心が高まってい
ることを踏まえ、役職員は常にコスト意識を持
ち、納税者の視点から、資金の投入の必要性、支
出の適切性、投入資金額に見合う効果の有無等を
十分に考慮して業務運営に当たり、必要に応じ、
自発的に創意工夫をして、効率的で効果的な業務
運営を実現するための改善に努めることを基本姿
勢とする。

利用者の意見、苦情等への
適切な対応

　支援センターが提供するサー
ビスに関する利用者からの意
見、苦情等について、支援セン
ターの業務運営の参考にすると
ともに、必要に応じて業務の改
善等適切な対応を行う。

効率的で効果的な業務運営

　国費の支出の適正及び国費を投
入して行う事業の意義・効果につ
いての国民の関心が高まっている
ことを踏まえ、役職員は常にコス
ト意識を持ち、納税者の視点か
ら、資金の投入の必要性、支出の
適切性、投入資金額に見合う効果
の有無等を十分に考慮して業務運
営に当たり、必要に応じ、自発的
に創意工夫をして、効率的で効果
的な業務運営を実現するための改
善に努めることを基本姿勢とす
る。

効率的で効果
的な業務運営
に向けた取組
状況

昨年度
評価：Ｂ＋

Ａ１　組織運営理念の周知徹底
　平成22年度に制定した「法テラス運営理念」の下、役職員が常日頃からコスト意識を持って、効率的で
効果的な業務運営を実現できるよう、基本姿勢の意識啓発・行動促進を図ることを目的として、全国の事
務所内に運営理念を掲げたポスターを掲示したほか、役職員に運営理念を定着させる試みとして、運営理
念をカードサイズに印刷して携帯させるなど、基本姿勢の意識高揚の浸透に取り組んだ。
　また、研修においては、業務に必要な知識の習得を目的とした講義や身近な課題に対するグループ討議
を行ったほか、研修終了後、我が国の財政状況を踏まえた上での業務の充実について論じさせ、課題を提
出させることにより、職員がコスト意識を持って業務に当たる必要性を認識することができるような基盤
整備を行った。
２　業務改善の推奨（業務改善事例の把握と紹介）
　効率的で効果的な業務運営を実現するための取組として、
　①　地方協議会において関係機関・団体等から出された意見等に基づいて具体化された地方事務所の業
務改善の実施状況を把握するとともに、地方事務所から報告を受けた業務改善事例のうち、先進的な取組
事例を全国所長会議において紹介し、各地方事務所が自発的に創意工夫して、業務運営の改善が推進され
るよう努めた。
　②　全国事務局長会議において、「業務改善について」をグループ討議の議題に取り上げ、各地方事務
所の取組状況について報告を求め討議するとともに、優れた取組事例を紹介して推奨事例の普及に努め
た。

※実績報告書(23年度)　　20ページ参照

5

ウ 　国費の支出の適正及び国
費を投入して行う事業の意
義・効果についての国民の
関心が高まっていることを
踏まえ，支援センターの役
職員は，常にコスト意識を
持ち，納税者の視点から，
資金の投入の必要性，支出
の適切性，投入資金額に見
合う効果の有無等を十分に
考慮して業務運営に当た
り，必要に応じ，自発的に
創意工夫をして，効率的で
効果的な業務運営を実現す
るための改善をしていくも
のとする。

イ 　支援センターが提供する
サービスに関する利用者か
らの意見，苦情等につい
て，支援センターの業務運
営の参考にするとともに，
必要に応じて業務の改善等
適切な対応を行う。

利用者の意見、苦情等への適切な対応
　支援センターが提供するサービスに関する利
用者からの意見、苦情等について、支援セン
ターの業務運営の参考にするとともに、必要に
応じて業務の改善等適切な対応を行う。また、
意見、苦情等を集約・分析して接遇研修を始め
各研修に活用するとともに、関係機関に提供す
る。

利用者の意
見，苦情等へ
の対応状況

昨年度
評価：Ａ
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ア 　支援センターがその役割
を十分に果たすことができ
るよう，支援センターの存
在及びその業務の内容につ
いて周知を図る。

① ① 効率的かつ効
果的な広報活
動に向けた取
組状況

昨年度
評価：Ｂ

１　効率性の観点を踏まえた効果的な広報の実施
　(1) 広報計画の策定
　　本部において基本的な広報計画を策定し、これを踏まえて地方事務所が管轄地域における広報計画を
作成するという一連のプロセスを通じて、例えば、本部のマスメディア広告とタイミングを合わせて地方
事務所が地域的な広報活動を実施するなど、本部・地方事務所の広報活動を可能な限り連動させることに
よって、個々の広報活動の効果を最大化するように努めた。
　(2) 効果測定
　　支援センターの認知度調査のほか、情報提供業務・民事法律扶助業務の利用者に対する認知経路アン
ケートの結果などを基に、潜在的な需要の掘り起こしや各業務の利用促進のために、どのような広報手段
の広報効果が高く、費用対効果の点から有効であるかについての分析を進めた。
　　その分析の結果、認知度にはテレビ広報、情報提供（コールセンター）利用件数にはホームページ広
報が有効であることが明らかとなった。また、民事法律扶助の利用件数については、地方自治体等の関係
機関への周知が有効であることが確認された。
　本分析をもとに次年度について、ホームページにおける広報活動及び関係機関への周知活動を中心とし
た広報活動計画の策定を行った。

※実績報告書(23年度)　　21ページ参照

Ｂ 　年度当初に、基本方針及び本部における広報活
動のスケジュールを示し、各地方事務所において
これに連動するような広報活動に取り組むような
形を作った。また，支援センターが実施する認知
度調査の結果やコールセンターの利用者情報及び
扶助相談における相談内容の内訳の結果を基に、
効果の高い広報を実施できるよう努めた。

② ② ２　広報効果の高い媒体を活用した効果的な広報の実施
　平成22年度に実施した支援センター認知度調査では、テレビが認知媒体として高い割合を占めているこ
とから、全国都道府県の主要な放送局においてテレビ広告を実施した。
　また、コールセンター利用者の認知経路調査においては、ホームページが高い割合を占めていることか
ら、コンテンツをリニューアルするなどしてホームページの充実を図るとともに、インターネット・リス
ティング広告（Yahoo!Japan等の検索サイトで、「多重債務」など法的トラブルに関連するキーワードを入
力して検索すると検索結果画面に支援センターの広告が表示されるもの。）を実施した。この他、東日本
大震災に関連する支援情報のコンテンツを新たに制作するなどしてホームページの充実を図った。
　また、マスメディア広告以外にも、平成22年度に引き続き、一般社団法人日本民営鉄道協会を通じて全
国約60の鉄道会社の駅施設等に約1,300枚のポスターを無料掲出したほか、現在、公益社団法人日本バス協
会を通じて、全国の路線バス車内へのポスター無料掲出等を依頼するなど、費用を抑えつつも効果的な広
報活動の実施にも努めた。

※実績報告書(23年度)　　22ページ参照

　東日本大震災の被災地を含む全国都道府県の主
要な放送局においてテレビ広告を実施するととも
に、マスメディア広告以外にも、一般社団法人日
本民営鉄道協会を通じて全国約60の鉄道会社の駅
施設等に約1,300枚のポスターを無料掲出、公益社
団法人日本バス協会や一般社団法人全国乗用自動
車連合会へ協力依頼など、費用を抑えた広報活動
の実施にも努めた。

③ ③

④

３　マスコミへの積極的な情報発信と関係機関との更なる連携強化策の展開
　(1) プレスリリースの実施
　　本部においては、支援センターの取組や関係機関と連携した施策などについてのプレスリリースを、
昨年を上回る14回行った。地方事務所においては、地方の報道機関に対して、本部のプレスリリースに合
わせて情報を提供したほか、「一斉無料法律相談会」など地方事務所独自の取組について年間約172回のプ
レスリリースを行った。その結果、新聞・テレビ等で度々報道される機会を得た。
　(2) 関係機関との連携の強化
　　平成22年度に引き続き、金融庁等と「多重債務者相談強化キャンペーン」を共催するなどしたほか、
民生委員向けのパンフレットを17,290部作成し、各地方事務所を通じて全国の民生委員及び関係機関に広
く配布した。また、平成23年度より公益財団法人日本調停協会連合会と連携し、調停委員向けに民事法律
扶助制度を解説するパンフレットを25,500部作成し、全国の調停委員に配布した。

※実績報告書(23年度)　　22ページ参照

　積極的なプレスリリースによって、支援セン
ターの取組が報道される機会を相当程度得ること
ができた。また、平成22年度から行っている民生
委員との連携強化を始め、全国の調停委員へ専用
のパンフレットを配布する等、関係機関との連携
による周知活動においても多くの成果を得ること
ができた。

イ 　広報に関しては，効率性
の観点を踏まえつつ効果的
に実施するものとする。広
報効果とこれに要した費用
について事後に分析し，そ
の結果を後の広報戦略に反
映させる。

④ ⑤ ４　認知度調査の実施
　平成23年12月に実施した認知度調査では、認知度が42.1％と前年度に比べ3.4％上昇した。
　また、職業別の調査では「公務員」に対する法テラスの認知度が68.0％と前年度に比べ20.2％上昇し、
支援センターの「名前も業務内容も知っている」と回答している層の割合が20.0％となり、全ての職業の
中で最も多いことから、地方自治体を中心とした関係機関・団体への連携を通じた周知活動が大きな成果
をあげているものと考えられる。
　また、同調査においては、男女ともに20代の認知度が上昇しており、特に女性20代では前年度から
12.5％上昇し、52.8％であった。これは、平成22年度において「若年層」を重点訴求対象として、積極的
に広報活動を行った成果であると考えられる。

※実績報告書(23年度)　　23ページ参照

　認知度は前年から3.4％上昇し、平成19年度から
行う調査以来初めて40％を超え、また、支援セン
ターを利用したことがあるという回答が全体の
1.1％となった。しかしながら、支援センターの認
知度は、いまだ十分とは言えないことから、国民
に対する更なる周知が必要である。

②支援センターの存在及びその
  業務の内容についての周知

　効率性の観点を踏まえつつ効果的な広報を実
施するため、基本方針、実施媒体等を盛り込ん
だ広報計画を策定し、同計画に基づき広報活動
に取り組む。また、当該広報活動に要した費用
と効果について、アンケート調査結果等を参考
にするなどして事後に分析し、その結果を平成
２４年度の広報計画に反映させる。

6

(2)支援センターの存在及びその業務の内容についての
 　周知

　様々な機会を通じて、本部・地方事務所にお
いて、平成２２年度を上回る回数の記者説明会
（プレスリリース）を実施する。

　金融庁、日本弁護士連合会等とともに、多重
債務問題への取組を継続するほか、民生委員へ
の周知活動に向け、機動的な業務説明会等を実
施するなど、省庁、地方公共団体等の関係機
関・団体との連携を通じた周知活動に努める。

　認知度調査を実施する。支援センターが、よ
り多くの国民に利用され、頼りにされる存在と
なるよう、業務内容等について上記方法により
周知し、認知度を上昇させる。

　テレビ広告、ホームページ等の広報効果の高
い媒体を活用し、支援センターの事業等に関す
る情報を効果的に提供する。

(2)支援センターの存在及びその
   業務の内容についての周知

　効率性の観点を踏まえつつ効
果的な広報を実施するため、基
本方針、実施媒体等を盛り込ん
だ広報計画を各年度策定し、同
計画に基づき広報活動に取り組
む。また、当該広報活動に要し
た費用と効果について、アン
ケート調査結果等を参考にする
などして事後に分析し、その結
果を翌年度の広報計画に反映さ
せる。

　支援センターの利用経験があ
る者等の認知経路として上位を
占めるテレビ広告、ホームペー
ジ等の広報効果の高い媒体を活
用し、支援センターの事業等に
関する情報を効果的に提供す
る。

　記者説明会の機動的な開催
や、省庁、地方公共団体等の関
係機関・団体との連携を通じた
周知活動に努める。

　支援センターが、より多くの
国民に利用され、頼りにされる
存在となるよう、業務内容等に
ついて上記方法により周知し、
認知度を毎年度上昇させる。
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中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

① ① 一般契約弁護士・司法書士・常勤弁護士
の確保

ア ア

２　常勤弁護士の配置等
　これまで、常勤弁護士の必要な地域に順次新たな常勤弁護士の配置又は増員を行っており、平成23年度
末までに常勤弁護士を配置した支援センターの事務所は、合計82か所である。
　そのうち、同年度に常勤弁護士を新たに配置又は増員した地方事務所及び支部は９か所、地域事務所は
８か所である。各地の支援センター法律事務所には、それぞれ１ないし８名の常勤弁護士を常駐させた。
なお、地域事務所８か所のうち、中津川及びむつ地域事務所については、平成23年度に新設した地域事務
所である。
　また、民事法律扶助の担手となる弁護士が特に少ない地域である旭川地方裁判所稚内支部、名寄支部、
留萌支部及び紋別支部については、上記各地方裁判所支部に近接する旭川地方事務所に配置した常勤弁護
士が合計15回にわたり巡回して民事法律扶助事件等を取り扱った。

※実績報告書(23年度)　　23ページ参照

　常勤弁護士の配置等
　新たに中津川及びむつ地域事務所を新設した。
また、９か所の地方事務所及び支部並びに６か所
の地域事務所に常勤弁護士を増員し、民事法律扶
助の担手を拡充するとともに弁護士の少ない地域
については、積極的な巡回を行った。今後も引き
続き、常勤弁護士の配置数及び巡回数の充実を
図っていく必要がある。

イ イ 全国的に均質
な国選事件の
担手の確保に
向けた取組状
況

昨年度
評価：Ａ

１　説明会等の実施
　(1) 説明会の開催・説明資料の配布
　　各地方事務所において、弁護士会主催又は支援センター主催（弁護士会との共催を含む。）の説明会
や研修会において、独自の広報用資料を作成して配布するなどして、国選弁護関連業務及び国選付添関連
業務の内容、支援センターと一般契約弁護士との間の契約内容について説明を行った。
　(2) 解説書の配布
　　各地方事務所において、「国選弁護業務の解説」及び「国選付添業務の解説」を、弁護士会の協力を
得て、全国の一般契約弁護士及び一般契約弁護士になろうとする弁護士に対し、配布した。
２　契約弁護士の確保
　国選弁護人契約弁護士の契約数は、平成23年４月１日時点の19,566名から平成24年４月１日時点の
21,259名に増加しており、後者は、全国の弁護士の66.2％に相当する。また、国選付添人契約弁護士の契
約数は平成23年４月１日時点の6,564名から平成24年４月１日時点の7,701名に増加している。

※実績報告書(23年度)　　25ページ参照

Ａ 　各地方事務所において、説明会の実施等を通じ
て一般国選弁護人契約弁護士及び一般国選付添人
契約弁護士の確保に努めた。国選弁護人及び国選
付添人の契約数は、地域によって異なるものの、
全般的には着実に増加している。
　取扱事件数は、引き続き多いが、特段の支障は
ない。

ウ ウ １　被害者参加弁護士確保の取組
　(1) 本部における取組
　　日本弁護士連合会との協議の場で被害者参加人のための国選弁護制度の運用状況の説明、被害者参加
弁護士契約弁護士締結の要請等を行った。
　(2) 地方事務所における取組
　　各地方事務所において、以下の方法により、被害者国選弁護関連業務の内容、支援センターと一般契
約弁護士との間の契約内容について説明等を行った。
   ①　弁護士会の協力を得て、弁護士会主催の説明会・研修会等へ参加した。
   ②　地方事務所主催の説明会を開催した。
   ③　地方事務所・弁護士会共催による説明会を行った。
２　契約弁護士の確保
　様々な取組の結果、平成23年４月１日現在で2,476名であった契約弁護士は、平成24年４月１日現在で
3,014名（538名増）となっている。また、平成23年度には全ての地方事務所で女性契約弁護士の登録があ
り、女性契約弁護士のいない地方事務所がなくなった。

※実績報告書(23年度)　　26ページ参照

　被害者参加人のための国選弁護制度の円滑かつ
適切な運用を図るために、各地方事務所におい
て、弁護士に対する説明会や契約弁護士等との意
見交換会等を実施するなどして、当該制度の内
容・運用状況等の説明を行い、契約弁護士の確保
に努めた。また、本部においても、日本弁護士連
合会との協議の場で運用状況等の説明などを行
い、契約弁護士の確保に努めた。このような取組
を経て契約弁護士の数は着実に増加し、全ての地
方事務所で女性弁護士の登録があった。

　民事法律扶助の担い手となる弁護士・司法書
士の確保態勢を全国的に均質なものとするた
め、引き続き弁護士会・司法書士会と連携協力
し、新規登録時期に合わせた説明会や研修会、
取り組むべきテーマごとの協議会を開催するな
どして、契約弁護士・司法書士を確保する。ま
た、弁護士・司法書士が少ない地域について、
一般契約弁護士等による巡回相談又は常勤弁護
士の常駐若しくは巡回を行う。

１　契約弁護士・司法書士の確保
　民事法律扶助の担い手となる弁護士・司法書士を確保するため、全国の地方事務所から各単位弁護士会
及び単位司法書士会へ基本契約締結の働きかけを積極的に行うとともに、本部においても平成24年２月に
日本弁護士連合会主催の講習会「民事法律扶助ってなあに～活用のノウハウ～」へ講師を派遣し、民事法
律扶助業務の周知及び利用促進に努めた。このような取組の結果、平成22年度末と比較して契約弁護士が
1,533名、契約司法書士が448名増加した。
　なお、本年度の実績が増加している地方事務所の取組（例：弁護士等を対象とした説明会の実施や広報
の手法等）を他の地方事務所に情報提供するなど、契約弁護士・司法書士の確保について引き続き取り組
んでいるところである。
　東日本大震災の被災地特有のニーズに対応するため、原子力損害賠償紛争解決センターの和解仲介手続
や個人債務者の私的整理に関するガイドラインの申出といった新しい制度に関わる支援に関し、日本弁護
士連合会、日本司法書士会連合会や、いわゆる原発弁護団等と密に情報交換を行うとともに、随時、支援
センター内や契約弁護士・司法書士との間でこれらの制度に関する知識・ノウハウの共有に努めた。
　また、震災特例法の成立・施行に当たっては、平成24年３月26日に全国地方事務所副所長会議を開催す
るなど地方事務所との迅速な情報共有に努めるとともに、日本弁護士連合会・日本司法書士会連合会等関
係機関と密接な連携・協力を行うなどし、業務内容の周知や契約弁護士・司法書士の確保について理解を
深め、短い準備期間で新規事業である震災法律援助業務を立ち上げることに力を注いだ。

　契約弁護士・司法書士の確保
　引き続き関係機関とも協議を実施し、そのニー
ズに応えて説明会等を行った。また、震災特例法
では、弁護士・司法書士に対する業務説明を実施
するなど新規事業が滞りなく立ち上がるよう努力
したことで、短期間に多くの契約者を確保するこ
とに成功した。従って、十分な実績と判断する。
　

Ａ
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①一般契約弁護士・司法書士・常勤
  弁護士の確保等

(2)組織の基盤整備等

(1)一般契約弁護士・司法書士・
 　常勤弁護士の確保等

　各地において、弁護士会の協力を得て引き続
き、国選弁護人及び付添人契約に関する説明会
の実施や説明資料の配付等を行い、契約内容の
周知及び契約弁護士の確保に努める。また、常
勤弁護士を採用し、国選弁護事件の受け手とな
る弁護士が少ない地域に常駐若しくは巡回させ
る。

　被害者参加人のための国選弁護制度の担い手
となる弁護士の確保態勢を全国的に均質なもの
とするため、引き続き弁護士会と連携協力し、
被害者参加弁護士契約に関する説明会の実施や
説明資料の配付等を行い、契約内容の周知及び
契約弁護士の確保に努める。

全国的に均質
な民事法律扶
助事件の担手
の確保に向け
た取組状況

昨年度
評価：Ｂ

7

ア 　総合法律支援の中核を担
う支援センターの体制整備
のため，民事法律扶助事件
の受け手となる弁護士・司
法書士が少ない地域，国選
事件の受け手となる弁護士
が少ない地域を含め，民事
法律扶助事件の受任者の確
保態勢，捜査・公判を通じ
一貫した弁護人確保態勢等
の全国的に均質な確保を図
るべく，一般契約弁護士・
司法書士の幅広い確保及び
常勤弁護士の所要の数の確
保に努める。

(1)一般契約弁護士・司法書士・常勤弁護士の確保等

2 組織の基盤整備等

　民事法律扶助の担い手となる
弁護士・司法書士の確保態勢を
全国的に均質なものとするた
め、弁護士会・司法書士会と連
携協力し、必要に応じて説明会
や協議会を実施するなどして、
契約弁護士・司法書士を確保す
る。また、弁護士・司法書士が
少ない地域について、一般契約
弁護士等による巡回相談又は常
勤弁護士による常駐若しくは巡
回を行う。

　被害者参加人のための国選弁
護制度の担手となる弁護士の確
保態勢を全国的に均質なものと
するため、弁護士会と連携協力
して、契約弁護士を確保する。

　捜査及び公判又は少年審判を
通じ一貫した弁護人及び付添人
確保態勢を全国的に均質なもの
とするため、弁護士会とも連携
協力し、捜査及び公判又は少年
審判を通じ一貫して弁護活動及
び付添活動を担う弁護士を確保
する。また、国選弁護事件及び
国選付添事件の受け手となる弁
護士が少ない地域に、常勤弁護
士による常駐又は巡回を行う。

一般契約弁護士・司法
書士・常勤弁護士の確保

2 組織の基盤整備等

5/32
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エ エ 常勤弁護士の
確保に向けた
取組状況

昨年度
評価：Ｂ＋

１　就職説明会・採用案内の周知等
　常勤弁護士の確保のために、日本弁護士連合会、単位弁護士会、司法研修所、大手司法試験予備校等の
関係機関・団体の協力を得て、常勤弁護士の業務内容や魅力、採用情報等について、司法修習生、司法試
験合格者、法科大学院生等に対する説明会を15回にわたり実施した。また、新たに日本弁護士連合会の会
員専用サイトの求人案内欄に常勤弁護士募集の広告を常時掲載した上、会員向けに毎月２回発信されてい
るメールマガジンの求人案内欄にも同広告のURLを常時掲載してアクセスを促すなどし、転職を検討してい
る既登録の弁護士に特に焦点を絞って情報提供を行うことで、経験豊富な中堅弁護士の確保に向けた効果
的な周知を図った。この結果、８名の法曹経験者を含む39名を新たに採用した。また、退職者数が前年度
の25名から36名と大幅に増えたが、退職者数を見込んで積極的に採用活動を行ったことにより３名の純増
となった。
２　選択型実務修習、エクスターンシップ
　常勤弁護士の業務を直接体験してもらうことによりその業務の意義・魅力をより理解してもらうべく、
司法研修所の選択型実務修習企画に参加し、合計32回にわたり各地の法律事務所に司法修習生を受け入れ
たほか、より早い段階から常勤弁護士への関心を促すべく、全国の法科大学院のエクスターンシップ実習
生の受け入れも積極的に行い、各地の法律事務所において、合計38回にわたり、全国13の法科大学院の学
生を受け入れた。

※実績報告書(23年度)　　26ページ参照

Ａ 　新人弁護士を常勤弁護士として確保するため、
常勤弁護士の業務実態に関する理解を深められる
ような工夫を凝らしつつ、15回にわたり就職説明
会を実施したり、司法研修所選択型実務修習に参
加、法科大学院のエクスターンシップ実習生の受
入れを行った。また、既登録弁護士についても常
勤弁護士として確保するため、新たに日本弁護士
連合会の会員専用サイトの求人案内欄に常勤弁護
士募集の広告を常時掲載した上、会員向けに毎月
２回発信されているメールマガジンの求人案内情
報欄にも同広告のURLを常時掲載してアクセスを促
すなどし、転職を検討している既登録の弁護士に
特に焦点を絞って採用情報提供を行うことで、経
費のかからない効率的かつ効果的な広報を行い、
経験豊富な中堅弁護士の確保に向けた周知を図っ
たことから、平成23年度は、採用者39名中８名の
法曹経験者を採用することができた。また、退職
者が前年度の25名から36名と大幅に増えたが、退
職者数を考慮した積極的な採用活動を行ったこと
により、3名の純増となった。

② ②

ア 　

イ

法律サービスの提供に係る体制の整備
　地方裁判所支部（以下「地裁支部」とい
う。）管轄単位で実働弁護士がいないか１名し
かおらず、当該地裁支部から公共交通機関を用
いて長時間を要することなく移動できる範囲内
に地方裁判所本庁又は２名以上の実働弁護士が
事務所を開設している地裁支部が存在しない地
域を優先とし、加えて、地裁支部管轄単位で実
働弁護士１人当たりの人口が非常に多数である
地域のうち、当該地裁支部から公共交通機関を
用いて長時間を要することなく移動できる範囲
内に地裁本庁又は多数の実働弁護士が事務所を
開設している地裁支部が存在しない地域におい
て、当該地裁支部管内の人口・事件数等を考慮
しつつ、地域事務所を設置し、常勤弁護士を常
駐させる。
　前述の地域に隣接する地方事務所等に配置す
る常勤弁護士を巡回させることにより、同地域
において、法律サービスを提供するための具体
的な方策を企画・立案し、実施する。

　平成23年度に新設した司法過疎地域事務所は２
か所あり、同年度末までに常勤弁護士を配置した
支援センターの事務所は合計82か所である。この
うち司法過疎地域事務所は、中津川、むつ新設に
より31か所となった。いずれの司法過疎地域事務
所においても、常勤弁護士１ないし４名が常駐
し、民事法律扶助事件、国選弁護事件のほか、有
償で一般事件全般を幅広く取り扱い、地域住民の
法的ニーズに応えた。巡回状況としては、弁護士
の数が特に少ない地域である、稚内支部、名寄支
部、留萌支部及び紋別支部については、法テラス
旭川法律事務所に配置した常勤弁護士が、それぞ
れ巡回して、地域住民の法的ニーズに応えた。な
お、形式ゼロワン地域がいまだに１か所残ってお
り司法過疎問題の完全な解消には至っていないこ
とから、今後も日弁連からの資金援助によるひま
わり公設基金法律事務所の開設や各地の弁護士
会、地方関係機関の取組と連携しながら、司法過
疎地域における事務所の新設を検討するなど、司
法サービスの提供に積極的に取り組んでいく必要
がある。

Ｂ
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　司法過疎対策として，地
方裁判所支部管轄単位で実
働弁護士がいないか１名し
かいない地域を始め，人
口，事件数，実働弁護士
数，地域の交通の実情等を
総合考慮して弁護士等に法
律事務の取扱いを依頼する
ことに困難のあると考えら
れる地域の解消に取り組む
こととし，実働弁護士が多
数いる地域との距離・交通
の便，法律サービスの需要
の程度等を考慮しつつ，日
本弁護士連合会等とも連携
協力しながら，必要な地域
において，支援センターの
常勤弁護士による法律サー
ビスの提供体制の整備を図
る。

イ 日弁連等との
連携協力の
下，司法過疎
地域における
法律サービス
の提供に向け
た取組状況

昨年度
評価：Ｂ

１  司法過疎地域事務所の設置
　司法過疎対策として、地方裁判所支部管轄単位で実働弁護士による司法サービスの提供者がより少ない
地域の解消に優先的に取り組む必要があることから、司法過疎地域事務所は、（ⅰ）地方裁判所支部管轄
単位で実働弁護士がいないか１名しかおらず、（ⅱ）当該地方裁判所支部から公共交通機関を用いて長時
間を要することなく移動できる範囲内に地方裁判所本庁又は２名以上の実働弁護士が事務所を開設してい
る地方裁判所支部が存在しない地域を優先とし、加えて、（ⅲ）地方裁判所支部管轄単位で実働弁護士１
人当たりの人口が非常に多数である地域のうち、（ⅳ）当該地方裁判所支部から公共交通機関を用いて長
時間を要することなく移動できる範囲内に地方裁判所本庁又は多数の実働弁護士が事務所を開設している
地方裁判所支部が存在しない地域において、（ⅴ）当該地方裁判所支部管内の人口、民事・刑事の事件
数、単位弁護士会・地方自治体等地域関係機関の支援体制等を考慮して設置することとした。平成23年度
末までに常勤弁護士を配置した支援センターの事務所は、合計82か所であり、そのうち司法過疎地域事務
所は31か所である。同年度に新設した司法過疎地域事務所は、（ア）岐阜県の中津川地域事務所、（イ）
青森県のむつ地域事務所の２か所である。いずれの司法過疎地域事務所においても、常勤弁護士１ないし
４名が常駐し、民事法律扶助事件、国選弁護事件等のほか、有償で一般事件全般（総合法律支援法第30条
第１項第４号に規定する有償事件。以下「４号有償事件」という。）を幅広く取り扱い、過疎と高齢者の
複合的問題を抱える事件に地元関係機関と連携して総合解決を図るなど、地域住民の法的ニーズに応え
た。
２　常勤弁護士の巡回による司法サービスの提供
　旭川地方裁判所稚内支部、名寄支部、留萌支部及び紋別支部は、上記（ⅰ）及び（ⅱ）の基準に適合す
る司法過疎地域であったことから、常勤弁護士が巡回して司法サービスを提供することとし、上記各地方
裁判所支部に近接する旭川地方事務所に配置した常勤弁護士が合計15回にわたり巡回することにより、民
事法律扶助事件及び国選弁護事件等を取り扱った。

※実績報告書(23年度)　27ページ参照

　常勤弁護士の確保のために、日本弁護士連合
会、単位弁護士会、司法研修所等の関係機関・
団体の協力を得て、常勤弁護士の業務内容や魅
力、採用情報等について、司法修習生、弁護
士、司法試験合格者、法科大学院生等に対する
説明を行い、応募を促すとともに、経験豊富な
中堅弁護士の確保に向けて、６０歳未満の既登
録弁護士に対して常勤弁護士の採用案内や応募
書類等を送付し、応募を促す。

　総合法律支援の中核を担う支
援センターの体制整備のため、
契約弁護士・司法書士の幅広い
確保に加えて、所要の常勤弁護
士の確保に努める。

　加えて、地方裁判所支部管轄
単位で実働弁護士１人当たりの
人口が非常に多数である地域の
うち、当該地方裁判所支部から
公共交通機関を用いて長時間を
要することなく移動できる範囲
内に地方裁判所本庁又は多数の
実働弁護士が事務所を開設して
いる地方裁判所支部が存在しな
い地域において、法律サービス
の需要も考慮しつつ、弁護士
会、地方公共団体その他関係機
関とも連携協力しながら、支援
センターの常勤弁護士による法
律サービスの提供が可能な体制
を整備する。

法律サービスの提供に係る
体制の整備
　地方裁判所支部管轄単位で実
働弁護士がいないか１名しかい
ない地域のうち、当該地方裁判
所支部から公共交通機関を用い
て長時間を要することなく移動
できる範囲内に地方裁判所本庁
又は２名以上の実働弁護士が事
務所を開設している地方裁判所
支部が存在する地域を除外した
「実質的ゼロワン地域」におい
て、法律サービスの需要も考慮
しつつ、弁護士会、地方公共団
体その他関係機関とも連携協力
しながら、支援センターの常勤
弁護士による法律サービスの提
供が可能な体制を整備する。
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③ ③

　 　

④ ④

　 　

　常勤弁護士については、実務経験年数が10年未満の者の任期を３年、実務経験年数が10年以上の者の任
期を２年とし、それぞれ２回まで更新可能とすることとしている。なお、司法修習生から採用した常勤弁
護士については、３回まで任期の更新を可能とし、当初の任期は１年として、養成事務所において指導、
教育を行い、最初の任期の更新後、法律事務所に赴任することとしている。報酬については、実務経験年
数において同等の裁判官・検事の給与を参考としている。

※実績報告書(23年度)　　29ページ参照

　新人弁護士の確保に向けて、合計15回にわた
り、司法修習生や法科大学院生、司法試験合格者
等を対象として、常勤弁護士採用案内のパンフ
レットや募集要項等を配布するとともに、常勤弁
護士の業務内容、意義・魅力、採用情報等に関す
る就職説明会を積極的に実施した。また、平成23
年度は新たな取組として、経験豊富な中堅弁護士
の確保に向けて、既登録弁護士についても常勤弁
護士として確保するため、新たに日本弁護士連合
会の会員専用サイトの求人案内欄に常勤弁護士募
集の広告を常時掲載した上、会員向けに毎月２回
発信されているメールマガジンの求人案内情報欄
にも同広告のURLを常時掲載してアクセスを促すな
どし、転職を検討している既登録の弁護士に特に
焦点を絞って採用情報提供を行うことで、経費の
かからない効率的かつ効果的な広報を行い、経験
豊富な中堅弁護士の確保に向けた周知を図った。
　なお、常勤弁護士の待遇については、年度計画
に従って、実務経験年数が10年未満の者の任期を
３年、実務経験年数が10年以上の者の任期を２年
とし、それぞれ２回まで更新可能とした上、司法
修習修了直後の者については最初の任期を１年と
して、司法修習終了直後の者等から常勤弁護士を
採用した。

１　募集活動の推進
  平成23年度は、司法修習生や法科大学院生、司法試験合格者等を対象として、常勤弁護士採用案内のパ
ンフレットや募集要項等を配布するとともに、15回にわたり、常勤弁護士の業務内容、意義・魅力、採用
情報等に関する説明会を実施した。また、新たな取組として、日本弁護士連合会の会員専用サイトの求人
案内欄に常勤弁護士募集の広告を常時掲載した上、会員向けに毎月２回発信されているメールマガジンの
求人案内欄にも同広告のURLを常時掲載してアクセスを促すなどし、転職を検討している既登録の弁護士に
特に焦点を絞って情報提供を行うことで、経験豊富な中堅弁護士の確保に向けた効果的な周知を図った。
２　総合評価に基づく人材の確保
  常勤弁護士の採用に当たっては、支援センターの職員としてのみならず弁護士としての素養を見極め、
総合法律支援に意欲的に取り組み、国民の期待に応えることができる人材を確保するという観点から、各
応募者について日本弁護士連合会から弁護士としての基本的能力も含めた常勤弁護士としての適性に関す
る意見を徴した上、採用面接を実施し、他者とのコミュニケーション能力等も含めた総合的な能力・適
性・意欲の高さなどを審査した上、採用を行った。

※実績報告書(23年度)　　29ページ参照

ウ 　常勤弁護士の採用に当
たっては，支援センターが
多様な分野にわたる業務を
行うことを考慮し，幅広い
人材の中から，例えば，裁
判員裁判にも適切に対応し
得る刑事弁護に高い能力を
有する人材や，関係機関・
団体との連携協力関係を適
切に構築し得る人材を含
め，支援センターの業務の
円滑で効率的な運営に適応
でき，総合法律支援への取
組に意欲的で，国民の期待
に応えることのできる人材
の確保を図る。

常勤弁護士の採用
　常勤弁護士の業務内容、採用情報などにつ
いて、司法修習生、司法試験合格者、法科大
学院生及び既登録弁護士等に対する説明を積
極的に行い、総合法律支援への取組に意欲的
で、国民の期待に応えることのできる人材の
確保に努める。

常勤弁護士の採用
　常勤弁護士の採用に当たって
は、適時的確な人員配置その他
支援センターの業務の円滑で効
率的な運営に適応でき、裁判員
裁判にも適切に対応し得る刑事
弁護に高い能力を有する人材
や、関係機関・団体との連携協
力関係を適切に構築し得る人材
等を含む、総合法律支援への取
組に意欲的で、国民の期待に応
えることのできる人材の確保を
図る。

常勤弁護士の待遇
　常勤弁護士については、実務経験年数が１
０年未満の者の任期を３年、実務経験年数が
１０年以上の者の任期を２年とし、それぞれ
２回まで更新可能とすることを基本としつ
つ、最初の任期を１年として、司法修習終了
直後の者等から常勤弁護士を採用する。

　常勤弁護士については任
期付採用とし，その報酬に
ついては実務経験年数にお
いて同等の裁判官・検事の
給与を参考にする。

Ａ意欲的で国民
の期待に応え
ることのでき
る常勤弁護士
の確保に向け
た取組状況

昨年度
評価：Ｂ＋

11

エ 常勤弁護士の待遇
　常勤弁護士については任期付
採用とし、その報酬については
実務経験年数において同等の裁
判官・検事の給与を参考にす
る。
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ア 　能力主義に基づく的確な
職員の採用及び人事配置を
行う。

① ① １　採用について
　職員の採用に当たっては、多肢択一式問題、論文問題及び面接により、能力及び支援センターへの適性
を判断し、広い知識と利用者のニーズを的確に察知できる人材の確保に努めている。面接の実施に際して
は、理事、局部長、課長、課長補佐及び地方事務所職員を面接官とし、採用対象者に応じて、面接回数及
び面接官の構成を決定している。
　有期契約職員から常勤職員への登用に際しては、上記と同様の試験内容に加え、当該有期契約職員の属
する職場の管理者による評価をも、採用決定の資料としている。
　平成23年度は、一般公募により、応募のあった1,758名を対象とし、新卒・中途の採用試験を行い、23名
の採用を行った。また、特に有能な有期契約職員の活用を図るため、有期契約職員のうち、申込みのあっ
た40名を対象に、常勤職員への登用試験を実施し、10名の合格者を決定した。
　また、平成23度末に地方事務所の管理職員が相当数退職することの補充として、管理職経験があり、組
織運営に造詣が深い人材を公募により４名採用した。面接試験に際しては、理事を面接官とした。
２　人事配置について
　人事異動計画の策定に当たっては、勤務評定による評価、管理者の適性に関する意見及び職員の意向等
を考慮の上、各地方事務所の事件数を勘案し、組織の強化及びサービスの質の向上を図るための適正配置
に努めている。
　組織の活性化を図るため、広範にわたる人事異動計画を策定し、平成24年４月1日付けで104名を異動さ
せた。また、昇格試験受験申込のあった１級から４級の者235名に対し、各級に求められる能力・適性を測
れる内容とした筆記試験及び面接試験を実施し、合格者120名を決定した。

※実績報告書(23年度)　　30ページ参照

Ａ 　能力主義に基づく的確な職員を採用及び人事配
置するため、採用試験及び昇格試験は厳正な判定
に努めた。人員配置については、昇格者の配置に
考慮するなどし、的確な配置に努めた。
　人事交流は、国民生活センターとの間で実施し
た。

イ 　人事交流等により，多様
な経験を積むことができる
人材育成の仕組みについて
検討する。

② ② 　組織の中核を担う職員として幅広く活躍することが期待される者に対し、国等の他組織における業務を
経験させることにより、職員のスキルアップ及び組織の充実強化を図ることを目的として、国民生活セン
ターとの間で職員１名を相互に派遣し、人事交流を行った。
　
※実績報告書(23年度)　　31ページ参照
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ウ 　常勤弁護士による裁判員
裁判への適切な対応を可能
とするための研修等，常勤
弁護士を含む職員の専門性
を向上させるとともに，効
率的で効果的な業務遂行が
できるようにするための研
修の実施及び研修内容の充
実に努める。他方で，研修
を行うに当たっては，過去
に行った研修の内容や効
果，研修に要した費用等を
考慮して，効率的で効果的
な研修の実施を心がける。

③ ③ 常勤弁護士を
含む職員に対
する効率的で
効果的な研修
の実施状況

昨年度
評価：Ａ

１　一般職員に対する研修
　職員の資質及び能力の向上を図るため、職責に応じた研修を実施している。具体的には、採用から２年
間を「基礎形成期間」､その後の２年間を「ブラッシュアップ期間」とし、経験年数に応じたカリキュラム
を組み、それぞれの期間に新規採用者研修、ブラッシュアップ研修を実施している。管理職に対しては、
事務局長登用時にマネジメント基礎研修を実施している。
　他方で、各職員の担当する業務を適性・円滑に行うため、実務能力の向上を目的とした実務研修を実施
している。実務研修の実施に際しては、職場における指導的立場の職員を研修員とし、研修効果のフィー
ドバックを義務付けることにより、経費節約と効率化に努めている。
　平成23年度新たに人事課主催の研修体系を職場内教育（ＯＪＴ），集合研修及び自己啓発が相互補完的
に機能するよう見直した。研修は６回実施し、延べ21日間に延べ126名の職員を受講させ、内容について
は、全研修で「法テラス運営理念」の講義を行い、組織としての方向性を各個人に植え付けるとともに、
研修事後レポートを研修員に課すことで、研修の効果をより高めた。専門性向上のため、会計、情報提
供、民事法律扶助、国選弁護、犯罪被害者支援及び法律事務の各業務に従事する職員を対象とし、延べ16
日間に延べ447名の研修を実施した。また、人事院主催の課長級及び課長補佐級の研修に各1名・延べ7日間
職員を参加させたほか、東京都の実施する課長級及び係長級の職員研修に各２名・延べ６日間職員を聴講
させた。

Ａ 　人事課主催の研修体系を職場内教育（ＯＪ
Ｔ）、集合研修及び自己啓発が相互補完的に機能
するよう見直し、研修内容の充実を図った。その
他の研修も職員の実務能力や専門性を向上させる
ことを目的として計画どおりに実施した。

２　常勤弁護士に対する研修
　(1) 実務研修
　　　支援センターの各法律事務所に配置した常勤弁護士に対しては、日ごろの実務を通して学ぶ必要が
あると実感しているテーマを常勤弁護士から提出させ、そのテーマに関する知識・技術を身に付けられる
ような本部主催の研修を実施した。また、よりきめ細やかなニーズに的確に対応するため、全国を７つの
ブロックに分け、各地で勤務する常勤弁護士に必要と感じる研修をそれぞれ企画・実施させ、各地の実情
を反映させた少人数制のきめ細やかな研修（ブロック別研修）を実現して、常勤弁護士間の技術・経験の
共有を図るとともに、全体的な能力・技量の向上を図った。また、特に、常勤弁護士の担うべき重要な役
割の一つである裁判員裁判については、最高裁判所の協力も得て、実際の裁判員法廷を使用し、参加者全
員が複数回模擬尋問を行うなど、効果の高い参加型の研修を実施した。
　司法修習修了直後に採用した新人常勤弁護士に対しては、１年間の任期満了時には常勤弁護士としての
基本的な素養を獲得できるよう、継続的な内容の通年の研修スケジュールにより研修を実施した。

　常勤弁護士に対し、支援センター本部主催の研
修を体系的に実施するとともに、研修内容につい
てもより高い効果を得られるよう工夫した上、各
ブロック単位の研修も充実させ、地域の実情に応
じたきめ細やかなニーズにも的確に対応した。ま
た、裁判員裁判弁護技術研究室に加えて常勤弁護
士業務支援室を新設したことにより、常勤弁護士
の取り扱う個々の事件に関する支援体制がより充
実した。

　(2) 裁判員裁判弁護技術研究室・常勤弁護士業務支援室
　　裁判員裁判弁護技術研究室においては、刑事弁護分野の第一人者であるベテラン弁護士を室長・研究
員として任命し、日常的に、常勤弁護士が取り扱っている裁判員裁判事件について個別具体的な指導・助
言を行い、常勤弁護士の弁護技術の向上を図った。これに加えて、平成23年６月に、支援センター本部内
に新たに常勤弁護士業務支援室を設置し、弁護士実務経験の豊富なベテラン弁護士や司法研修所の弁護教
官経験者、常勤弁護士のＯＢ等を室長・専門員等として任命し、日常的に、常勤弁護士が取り扱っている
民事・家事・一般刑事事件等について個別具体的な指導・助言を行い、かつ、新人常勤弁護士に対しては
受任事件の起案の添削指導まで行うなどして、常勤弁護士の業務能力の向上を図った。さらに、裁判員裁
判弁護技術研究室及び常勤弁護士業務支援室の全面的な協力を得て、常勤弁護士に対する研修の内容を見
直し、より充実した研修の実施に努めた。
　(3) 法律事務所事務職員研修
　　法律事務所事務職員に対して実践的かつ網羅的な業務手順マニュアルを配布した上、法律事務所事務
職員を対象にした実践的な業務研修を実施するなどして、常勤弁護士の業務の効率化を図った。
　(4) 常勤弁護士支援メーリングリストの活用
　　常勤弁護士が事件処理等を行うに当たり、法曹同士のネットワーク・支援体制を整備するため、「常
勤弁護士支援メーリングリスト」を整備することにより、常勤弁護士間の情報交換の場を提供するととも
に、日本弁護士連合会の協力を得て、民事・家事・刑事等各分野の専門家である弁護士等がアドバイザ
リースタッフとして同メーリングリストに参加し、常勤弁護士からの質問に対し、適時適切なアドバイス
を行った。

※実績報告書(23年度)　　31ページ参照

　職員の資質向上や人材育成を図るため、国、
独立行政法人、民間企業等を含む広範な関係機
関・団体との人事交流を図る。
　関係機関との更に緊密な連携関係の構築と職
員のスキルアップ等のために人事交流の充実を
図る。

　利用者への良質なサービスを安定的に提供す
るため、職員の実務能力や専門性を向上させる
体系的な研修を、費用等を考慮して効率的にか
つ計画的に実施するとともに、効果的な研修と
なるよう研修内容の充実に努める。
　人材育成の観点から、職場内教育（ＯＪ
Ｔ）、集合研修及び自己啓発が相互補完的に機
能するような研修体系の見直し等を図る。
　また、常勤弁護士に対して支援センター本部
主催の研修を体系的に実施するとともに、各ブ
ロック単位の研修を充実させる。

職員の質の向
上を図るため
の，採用，人
事配置及び人
材育成面にお
ける取組状況

昨年度
評価：Ａ

(2)職員の質の向上等②職員の質の向上等

12

　利用者への良質なサービスを
安定的に提供するため、職員の
実務能力や専門性を向上させる
体系的な研修を、費用等を考慮
して効率的にかつ計画的に実施
するとともに、効果的な研修と
なるよう研修内容の充実に努め
る。
　また、常勤弁護士に対する研
修を体系的に実施し、裁判員裁
判その他の事件への適切な対応
が可能となるよう常勤弁護士の
能力向上を図る。

　効率的で効果的な事務を遂行
する観点から、能力主義に基づ
く的確な職員の採用及び人事配
置を行う。

　職員の資質向上や人材育成を
図るため、国、独立行政法人、
民間企業等を含む広範な関係機
関・団体との人事交流を図る。

　効率的で効果的な事務を遂行する観点から、
能力主義に基づく的確な職員の採用及び人事配
置を行う。

(2)職員の質の向上等
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中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

ア 　国費の支出を含む業務運
営の適正を確保するため，
支援センターの業務及び会
計について，監事及び会計
監査人による厳正な監査を
受けるとともに，業務執行
部門から独立した内部監査
体制の整備，強化を図るよ
う努める。

① ①

ア

イ

コンプライア
ンス体制の整
備，強化に向
けた取組状況

昨年度
評価：Ｂ

１　本部決定事項等の伝達
　執行部会は、理事長が支援センターの業務を総理するに当たり、その業務遂行が適正かつ円滑に行なわ
れるよう、支援センターの業務運営に関する重要事項を審議することを目的として開催されており、平成
23年度は、理事長の召集により毎月２回以上（合計25回）開催された。
　執行部会において審議された議事内容は、会議開催後、指示事項及び報告事項等の議事の要旨を取りま
とめ、本部役職員を始め地方事務所職員に対し伝達しており、理事長の決定事項及び法人の課題等が速や
かに職員に周知されるよう努めた。
２  本部会議の充実
　社会情勢の変化に伴い支援センターが抱える業務運営上の喫緊の課題を協議するため、全国地方事務所
所長会議及び事務局長会議を各１回、ブロック別協議会を延べ８回開催した。本部会議においては、支援
センターが抱える課題について、地方事務所の実情を把握するとともに本部と地方事務所が問題意識を共
有することによって、会議出席者から闊達な意見を集約することができた。
　また、業務運営に係る重要な施策等を決定するに当たっては、本部会議での意見を踏まえて関係機関と
の協議を重ね、理事長の指示に基づいて本部方針を決定し、理事長自ら又は本部執行部役員から適切に地
方事務所への周知が行なわれた。
　平成24年３月には、本部会議において地方事務所から出された意見・要望を踏まえて、理事長の指示の
下、国選弁護等関連業務担当副所長会議及び民事法律扶助業務担当副所長会議を開催した。各会議には、
地方事務所及び支部から各業務を担当する副所長等を本部に招集して、効率的で効果的な業務運営を実現
するための協議・意見交換が行なわれた。
３　ガバナンス推進委員会の設置
　業務・組織体制の構築・運用状況や規程・通達等の実施状況及びコンプライアンス体制構築の点検、改
善策の検討のため、ガバナンス推進委員会を設置し、平成24年３月21日に第１回会議を開催した。委員会
は当面、①全組織を対象とする業務の点検を実施し、その結果を内部統制報告書としてまとめること、②
コンプライアンス・マニュアルを作成し、職員の行動指針とすること、を中心とする活動を進めることと
し、実施に着手した。

　理事長の指示が支援センターの業務運営に的確
に反映されるよう、執行部会を定期的に開催(合計
25回)し、決定事項及び議事概要を全職員に速やか
に伝達した。
　また、本部会議等において、本部方針を地方事
務所に適切に周知するとともに、支援センターの
抱える課題等を協議するため、全国地方事務所長
会議・事務局長会議、ブロック別協議会を開催し
た。このほか、内部統制の充実・強化のため、ガ
バナンス推進委員会を設置した。

　ガバナンス推進委員会は、常勤理事を委員長とし、組織業務小委員会とコンプライス委員会を下部組織
として擁する委員会であり、業務フローを点検して潜在的リスクを把握し対応策を明らかにするととも
に、内部規程について、必要なルールが整備されているか否かを点検し、不足がある場合は新たに内部規
程を整備することを目的としており、１年程度を目途として、理事長に報告をすべく作業を開始してい
る。

※実績報告書(23年度)　　33ページ参照

② 　会計監査人による監査の指摘を踏まえ、監
事監査及び内部監査の際にその改善状況を点
検するとともに、情報共有の場を設けるな
ど、会計監査人監査との連携強化を図る。監
事監査、内部監査及び情報セキュリティー監
査とも、基本的には平成２２年度と同程度の
規模とする。
　内部監査については、特にコンプライアン
スに関する監査を強化するとともに、国選弁
護報酬に関する監査方法を更に検討し、実施
する。

１　会計監査人監査の実施（連携強化）
　会計監査人による監査は、支援センターの財務運営が確実に実施され、それらの内容が財務諸表等に適
正に開示されていることを検証している。
　平成23年度会計監査は、これまでの指摘事項を踏まえて会計監査人が策定した重点監査項目や監査計画
を事前に監事及び監査室へ報告し、ディスカッションを経て問題意識を共有した上で実施した。
　期中における監査指摘事項は、本部において内容を整理し、対応策を検討後、地方事務所等へ改善を求
め、後日、改善状況の報告を受けた。そして、その改善状況は会計監査人により再チェックされ、監事及
び監査室へ報告された。
　監事監査及び内部監査では、会計監査人からの報告に基づき、各指摘事項の改善状況を確認した。
２　監事監査の実施
　本部及び6地方事務所につき、監事監査を実施した。監査結果は理事長に報告するとともに、当該事務所
に通知し、改善を要する事項については改善を求め、後日改善状況の報告を受けることにした。
３　内部監査の実施
　本部、コールセンター及び35か所の地方事務所・地域事務所の内部監査を実施した。このほか、地方事
務所３か所への情報セキュリティー監査を実施した。また、国選弁護報酬監査（国選段階）の監査を実施
した。内部監査結果は理事長に報告するとともに、当該事務所に通知し、改善を要する事項については改
善を求めた。
　なお、情報セキュリティ監査については、質の底上げを図る観点から過年度における監査の実施内容を
分析した結果を勘案して、情報セキュリティ監査チェックリストのチェックポイントを明確化する等によ
り監査の効率化を図るとともに、地方事務所として、今後採るべき対策の指針を具体的に明示する等によ
り、事務手続の明瞭化を図るとともに、監査内容の充実も図った。
　内部監査においては、業務執行部門における内部統制の構築状況をモニターする独立の監査として、業
務経験と専門的トレーニングを積んだ職員の増員により、質的充実を伴う監査体制の整備を要する。

※実績報告書(23年度)　　34ページ参照

　監事及び監査室と会計監査人の間において、重
点監査項目に関する情報共有を事前に行うなど、
より一層の連携強化を図ることができた。
　また、会計監査人による指摘事項が適時に監事
及び監査室へ報告されたことにより、円滑な監査
体制を確保できた。

　人員が限られるなどの制約がある中で、平成22
年度と同規模の内部監査を実施したほか、内部監
査体制の強化を図るため「カバナンス推進委員
会」を設置した。しかしながら、業務執行部門か
ら独立した内部監査体制としては、なお不十分で
ある。

(3)内部統制・ガバナンスの強化等

　理事長の指示が支援センターの業務運営に的
確に反映されるよう、次のとおり組織運営を行
う。
　執行部会議を定期的に開催し、決定事項につ
いては速やかに組織内に伝達する。
　本部方針を地方事務所に適切に周知するとと
もに、支援センターの抱える課題等を協議する
ため、全国地方事務所長会議・事務局長会議、
ブロック別協議会を開催する。

Ｂ

③内部統制・ガバナンスの強化等

14

　国費の支出を含む業務運営の
適正を確保するため、内部監
査、会計監査人の監査及び監事
監査の連携の在り方を検討する
とともに、業務執行部門から独
立した内部監査体制の整備・強
化を図るなどして、監査の質・
量について充実・強化を図る。

(3)内部統制・ガバナンスの強化等
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中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

イ 　内部統制を強化するため
に必要な措置について検討
し，実施する。また，支援
センターが行う業務が，法
令及び諸規程を遵守して行
われる体制を確立するた
め，コンプライアンス体制
の確立に向けた検討を進
め，所要の施策を順次実施
する。

② ③ １　内部統制の整備・強化
　内部統制を整備・強化するために必要な措置について検討し、コンプライアンスを含む内部統制の再構
築・運用及びその点検等を目的とする、ガバナンス推進委員会を設置した。監事監査、内部監査及び情報
セキュリティ監査の結果を本部各課室及び地方事務所に伝え、改善事項については早急な改善を求めると
ともに、全国地方事務所長会議、全国事務局長会議等において、監査結果を報告し、特にコンプライアン
スの徹底について事例を挙げながら呼び掛けた。
２　情報セキュリティ監査の指摘事項の改善
　情報セキュリティ監査チェックリストの内容を再点検し、チェック項目を見直すとともに、チェック項
目と関連規程を対比表示することによりチェックポイントを明確化し、監査の効率化を図った。また、過
去の監査指摘事項の点検結果に基づき、地方事務所として、今後採るべき対策の指針を具体的に明示する
とともに、改善取組の実効性向上を図るため改善ポイントに関する管理書式雛形等を配布する等により監
査内容の充実を図った。全国事務局長会議において、各地の「情報セキュリティ対策の具体的取組状況」
を報告し、効果的な取組等についてグループ討議を実施した。新規採用者（管理職含む。）に対して、情
報セキュリティ関連規程等について、研修を実施した。
３　全国地方事務所長会議における取組
　全国地方事務所長会議において、コンプライアンスの徹底を呼び掛けた。
４　職員研修の実施
　平成23年10月25・26日の２日間にわたり、法令・規程及び会計基準等に基づく、適正な会計処理及び手
続の徹底や新財務会計システムに関する研修を全国の会計担当者を対象に実施した。
　総合法律支援法における区分経理や会計規程等で定められる月次決算、年度決算作業について再確認す
るとともに、常勤弁護士受任事件に関する発生主義による会計処理について解説をするなど、国費の適正
な支出を徹底するための講義を行った。
　また、期中監査における会計監査人による指摘事項についても解説をし、不適切な会計処理が招くリス
クに関し、注意喚起を行った。
　さらに、多くの会計担当者が、総務担当も兼務していることから、情報公開法、個人情報保護法、文書
管理規程等に基づく、適正な文書管理についても講義を行った。

　コンプライアンスを含む内部統制の再構築・運
用及びその点検につき、全組織的体制の整備を推
進したが、その実施に着手したところであり、更
に充実した点検作業が必要である。

　全国地方事務所長会議において、コンプライア
ンスの徹底を呼び掛けた。

　職員に対する研修では、法令・規程及び会計基
準等に基づく、適正な会計処理の徹底等を周知
し、コンプライアンスの一層の推進を図った。

※実績報告書(23年度)　　36ページ参照

15

ウ 　業務に関する不祥事の発
生を防止するために支援セ
ンターがとり得る対策を検
討し，実施する。

③ ④ 業務に関する
不祥事の発生
防止に向けた
取組状況

昨年度
評価：Ｂ

１　過誤事案への対処
　前年度までに被疑者国選弁護事件における接見回数の申告状況に関する調査を終えたが、調査で相違が
認められた契約弁護士について、破産手続中や所在不明などの理由で回収ができなかった４名を除いて、
回収可能な全ての者から全額の回収を終えた（なお、157名（4,379,370円）のうち153名（4,232,511円）
から回収した。）。
　上記の調査で特に問題があると認められた契約弁護士19名については、契約上の措置をとることを前提
とする調査手続を開始し、故意に過大請求をしたと認定できた契約弁護士３名に対して、契約解除措置を
とった。
  なお、平成21年に導入した接見資料の制度については、既に周知済みであり、現に報酬請求に当たって
漏れなく添付されるようになっており、制度として定着してきた。
２　職員研修等の実施
　報酬基準は毎年改訂を繰り返して複雑化しており、過誤を生じる危険があることから、本年度も、前年
度までと同様、業務に関する各種知識を習得させることで過誤・不祥事案を防止することを目的として、
平成23年11月2・29日の２日間にわたり、各地方事務所・支部の算定担当職員を対象とする研修を実施し
た。同研修においては、報酬算定業務に必要となる各種規程について解説するとともに、報酬算定につい
て過誤を招きやすい算定項目を盛り込んだ報酬算定演習を実施した。
　そのほか、平成24年３月23日に、各地方事務所・支部において算定担当職員を指導する立場にある副所
長・副支部長を集めた会議を実施し、算定基準の解釈が問題となる種々の点につき協議を行い、解釈の整
理と統一を図った。
　また、算定担当職員の上位者としてダブルチェックを行う立場にある事務局長に対して、ダブルチェッ
クの着眼点を具体的に示した文書を配布して、ダブルチェック手続の徹底を図った。

※実績報告書(23年度)　　37ージ参照

Ａ 　再発防止に向けた制度的対策は前年度までに完
了し、制度としても定着してきたところ、今年度
は、前年度までの調査で発覚した過大請求案件に
ついて、回収可能な全ての者から全額の回収を終
えるとともに、故意に過大請求をしたと認定でき
た契約弁護士に対して契約上の措置をとった。ま
た、算定過誤を防止するため、職員研修等の充実
を図った。

　不適切な会計処理に基づくリスクの回避及び国
費の適正な管理等の問題意識を踏まえた研修を実
施し、コンプライアンスの推進に寄与した。

　監事監査、内部監査及び情報セキュリティー
監査の結果を本部各課室及び地方事務所に伝
え、改善事項については早急な改善を求めると
ともに、全国地方事務所長会議等において、特
にコンプライアンスの徹底を呼び掛ける。ま
た、同監査結果等を踏まえ、規程の整備等の内
部統制を強化するために必要な措置について検
討・実施するとともに、職員に対する研修を実
施するなどして法令・規程等の周知を徹底し、
コンプライアンスの一層の推進を図る。

　国選弁護業務に係る契約弁護士による不祥事
を防止するため、支援センターとして採り得る
対策を関係機関とも協議の上、可能な限り速や
かに実施する。また、契約弁護士に対して関連
する規則等を周知徹底し、過誤事案が発覚した
場合には、事案に応じて適切な対応をすること
により、コンプライアンスの一層の推進を図
る。

　上記監査結果等を踏まえ、規
程の整備等の内部統制を強化す
るために必要な措置について検
討・実施するとともに、職員に
対する研修を実施するなどして
法令・規程等の周知を徹底し、
コンプライアンスの一層の推進
を図る。

　平成２０年１０月に発覚し
た、国選弁護業務に係る契約弁
護士による報酬の不正請求事案
を契機として、支援センターで
は、接見回数３回以上の被疑者
国選弁護報酬請求があった事案
全件について、調査を実施する
とともに、同様の不祥事を防止
するため、報酬請求の際に疎明
資料の添付を必要とする措置を
講じたところであるが、更なる
対策を要する点及び採り得る対
策を検討した上で、必要な対策
を速やかに実施する。また、契
約弁護士等に対して関連する規
則等の周知を徹底し、二度と不
適切な事案が発生しないよう万
全の措置を講じ、コンプライア
ンスの一層の推進を図る。
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16

ア 　全国の地方事務所（地方
裁判所本庁所在地に設置さ
れる事務所をいう。以下同
じ。）単位で地方協議会を
開催し，支援センターの業
務に関する具体的情報の周
知を図るとともに，利用者
及び関係機関・団体の意見
を聴取し，これを業務運営
上の参考とするように努め
る。

① ① 利用者及び関
係機関等の意
見を参考とし
た当該地域の
実情に応じた
業務運営へ向
けた地方協議
会の開催状況

昨年度
評価：Ａ

１　地方協議会開催状況
　平成23年度は、全国の地方事務所において、合計92回（平成22年度：83回）の地方協議会を開催した。
各地方事務所においては、地域別に開催したり、多重債務問題、家庭問題、法教育などのテーマごとに開
催するなど、適宜工夫しながら開催し、関係機関・団体との一層の連携強化を図った。
２　アンケートの実施
　関係機関・団体に対し、あらかじめアンケート調査を実施して、支援センターに対する問題提起、疑問
点等を寄せてもらい、地方協議会の際に寄せられた意見等を聴取するとともに、その意見等を業務に反映
させるなどして、関係機関・団体との相互理解を深めるなど、更なる連携の強化が図られた。
３　先進事例の紹介
　地方協議会を通じて、より一層当該地域の実情に応じた業務運営を行うため、全国所長会議において、
次の取組を行なった。
　(1)　地方協議会で出された意見等に基づいて具体化された業務改善事例の報告
　(2)　地域別・分野別に分けて地方協議会を開催するなど、地方協議会の開催に工夫を凝らしている高知
地方事務所長による報告

※実績報告書(23年度)　　38ページ参照

Ａ 　地域別やテーマ別など工夫して開催することに
より、参加者から積極的な議論を引き出し、その
後の業務の改善等に生かすことができた。

17

イ 　本部又は地方事務所にお
いて，支援センターの運営
に関し，利用者その他の関
係者の意見を聴いて参考と
するための地方協議会その
他の会議等を開催する場合
には，支援センターの業務
運営の公正・中立性，利用
者の立場に立った業務遂行
及び関係機関・団体との連
携協力関係の確保が重要で
あることを踏まえ，その人
選を行う。

② ② 地方協議会等
の出席者の人
選についての
配慮状況

昨年度
評価：Ａ

　地方協議会を開催するに当たっては、各地方事務所において、議題や開催方法などにより、参加しても
らう関係機関・団体を検討した上で出席依頼を行ない、利用者その他の関係者の意見が反映されるよう考
慮した。平成23年度においては、例えば、高齢化社会を取り巻く問題について、成年後見制度を始めとす
る高齢者福祉に関する法律制度をテーマに掲げ、裁判所、地元自治体、弁護士会、司法書士会等に出席を
要請するなど、利用者の意見が反映されるような人選を行った。

※実績報告書(23年度)　　39ページ参照

Ａ 　支援センターの業務運営の公正・中立性、利用
者の立場に立った業務遂行及び関係機関・団体と
の連携協力関係の確保の観点から、テーマや開催
場所に応じ、幅広い機関からの参加を求めた。

3 外部機関等との関係

　全国の地方事務所において、各地の実情を踏
まえ、開催する地方協議会の議題、参加者、開
催時期、開催回数等を適宜工夫し、支援セン
ターの業務に関する具体的情報を周知するとと
もに、参加者に対するアンケート調査等を実施
するなどして、利用者及び関係機関・団体の意
見を聴取し、業務運営上の参考とすることによ
り、当該地域の実情に応じた業務運営を行う。
　また、全国地方事務所の取組状況について、
会議等の場で意見交換を行なうなどして、参考
となる開催事例を全国に普及する。

(1)地方協議会の開催等

3 外部機関等との関係

　本部又は地方事務所において、利用者その他
の関係者の意見を聴いて参考とするための地方
協議会その他の会議等を開催する場合には、支
援センターの業務運営の公正・中立性、利用者
の立場に立った業務遂行及び関係機関・団体と
の連携協力関係の確保の観点から、その人選を
行う。

①地方協議会の開催等

(3)外部機関等との関係

　全国の地方事務所において、
各地の実情を踏まえ、開催する
地方協議会の議題、参加者、開
催時期、開催回数等を適宜工夫
し、支援センターの業務に関す
る具体的情報を周知するととも
に、参加者に対するアンケート
調査等を実施するなどして、利
用者及び関係機関・団体の意見
を聴取し、業務運営上の参考と
することなどにより、関係機
関・団体との一層の連携強化を
図り、当該地域の実情に応じた
業務運営を行う。

　本部又は地方事務所におい
て、利用者その他の関係者の意
見を聴いて参考とするための地
方協議会その他の会議等を開催
する場合には、支援センターの
業務運営の公正・中立性、利用
者の立場に立った業務遂行及び
関係機関・団体との連携協力関
係の確保の観点から、その人選
を行う。

(1)地方協議会の開催等
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18

ア 　弁護士のみならず司法書
士その他の隣接法律専門職
者のサービスをより身近に
受けられるようにし，ま
た，法による紛争解決のた
めに有益な情報を幅広く提
供するため，弁護士及び司
法書士その他の隣接法律専
門職者の団体並びにその他
の関係機関・団体との連携
の維持・強化を図る。

① ①

②

③

関係機関等と
の連携維持・
強化に向けた
取組状況

昨年度
評価：Ａ

１　中央レベルでの連携に関する取組状況
　(1) 法務省と連携し内閣官房が主催する総合法律支援関係省庁等連絡会議（８月、17府省庁が参加(１庁
欠席)）に参加し、関係機関から支援センターの業務内容についての理解を得るとともに、連携強化を依頼
した。
　(2) 東日本大震災に対し、日本弁護士連合会、東京三会（東京弁護士会、第一東京弁護士会及び第二東
京弁護士会）、仙台弁護士会、岩手弁護士会、日本司法書士会連合会と連携し、震災電話相談を共催実施
した（相談件数13,284件）。
　(3) 一般財団法人日本ＡＤＲ協会が行ったシンポジウムに、本部からパネリストを派遣し、業務に関す
る説明を行って、連携への理解を求めた(12月）。
２　地方事務所における連携に関する取組状況
　全国の各地方事務所、支部において、地方協議会や相互研修会・打合せ会を開催(694回）し、関係機
関・団体との連携の充実に努めた。
３　新たに創設される関係機関・団体等との連携に関する取組状況
　(1) 震災に対し、消費者庁、独立行政法人国民生活センターが行っている被災地への専門家派遣事業と
連携し、支援センター被災地出張所において各種専門家によるワンストップ相談会を実施した（南三陸
町、山元町、東松島市、大槌町）。
　(2) 震災に伴う福島原子力発電所事故損害賠償制度に関する相談会の実施について、原子力損害賠償支
援機構との連携を協議した。
　(3) 震災に伴う個人債務者の私的整理に関するＦＡＱについて、一般社団法人個人版私的整理ガイドラ
イン運営委員会と調整を行った上で、これを作成し、問合せに備えた。

※実績報告書(23年度)　　39ページ参照

Ａ 　中央、地方とも会議・打合せ等を通じて、支援
センター業務についての共通認識を得ることがで
き、連携の強化が図られた。

19

イ 　犯罪被害者の支援に資す
るサービス提供機関は必ず
しも法的紛争解決に関わる
ものに限られないことに留
意し，犯罪被害者に対して
的確な情報を効率的に提供
するなど犯罪被害者に対す
る充実したサービスの提供
を図るため，被害者支援連
絡協議会の場を積極的に活
用するなどして，犯罪被害
者支援関係機関・団体との
連携の維持・強化を図る。

② ④ 犯罪被害者支
援関係機関等
との連携維
持・強化に向
けた取組状況

昨年度
評価：Ａ

Ａ 　各地方事務所において、被害者支援連絡協議会
やＤＶ連絡協議会に加え、被害者支援連絡協議会
に設置されている分科会、関係機関との連絡会議
等へ積極的に参加し、関係機関と相互理解や連携
強化に努めた。
　犯罪被害者週間に際しては本部において新たに
ポケットカードを作成し、展示用パネルもわかり
やすいものに改定した。地方事務所では関係機関
とともにイベントや街頭で広報グッズやリーフ
レットを配布するなど、犯罪被害者支援に関する
広報活動などを行うことで更なる緊密な連携・協
力関係を構築した。また、本部において検察庁や
内閣府男女共同参画局と連携を行った。

１　被害者支援連絡協議会への参加
　各地方事務所において、各都道府県警察等が事務局となっている「被害者支援連絡協議会」（全地方事
務所で加盟済。昨年度は49か所で参加した。）の場で、支援センターの犯罪被害者支援業務実績を報告
し、かつ、他の機関・団体における取組状況等について情報交換を行うことなどによって、各関係機関・
団体が行っている犯罪被害者支援業務に関する相互理解に努めることにより、連携の維持・強化を図っ
た。また、日本弁護士連合会委託援助、被害者参加人のための国選弁護制度、民事法律扶助制度の各制度
の利用についても説明し、支援センターの提供できる被害者支援制度について総合的な理解を深めること
に努めた。
２　ＤＶ防止法第９条連絡協議会への参加
　各地方事務所において、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律第９条の趣旨に基づき
設置された連絡協議会に参加し、ＤＶ対策に取り組む関連団体との更なる連携を図った（平成23年度は37
地方事務所が参加した。）。
３　関係機関との連携
　　「犯罪被害者週間」（11/25～12/1）には、関係機関とともに啓発・広報活動を行った。具体的には、
啓発用グッズやリーフレット、チラシの配布を行い、あるいはイベント会場にブースを設置して、ポス
ター、パネルの展示などを行った。
　本部では犯罪被害者支援ダイヤルのポケットカードを作成し、同ダイヤルの周知に努めた。ポケット
カードの作成と犯罪被害者支援業務担当職員研修について、内閣府が発行している「犯罪被害者等施策情
報メールマガジン（第66号　平成23年11月15日発行）に掲載いただき、支援センターの犯罪被害者支援業
務について周知した。また、内容を分かりやすくするため展示パネルの改定を行い、犯罪被害者週間のイ
ベントに利用した。
　本部では検察庁の協力を得て、支援センターの被害者支援についての解説を検察庁の関係者用ウェブ掲
示板に掲示いただいた。検察官の方に被害者に対し制度利用をより一層促していただけるようにした。
　さらに、内閣府男女共同参画局と連携して、被災地における女性の悩み・暴力（集中）相談事業の一つ
として法テラス南三陸で「女性の悩みごと相談」を開始した。

※実績報告書(23年度)　　40ページ参照

　内閣官房・法務省と連携し、総合法律支援関
係省庁等連絡会議等を年１回開催し、中央レベ
ルでの連携・協力関係の維持・充実に努める。

　各地方事務所において、地方協議会や研修
会・打合せ等を通じて連携の充実に努める。

　社会情勢等に伴い新たに創設される関係機
関・団体に関する情報収集に努め、支援セン
ターの業務についての理解を得て、連携・協力
関係の構築に努める。

　地方事務所ごとに、被害者支援連絡協議会に
設置されている分科会や犯罪被害者支援に関す
る協議会等に参画し、意見交換をするなどし
て、関係機関・団体との連携・協力関係の維
持・強化を図る。

②関係機関との連携強化 (2)関係機関との連携強化

　窓口設置機関・団体数につい
ては、現在約２５，０００の相
談窓口が情報提供システムに登
録され、量的な部分での目標は
達成したところ、今後は、これ
まで構築してきた関係機関・団
体との連携を引き続き良好な状
態で維持するとともに、支援セ
ンターの業務について相互に共
通の認識を共有できるようにす
るための意見交換や相互研修を
行うことなどにより、利用者に
とってより有益な情報提供がで
きるよう、関係機関・団体との
連携の強化・充実を図る。

　犯罪被害者に対する充実した
サービスの提供のため、被害者
支援連絡協議会を、犯罪被害者
に対して的確な情報を効率的に
提供するための情報交換の場と
して積極的に活用するなどし
て、同協議会に参画している犯
罪被害者支援関係機関・団体等
との連携の維持・強化を図る。

(2)関係機関との連携強化
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(1)一般管理費等 (1)一般管理費等

ア 　役職員の報酬，給与につ
いて，引き続き，国家公務
員の給与構造改革の趣旨を
踏まえた適切な給与体系の
維持，柔軟な雇用形態の活
用等による合理化，効率化
を行う。

① ① 一般管理費等
の合理化・効
率化に向けた
取組状況

昨年度
評価：Ａ

　業務の繁閑・内容に応じ、常勤職員及びパートタイム・フルタイムの非常勤職員の配置を行い、柔軟な
雇用形態の活用に努めており、給与体系についても、国の制度に準じた内容の給与規程を維持している。
給与規程については、平成24年の国家公務員給与法改正を踏まえ、支援センターの規程を改正した。
　なお、国家公務員との給与水準の比較指標（ラスパイレス）は、82.9ポイントとなっている。

※実績報告書(23年度)　　41ページ参照

Ａ 　業務の繁閑・内容に応じた人事異動計画を策定
し実施した。給与体系は、平成23年度人事院勧告
及び国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関す
る法律を踏まえ、国の制度に準じた内容の改正を
行った。

② ② 　所要の削減額を上回る額を達成した。

ア

イ

イ 　人件費以外の一般管理費
について，無駄を排除する
とともに，一般競争入札等
の競争的手法の利用の徹底
により契約手続の適正を維
持し，全体として効率化に
努める。

③ ③ 　物品の購入、事務所・宿舎の賃借、工事の請負その他の契約を行うに際し、目的が特定の者でなければ
納入できないような性質上やむを得ないもの及びいわゆる小額随意契約に該当するものを除いて、一般競
争入札及び企画競争等の競争的手法によった。
　これに加え、これら競争的手法において、競争性が十分確保されるよう、一者応札となった契約を精査
し、応募者を増やすための改善方策である「一者応札・応募に係る改善方策について」に従い、入札参加
が予想される業者に対して積極的に入札情報のＰＲを行うとともに、入札に関する情報として、公告文に
加え入札説明書等をホームページに掲示する等の措置を講じた。
　さらに、少額随意契約の場合においても、複数の業者から見積りを徴取し、最も低額な価格で契約する
こと等により、経費の削減を図った。
　なお、支援センターにおける平成23年度の契約の状況については、別紙４のとおりである。

※実績報告書(23年度)　　43ページ参照

　物品の購入等における経費の節減を図るため、
競争性及び透明性の確保のために一般競争入札及
び企画競争等の競争的手法によることを原則と
し、また、これら競争的手法において、競争性が
十分確保されるよう、一者応札の解消に向けた方
策に取り組んでいる。さらに、少額随意契約の場
合においても、複数の業者から見積りを徴収し、
見積り合わせ方式を徹底するなど、効率的な業務
運営に向けた取組は全体的に良好と評価できる。

1　一般管理費の効率化減
　平成23年度の人件費及び公租公課を除く一般管理費（2,295,217千円）のうち、新規追加・拡充分
（232,076千円。東日本大震災対応分176,266千円を含む。）を除いた額は2,063,141千円である。これは、
前年度の人件費及び公租公課を除く一般管理費（2,170,193千円）と比べ、対前年度▲107,052千円の削減
となった（▲4.9％減）。その結果、人件費及び公租公課を除く一般管理費について、前年度比３％
（65,106千円）を上回る削減額を達成した。
　経費削減の主な内容としては、広報活動に係る経費について、平成23年度では広報活動の在り方を見直
し、費用のかかるテレビ広告の代替として記者説明会等を利用することにより、87,046千円（平成22年度
196,465千円）に削減した（削減額109,419千円）。また，光熱水料について、平成23年度では更なる省エ
ネルギー対策を実施したことにより、65,507千円（平成22年度67,295千円）に削減した（削減額1,788千
円）。
２　事業費の効率化減
　平成23年度の立替金債権管理事務処理費以外の民事法律扶助事業経費を除く事業費（1,292,735千円）の
うち、新規追加・拡充分（震災対応分90,149千円。）を除いた額は、1,202,586千円である。これは、前年
度の立替金債権管理事務処理費以外の民事法律扶助事業経費を除く事業費（1,313,094千円）と比べ、対前
年度▲110,508千円の削減となった（▲8.4％減）。その結果、立替金債権管理事務処理費以外の民事法律
扶助事業経費を除く事業費について、前年度比１％（13,131千円）を上回る削減額を達成した。
　経費削減の主な内容としては、コールセンター運営費について、平成23年度ではコールセンターの自主
運営を行うことなどにより、206,845千円（平成22年度566,631千円）に削減した（削減額359,786千円）。

※実績報告書(23年度)　　42ページ参照

　業務運営の効率化により、運営費交付金を充
当して行う事業については、新規に追加される
もの、拡充分等は除外した上で、一般管理費
（人件費及び公租公課を除く。）を、前年度比
３パーセント削減し、事業費（民事法律扶助事
業経費（立替金債権管理事務処理費を除く。）
を除く。）を、前年度比１パーセント削減す
る。

Ⅱ　業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき
　措置

　人件費については、業務内容に応じた柔軟な
雇用形態の活用及び「国家公務員の給与構造改
革」の趣旨を踏まえた適切な給与体系の維持に
より、経費の合理化・効率化を図る。

①一般管理費
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　支援センターは，主に国費
によりその業務を運営する法
人であることから，可能な限
りの効率化を反映させた業務
運営体制の整備を進め，以下
に掲げる各業務における効率
化に関する目標を達成するほ
か，業務運営全般につき，適
時適切な点検・見直しによ
り，効率的かつ円滑な業務運
営を図る。

3 業務運営の効率化に関する事項

　人件費については、業務内容
に応じた柔軟な雇用形態の活用
及び「国家公務員の給与構造改
革」の趣旨を踏まえた適切な給
与体系の維持により、経費の合
理化・効率化を図る。

(1)総括 1 総括

　各種契約手続については、競争性、透明性及
び公正性を高めるため、原則として一般競争入
札及び企画競争等の競争的手法によることと
し、これら競争的手法において、競争性が十分
確保されるような方策を講じる。また、いわゆ
る少額随契による場合においても、見積り合わ
せ方式（複数の業者から見積書を徴する競争的
手法）によることとする。これらの取組によっ
て、経費の節減を図る。

　業務運営の効率化により、運
営費交付金を充当して行う事業
については、新規に追加される
もの、拡充分等は除外した上
で、以下の削減を行う。

　平成２２年度は、一般管理費
（人件費を除く。）を、前年度
比１パーセント削減する。

　平成２３年度以降は、一般管
理費（人件費及び公租公課を除
く。）を、毎年度、前年度比３
パーセント削減し、事業費（民
事法律扶助事業経費（立替金債
権管理事務処理費を除く。）を
除く。）を、毎年度、前年度比
１パーセント削減する。

　各種契約手続については、競
争性、透明性及び公正性を高め
るため、原則として一般競争入
札及び企画競争等の競争的手法
によることとする。また、いわ
ゆる少額随契による場合におい
ても、見積り合わせ方式（複数
の業者から見積書を徴する競争
的手法）によることとする。こ
れらの取組によって、経費の節
減を図る。

1 総括

Ⅱ　業務運営の効率化に関する目標を
　達成するためとるべき措置
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中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

ア 　職員数について，総合法
律支援の実施及び体制の整
備の重要性を踏まえつつ，
業務量に応じた適切なもの
とする必要がある。職員を
新たに採用する場合には，
業務を行うために真に必要
な職員数を検証した上で，
必要な数の採用を行う。職
員の配置については，配置
先の業務量に応じた適正な
ものとする。

① ① 業務量に応じ
た職員の採
用・配置に向
けた取組状況

昨年度
評価：Ｂ

１　事件数等に応じた適切な配置と採用
　利用者へのサービスの質を低下させないよう配意しつつ、事件数等を考慮して真に必要となる職員数を
配置するよう努めた。
　平成23年度においては、東日本大震災対応のために、任期付職員を採用し配置を行った。
２　真に必要な職員数の検証
　真に必要な職員数の検証のためには、合理的な事務処理方法の確立が不可欠であるところ、事務処理の
合理化・標準化に資するものとして、前年度に引き続き、実務トレーニー制度を実施し、延べ23日・15名
を参加させた。その結果、他の地方事務所の効率的な業務の仕方等を経験することにより地方事務所の業
務の合理化を図る環境を整備した。

※実績報告書(23年度)　　43ページ参照

Ｂ 　事件数等に応じた職員数の配置に努めた。真に
必要な職員数の検証には至っていないが、事務処
理の合理化・標準化のための環境整備に努めた。

22

イ 　常勤弁護士が総合法律支
援の実施及び体制の整備の
ために果たすべき役割を踏
まえつつ，支援センターの
業務を遂行するために真に
必要な常勤弁護士の数を厳
格に検証する。常勤弁護士
の配置に当たっては，民事
法律扶助事件及び国選事件
の確実な受任，地域の関係
機関等との連携協力関係の
確保・強化の必要性，地域
における一般契約弁護士の
事件の受任体制等を総合考
慮し，適正な配置になるよ
う事前に十分な検討を行
う。

② ② 常勤弁護士の
適正な採用・
配置に向けた
取組状況

昨年度
評価：Ｂ

　常勤弁護士の配置の検討に当たり、民事法律扶助事件及び国選弁護関連事件等の受任の確実性につい
て、各地方事務所の事件数、弁護士数及び常勤弁護士への配点状況等に関する最新の情報を収集した上
で、日本弁護士連合会との協議も重ねるなどして、配置の必要性について検討した。
　地域の関係機関との連携協力関係の確保・強化については、常勤弁護士に対する研修の中に福祉機関と
の連携をテーマとした参加型の講義を盛り込んだ上、日本弁護士連合会と共同で、「スタッフ弁護士の役
割及びパイロット事務所の設置等に関する検討会」を設置し、関係機関との連携による紛争の総合的解決
の在り方について調査・検討を重ね、意見書及び報告書を作成・提出した。意見書において提案された、
関係機関等との連携による紛争の総合的解決を専門的に実践し、その効果等を検証して、全国的に展開し
ていくためのパイロット事務所の設置に関する、新たな検討会を立ち上げた。

※実績報告書(23年度)　　44ページ参照

Ｂ 　新たに９か所の地方事務所及び支部並びに８か
所の地域事務所に常勤弁護士を配置又は増員し、
民事法律扶助事件及び国選弁護関連事件等の担い
手を拡充したが、弁護士の少ない地域について
は、今後も引き続き、常勤弁護士を配置又は増員
していく必要がある。なお、関係機関等との連携
による紛争の総合的解決を専門的に実践し、その
効果等を検証して、全国的に展開していくための
パイロット事務所の設置に関する新たな検討会を
立ち上げた。
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ウ 　支部，出張所について
は，業務量，対応する地方
事務所の体制，支部・出張
所を維持するための費用と
維持による効果等の点を総
合的に考慮して，廃止を含
め，必要な見直しを行う。

③ ③ 効果的・効率
的な業務運営
に向けた支
部・出張所の
必要に応じた
見直し状況

昨年度
評価：Ａ

　東日本大震災に伴い被害が甚大であった宮城県及び岩手県については、地方事務所の相談窓口が各１か
所に限られ、関係機関・団体の協力を得ても、多くの被災者に対する法的支援に地理的な限界があったた
め、宮城県内の被災地に３か所、岩手県内の被災地に１か所の出張所を開設することとし、被災者の法的
支援の充実を図った。
　具体的には、平成23年10月には南三陸町を中心に気仙沼市・登米市を含めた地域の支援のため南三陸出
張所を、同年12月には県南部の地域を支援するための山元出張所を、平成24年２月には東松島市に石巻
市・女川町などの被災地域を支援する東松島出張所を開設した。また、平成24年３月には岩手県大槌町を
中心に釜石市・山田町を含めた地域を支援する大槌出張所を開設した。

※実績報告書(23年度)　　44ページ参照

Ａ 　東日本大震災の被災地における法律サービスの
提供体制を勘案し、その業務量、対応する地方事
務所の体制等を総合的に考慮して、宮城県及び岩
手県に合計４か所の被災地出張所を設置した。

①

②

コールセン
ターの利用促
進に向けた取
組状況

昨年度
評価：Ｂ

１　コールセンター及び地方事務所の役割の明確化と周知
　(1) ホームページやパンフレット、関係機関との各種会議等において、電話による問合せはコールセン
ターを案内することを原則とし、最初から民事法律扶助を希望の方、面談による情報提供（参考資料等を
利用して情報提供を行う必要がある場合）を希望の方は、地方事務所へ案内するよう説明を継続して実施
した。
　(2) ホームページの掲載や震災Ｑ＆Ａ小冊子、カードの配布等の広報により、東日本大震災に関する法
制度の紹介や相談窓口についての情報提供については、震災法テラスダイヤル（フリーダイヤル）を案内
した。
　(3) 以上の結果、情報提供件数全体に占めるコールセンターでの対応件数の割合は、平成22年度の
61.2％から平成23年度は63.0％となり、やや増加した。
２　コールセンターへの転送
　震災により一時中止していた内線転送を平成23年４月26日から再開したほか、地方事務所に対し、同年
７月１日付けで内線転送の実施を再度徹底した結果、内線転送件数は、平成22年度の9,719件から、平成23
年度は13,962件へと増加した。

※実績報告書(23年度)　　45ページ参照

Ｂ 　コールセンター・地方事務所での情報提供の振
り分けの周知は進んでいるが、更に役割分担の明
確化ができないか検討する必要がある。
　被災地である仙台市にあるコールセンターで
は、早期に内線転送を再開したことにより、内線
転送の件数が増加でき、地方事務所での新たな需
要対応が可能となったり、利用者のかけ直しの負
担軽減など利用者の利便性向上が図れた。

　支部・出張所については、より効果的・効率
的な業務運営に資するよう、総合法律支援の充
実のための措置及び提供するサービスの質の向
上に関する取組にも配慮しつつ、業務量、対応
する地方事務所の体制、費用対効果等を総合的
に考慮して、引き続き必要な見直しを行う。

　

　利用者にとって適切な窓口を選択することを
可能とするため、コールセンター及び地方事務
所のそれぞれの利点を活かした役割分担の検
討・明確化を図り、コールセンター及び地方事
務所の情報提供の種類や業務内容等について、
ホームページや広報、関係機関との打合せ等の
際に周知を図る。

　地方事務所への電話による問い合わせのう
ち、コールセンターで対応が可能なものについ
ては、地方事務所からコールセンターへの内線
転送を行う。

(2)組織の見直し

　コールセンターにおける電話と
メールによる情報提供と地方事務
所における電話と面談による情報
提供について、それぞれの利点や
利用者のニーズを踏まえた上で、
より効率的で効果的な情報提供を
行う観点から、コールセンターと
地方事務所の役割の明確化を図
り、コールセンターで対応可能な
ものについてはコールセンターの
利用の促進を図る。そのために、
関係機関・団体、利用者に対して
コールセンター及び地方事務所で
行っている情報提供の種類、内容
等について、ホームページや広報
を通じて、あるいは関係機関との
打合せ等の機会を利用して周知を
図る。
　地方事務所で行っている情報提
供の件数や内容を分析し、地方事
務所からの電話転送を行うことが
費用対効果の観点から合理的であ
る場合には、効率性・効果性の観
点を踏まえつつ地方事務所からの
コールセンターへの電話転送を行
うことについて、平成２２年度中
に検討する。

(1)コールセンターの利用促進

2 情報提供・犯罪被害者支援

　職員数について、総合法律支
援の実施及び体制の整備の重要
性を踏まえつつ、業務量に応じ
た適切なものとする。具体的な
職員の採用及び配置について
は、総合法律支援の充実のため
の措置及び提供するサービスの
質の向上に関する取組に配慮し
つつ、民事法律扶助事件及び国
選対象事件の事件数等の業務量
実態に見合った適正なものとす
る。とりわけ、職員を新たに採
用する場合には、総合法律支援
の実施及び体制の整備の重要性
を踏まえつつ、業務を行うため
に真に必要な職員数を検証した
上で、必要な数の採用を行う。

(1)コールセンターの利用促進

(2)情報提供・犯罪被害者支援
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　情報提供業務について，効
率的で効果的な業務運営を行
うため，コールセンターと地
方事務所の役割を明確化した
上で，コールセンターで対応
可能なものについては，コー
ルセンターの利用の促進を図
る。そのために，コールセン
ター及び地方事務所で提供し
ている情報の種類や内容等に
ついて，関係機関・団体や利
用者に対する周知を図る。ま
た，地方事務所からのコール
センターへの電話転送につい
て，地方事務所において行っ
ている電話による情報提供の
件数やコールセンターの体
制，費用対効果等の点を考慮
した上，その導入を検討す
る。

②組織の見直し
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①コールセンターの利用促進

2 情報提供・犯罪被害者支援

　職員数について、総合法律支援の実施及び体
制の整備の重要性を踏まえつつ、業務量に応じ
た適切なものとする。具体的な職員の採用及び
配置については、総合法律支援の充実のための
措置及び提供するサービスの質の向上に関する
取組に配慮しつつ、民事法律扶助事件及び国選
対象事件の事件数等の業務量実態に見合った適
正なものとする。とりわけ、職員を新たに採用
する場合には、総合法律支援の実施及び体制の
整備の重要性を踏まえつつ、業務を行うために
真に必要な職員数を検証した上で、必要な数の
採用を行う。

　常勤弁護士の配置の検討に当たり、民事法律
扶助事件及び国選弁護関連事件等の受任の確実
性、地域の関係機関等との連携協力関係の確
保・強化の必要性等を厳正に検討する。

(2)組織の見直し

　支部・出張所については、よ
り効果的・効率的な業務運営に
資するよう、総合法律支援の充
実のための措置及び提供する
サービスの質の向上に関する取
組にも配慮しつつ、業務量、対
応する地方事務所の体制、費用
対効果等を総合的に考慮して、
廃止を含め、必要な見直しを行
う。

　常勤弁護士が総合法律支援の
実施及び体制の整備のために果
たすべき役割を踏まえつつ、支
援センターの業務を遂行するた
めに真に必要な常勤弁護士の数
の厳格な検証を怠らないものと
する。具体的な常勤弁護士の採
用及び配置の検討に当たって
は、総合法律支援の実施及び体
制の整備のために果たすべき役
割を踏まえつつ、民事法律扶助
事件及び国選弁護関連事件等の
確実な受任、地域の関係機関等
との連携協力関係の確保・強化
の必要性等の要素を総合考慮す
る。
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25

①

②

　コールセンターの運用に当たっては、利用
者へのサービスレベルの向上を目指し、安定
的な運用に努めるとともに、受電件数の増減
などを予測し、経済的かつ柔軟な運用を図
り、経費削減に努める。

　コールセンターの運用に当たっては、支援
センターの他の業務との連携や利用者のニー
ズに対応するためのコールセンターの活用を
図るため、コールセンターにおける民事法律
扶助に関する資力要件の確認の実施を検討す
るなど、支援センターの業務全体の効率化も
視野に業務運営の経費削減に努める。

コールセン
ターの運営経
費削減に向け
た取組状況

昨年度
評価：Ａ

１　コールセンターの運営経費削減と利用者サービスの質の維持
　(1) 平成23年度にコールセンターに要した費用は、職員・オペレーターの賃金・社会保険料、研修費
用、賃料、システム関連費用を含めて約３億7,000万円強であった。なお、平成22年度の業務委託費用は、
約５億3,000万円強であった。
　(2) コールセンターでは、曜日・時間帯ごとの入電傾向を把握し、件数予測に基づいてオペレーターの
配置人員を決定することで、繁忙期に放棄呼（着電があったが応答できずに利用者が切電してしまう状
況）を発生させないように努めるとともに余剰人員が生じることを防止していたが、平成22年12月の業務
開始３か月後の震災の発生により、仙台コールセンターは、業務を一時停止し、平成23年４月４日から平
日のみの９時～17時までの受電(同年４月23日土曜業務、同年５月16日夜間業務をそれぞれ再開）となっ
た。しかし、本部内に臨時のコールセンターを同年６月まで設置することで、応答率はおおむね95％以上
となり、利用者へのサービスレベルの低下を招くことはなく、質の維持が図られた。
２　運営コストの削減についての検討内容
　支援センターの他の業務との連携を進めるため、コールセンターにおいて、オペレーターが民事法律扶
助業務に関する概要説明を行い、利用者のニーズに応じて積極的に全国の地方事務所に電話を転送した。
また、支援センターの業務全体の効率化を図るため、民事法律扶助に関する資力要件の確認をコールセン
ターで行うための業務フロー等の検討を行った。

※実績報告書(23年度)　　46ページ参照

Ａ 　東日本大震災の発生に伴う臨時コールセンター
の設置により、単独自主運営は３か月ずれ込み、
費用は要したものの、利用者へのサービスレベル
の低下を招くことはなく、地方移転による運営コ
ストの削減も図ることができた。

26

事務手続の効
率化に向けた
取組状況

昨年度
評価：Ｂ

１　書面審査の活用
　事務手続の効率化を図るため、援助開始決定時における書面審査の活用を推進し、平成23年度も前年度
に引き続き、全ての地方事務所で書面審査が行われた。
２　審査方法の合理化
（1)　単独審査の推進
　　審査委員の人数について、事案に応じ合理化を図り、平成23年度も前年度に引き続き、同時廃止決定
が見込める破産事件、公示送達による離婚事件、敗訴その他の理由により報酬金決定を伴わない終結事件
等の審査については、審査委員１名による単独審査を推進し、40地方事務所で実施された。
（2） 専門審査委員制度の拡充
　　民事法律扶助の援助審査実務に精通した審査委員が集中的に審査の事前準備を行うことで、援助審査
の合理化・効率化を図ることを目的として、平成20年度から地方扶助専門審査委員制度が導入されてい
る。平成23年度は31事務所が本制度を実施しており、平成20年度の５事務所、平成21年度の17事務所、平
成22年度の18事務所と段階的に拡充し、合理化が図られている。
（3） 援助申込者からの提出書類の合理化等
　　援助申込者からの提出書類については、審査の適正を確保しつつ、合理化を図るべく、引き続き検討
を継続する。
　　東日本大震災の被災者に対する援助については、被災の実情をふまえた審査要領を別途作成し、援助
要件の判断や立替決定を合理化した。東日本大震災の被災者に対する援助のための日本司法支援センター
の業務の特例に関する法律（以下「震災特例法」という。）成立後は、これに対応する業務運営細則や審
査要領を別途作成するなどし、審査の効率化に努めた。

Ｂ 　多くの地方事務所において単独審査を取り入れ
るなどし、全国的にも事務手続の効率化に向けた
取組が成果を上げて事務手続の合理化の達成に向
けて順調に取り組んでいると言える。
  また、東日本大震災の被災者に対し、その避難
や被災の実情に応じた適切な対応を行った。今後
は事務所間での事務の統一化・合理化を進めてい
く必要があると考える。

　　なお、中期計画の到達状況の観点からは、平成23年度民事法律扶助業務に関する職員研修において、
各地方事務所での援助開始決定までの事務手続に関する調査を行い、更に合理化が見込まれる点について
問題意識を共有するなど書面審査や単独審査などの活用により、審査の合理化を進めているが、事務処理
方法等に検討の余地があり、更なる合理化が必要であると考えている。
　
※実績報告書(23年度)　　46ページ参照

(1)民事法律扶助業務の事務手続の効率化

3 民事法律扶助・国選弁護人等確保

(2)コールセンターの設置場所等(2)コールセンターの設置場所等

(1)民事法律扶助業務の事務手続の
　 効率化

②コールセンターの設置場所等

　コールセンター業務の委託
契約を次に更新するに当たっ
ては，経済性やサービスの質
の確保に留意しつつ，効率的
な業務運営の観点から，その
設置場所を地方に移すことも
含めて，必要な検討を行う。

(3)民事法律扶助・国選弁護人等
   確保

　審査の適正を確保しつつ，
書面審査を活用するなどの方
法により，事務手続の効率化
を図る。

①民事法律扶助業務の事務手続の
　効率化

　事務手続の効率化を図るため、現状の事務手続
の簡略化が可能かどうかの徹底的な洗い出しを図
るとともに、最も合理的かつ効率的な標準事務の
検討を進める。また、援助開始決定時における書
面審査の活用及び援助申込者からの提出書類の合
理化等、審査の適正を確保しつつ、援助審査方法
の合理化を図る。

　審査の適正を確保しつつ、援助
審査の方法を合理化すること（合
議制の審査に代え、事案に応じて
単独審査方法を活用する、援助開
始決定時において書面審査を活用
する、援助申込者からの提出書類
を合理化するなど）などにより、
事務手続の効率化を図る。

3 民事法律扶助・国選弁護人等
  確保

　コールセンターの運用に当たっ
ては、受電件数の増減や社会情勢
の変化、支援センターの業務効率
化のためのニーズに対応できるよ
うな柔軟な体制の構築に努めると
ともに、コールセンターの委託契
約更新時において、コールセン
ターの人材の確保や研修の充実等
によるサービス品質の確保に努め
つつ、設置場所の地方移転等によ
る経済性・効率性の観点からの検
討を行い、コールセンター運営に
要する経費削減に努める。
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① ① 事務手続の簡
素・合理化及
び複数事件の
包括的な委託
の活用等によ
る業務運営の
効率化に向け
た取組状況

昨年度
評価：Ａ

１  不服申立ての事務手続の変更
　昨年度に、報酬算定に対する不服申立てについて「判断が容易であり、理事長の判断が明らかに必要で
ない」場合は地方事務所限りで処理できる制度を導入したが、本年度は、合計375件の不服申立てのうち76
件（約20.3％）について地方事務所限りで処理されている。

※実績報告書(23年度)　　48ページ参照

Ａ 　平成22年10月以降、一定の不服申立事件につい
て、地方事務所限りでの処理を可能とし、現に地
方事務所で一定の不服申立事件については処理を
しているところ、地方事務所限りで処理される案
件の割合が増えてきており、制度の定着が図られ
てきている。地方事務所処理案件については、地
方事務所における意見書作成、地方事務所・本部
間の書類の送付等の事務がなくなったことによ
り、事務の合理化が図られたといえる。

② ② ２　一括契約弁護士数の増加
　全ての地方事務所において、一括契約の解説が記載された国選弁護業務の解説書である「国選弁護関連
業務の解説」を、弁護士会の協力を得て、全国の一般契約弁護士及び一般契約弁護士になろうとする弁護
士に配布し、一括契約の増加に努めた。
　その結果、支援センターとの間で一括国選弁護人契約を締結している弁護士数は、平成23年４月１日時
点では6,413名であったところ、平成24年４月１日時点では、7,300名と増加した。
　なお、一括国選弁護人契約に基づき報酬算定がなされた事件数は、平成22年度の34件から平成23年度２
件と減少している（前年度比約６％）。しかし、一括契約は、複数の即決被告事件について報酬及び費用
が一括して定められる契約であることから、これに基づく報酬算定がなされるためには、前提として、あ
る地方事務所において同一の日に複数の即決被告事件の指名通知請求があることが必要になる。しかる
に、①即決被告事件の数自体が平成22年度の2,654件から1,731件に減少し、②そのうちで一括契約の対象
から外れる被疑者段階から弁護人が選任されている事件の数は平成22年度1,418件、平成23年度1,143件と
なっていることから、論理的に一括契約の対象となり得る事件の総数（すなわち、①から②を差し引いた
事件の数）は、平成22年度の1,236件から平成23年度の588件へと減少している（前年度比約48％）。一括
契約に基づき報酬算定がなされた事件の件数は低い水準で推移しているが、これは外部的要因によるとこ
ろが大きいと考えられる。

※実績報告書(23年度)　　48ページ参照

　支援センターでは、継続的に一括契約の締結に
向けた取組を行っており、一括契約を締結した弁
護士の数は着実に増加している。
　なお、一括契約に基づき報酬算定がなされた事
件の件数は低い水準で推移しているが、これは外
部的要因によるところが大きいと考えられる。

③ ３　関係機関との協議
　各地方事務所において、必要に応じて、対応する裁判所、弁護士会等と協議し、一括国選弁護人契約に
関する事件の配点方法について確認した。

※実績報告書(23年度)　　48ページ参照

　支部を含む全ての地方事務所において、一括契
約に基づく事件処理の実務運用について関係機関
と協議する場を設けたが、一括契約の対象となり
得る即決被告事件自体がほとんどないことなどか
ら、具体的な協議には至らなかった事務所も少な
からずあった。

　国選弁護等の報酬・費用の算定に係る不服申
立てに関する再算定について、前年度に実施し
た見直しによる事務手続の簡素化・合理化の進
展状況を注視しつつ、更なる見直しの必要性・
相当性について検討する。

　司法過疎対策として、地方裁判所支部管轄単位で実働弁護士によるサービスの提供者がより少ない地域
の解消に優先的に取り組む必要があることから、司法過疎地域事務所は、（ⅰ）地方裁判所支部管轄単位
で実働弁護士がいないか１名しかおらず、（ⅱ）当該地方裁判所支部から公共交通機関を用いて長時間を
要することなく移動できる範囲内に地方裁判所本庁又は２名以上の実働弁護士が事務所を開設している地
方裁判所支部が存在しない地域を優先とし、加えて、（ⅲ）地方裁判所支部単位で実働弁護士１人当たり
の人口が非常に多数である地域のうち、（ⅳ）当該地方裁判所支部から公共交通機関を用いて長時間を要
することなく移動できる範囲内に地方裁判所本庁又は多数の実働弁護士が事務所を開設している地方裁判
所支部が存在しない地域において、（ⅴ）当該地方裁判所支部管内の人口・民事・刑事の事件数、単位弁
護士会・地方自治体等地域関連機関の支援体制等を考慮して設置し、常勤弁護士を常駐させることとし
た。平成23年度に新設した司法過疎地域事務所は、岐阜県の中津川地域事務所、青森県のむつ地域事務所
の２か所である。
　また、平成23年度末までに設置した上記２か所を含む司法過疎地域事務所31か所について、当該地域の
最新の事件数、実働弁護士数等の情報を取得し、司法過疎状態の状況把握を行った上、当該司法過疎地域
事務所の存続の必要性を検証した。

※実績報告書(23年度)　　49ページ参照

　新たに新設した司法過疎地域事務所は中津川・
むつの２か所である。既に配置した司法過疎地域
事務所については、今後も引き続き最新の事件数
や実働弁護士数等の情報を取得し、その廃止も含
めて不断に検討して必要な見直しを行っていく必
要がある。他方で、司法過疎地域事務所の設置の
検討については、実質的ゼロワン地域を始めとす
る司法過疎問題の完全な解消には至っていないこ
とから、今後、こうした司法過疎地域について司
法過疎地域事務所の設置を検討し、常勤弁護士を
適切に配置していく必要がある。

Ｂ司法過疎対策
地域事務所の
設置に当たり
考慮する要素
の的確な把握
及びこれを踏
まえた地域事
務所の設置，
廃止に関する
検討状況

昨年度
評価：Ｂ

4 司法過疎対策

　国選弁護人契約における一括契約について、
弁護士に対する説明会や説明資料等を利用して
周知を行い、契約数の増加に努める。

　一括契約に基づく算定の対象となり得る複数
の即決申立被告事件の配点方法等の実務運用に
ついて、裁判所等関係機関との間で協議を行
う。

(2)国選弁護関連業務の効率化

27

　業務運営の効率化の観点か
ら，国選弁護人等の報酬算定
に対する不服申立てへの対応
について，本部及び地方事務
所の役割を明確にした上で，
事務を適切に分担し，事務手
続の簡素化，合理化を図る。
また，複数事件の包括的な委
託の活用により，業務運営の
効率化を図る。

(2)国選弁護関連業務の効率化

　上記Ⅰ２(1)②の地域において、当該地裁支部管
内の人口・事件数、単位弁護士会、地方自治体等
による支援体制等を総合勘案し、必要な地に地域
事務所を設置することとする。
　地域事務所の設置後においても、当該地域の司
法過疎状態の状況把握を行い、所要の検討を行
う。

　司法過疎地域事務所の設置に当
たっては、当該地域の法律事務取
扱業務量、実働弁護士数、実働弁
護士１人当たりの人口、地域の要
望・支援、日本弁護士連合会によ
る公設事務所の設置状況、採算性
等の要素について、効率的・効果
的な業務運営及び支援センターの
業務の補完性（民業圧迫の回避）
の観点をも踏まえて総合勘案した
上で、必要な地に設置することと
し、設置された後も、当該事務所
について同様の観点から毎事業年
度ごとに見直しを行う。

4 司法過疎対策

　業務処理の効率化を図るた
め、複数事件の包括的な委託の
契約締結に努める。

②国選弁護関連業務の効率化

　国選弁護等の報酬・費用の算
定に係る不服申立てについて、
現在は、一律に本部で再算定し
ているところ、地方事務所限り
で再算定するのが適切な案件に
ついては、地方事務所限りで処
理できるようにするなど、本部
及び地方事務所の役割を明確に
した上で、適切に業務を分担
し、事務手続の簡素・合理化を
図る。

(4)司法過疎対策

　司法過疎対策地域事務所の
設置，廃止の要否について，
事後の厳格な検証の実施に資
するよう，司法過疎対策地域
事務所を設置する際に考慮す
る要素を中期計画等において
具体的に明らかにする。

　地域の実働弁護士の数，地
域のニーズ，日本弁護士連合
会によるひまわり基金公設事
務所の設置状況その他の支援
センターが司法過疎対策地域
事務所を設置する際に考慮す
るものとして明らかにした要
素を的確に把握することによ
り，司法過疎対策地域事務所
の設置，廃止について，不断
に検討し，必要な見直しを行
うものとし，毎年度，日本司
法支援センター評価委員会に
おいて一定の指標（現行の項
目別評価表の「評価の指標」
又はこれに相当するもの）に
基づく評価を受けることとす
る。

②司法過疎対策地域事務所
  設置等に関する検討及び日
  本司法支援センター評価委
  員会による評価

28

①司法過疎対策地域事務所の
  設置要素の明確化
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中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

(2)情報提供

①利用者のニーズの把握と業務
　への反映等

① ①

② ②

１　コールセンターに対する客観的評価の実施
 (1) 評価の概要
　平成23年11月にあらかじめランダムに抽出した音声ログ45コールと、いわゆるミステリーコール(電話対
応状況覆面調査)３事例（多重債務・相続・労働）を各２回の計６コールを対象に、①コミュニケーション
スキル、②対応スキル、③対応プロセス、④その他（再架電ないし人にも勧めたい対応であったか）の４
項目について、それぞれの評価を行った。
 (2) 評価内容のフィードバック
　コールセンターでは定期的に管理スタッフによるモニタリングや個別指導を実施し、応対レベルの向上
に努めているところであるが、今回の調査結果を踏まえ、コールセンター長に対して､評価結果を伝えると
ともに、指摘された点を踏まえたオペレーターへの個別指導等のフィードバックを実施するよう指導し
た。
２　地方事務所に対する客観的評価
 (1) 評価の概要
　平成23年12月及び平成24年２月に、窓口対応専門職員が配置されている61全地方事務所・支部(昨年度は
20地方事務所)に対し、コールセンターと同様の事例（これまでの実施実績を踏まえて１～３事例）のミス
テリーコールを実施し、計120コールについてコールセンターとほぼ同様の項目に基づき評価を行った。
 (2) 評価内容のフィードバック
　今回の調査結果を踏まえ、地方事務所に対して､評価結果を伝えるとともに、「お客様の状況や気持ちに
共感する言葉や気持ちのこもった復唱を行う。」「お客様の話は最後まで聞き取り復唱した上で案内す
る。」といった指摘事項を、11月に行った情報提供担当職員研修において実施したコーチングの手法を用
いてフィードバックするよう指導し、研修を行った。

※実績報告書(23年度)　　49ページ参照

Ａ 　第三者による客観的評価を踏まえて、電話応対
等に関する対処方法についてフィードバックを行
うことができた。特に地方事務所については、前
年度の20地方事務所から、今年度は全事務所へと
客観的評価対象を拡大した上で、職員による窓口
対応職員へのフィードバックの方法についても研
修を行うなど配慮し、より実効性をもたせること
ができた。

　関係機関との情報交換、関係機関情報の充実・
共有化は図られており、東日本大震災についても
関連情報を共有化することができた。

Ａ１　関係機関との情報交換
　地方事務所等において、地方協議会を開催するなどして、情報提供業務等、支援センターの業務におけ
る個別事例の解決方法を説明し、関係機関に支援センターとの連携の現状に具体的なイメージを持ってい
ただくとともに、支援センターに多く寄せられる多重債務問題、家事問題、消費者問題等について、分野
別に連携の構築や強化の方策等について意見交換を行った。
２　関係機関情報の充実・共有化
　(1) 関係機関情報については、地方事務所を中心に、関係機関・団体等のデータベースの更新作業（利
用のない窓口の登録の抹消等）を行うとともに、地域の実情に応じた新たな窓口を加えることにより、既
に24,400件余の登録を行っており、目標はほぼ達成できた。
　(2) 東日本大震災関連については、ホームページ上の東日本大震災関連情報として、関係機関と連携を
とって相談窓口一覧を掲載し、随時更新して利用者の利便性の向上を図った。
　(3) また、東北被災３県の市町村の窓口一覧を各公共団体のホームページから作成、随時内容を更新の
上、コールセンターに提供し、利用者からの照会に備えた。
 
※実績報告書(23年度)　　50ページ参照

第三者による
客観的評価の
実施，分析及
びフィード
バック状況

昨年度
評価：Ｂ

利用者の関係
機関等へのス
ムーズな橋渡
しに向けた取
組状況

昨年度
評価：Ａ

29

1 情報提供

関係機関情報の充実
　関係機関・団体との相互理解を深めるため、
関係機関・団体との協議会や研修会等を開催又
は積極的に参加する。
　関係機関情報について、全国どこからでも一
定水準以上の関係機関情報の提供を行うため、
地域の事情に即した情報の収集・登録を行い、
関係機関情報の充実・共有化を図る。

(1)利用者のニーズの把握と業務
 　への反映等

関係機関情報の充実
　関係機関・団体との連携の構
築を引き続き進めるとともに、
関係機関・団体に関するより詳
細な情報収集を行い、関係機関
情報の充実を図る。また、関係
機関・団体との協議会・研修会
等を通じてより緊密な関係を構
築し、利用者が求める関係機
関・団体へのスムーズな橋渡し
を行う。

(1)利用者のニーズの把握と業務への反映等

1 情報提供

客観的評価の実施
　情報提供窓口の質の向上を図るため、コール
センター及び各地方事務所情報提供窓口での対
応に関する第三者による客観的評価を平成２３
年度中にそれぞれ１回以上実施し、その結果を
分析した上で、業務内容や電話応対等にフィー
ドバックする。

Ⅲ　提供するサービスその他の業務
　　の質の向上に関する目標を達成
　　するためとるべき措置

30

ア

4 提供するサービスその他の業務
　の質の向上に関する事項

　業務の質を客観的に評価
し，業務内容の改善向上に
役立てる。

客観的評価の実施
　情報提供窓口業務について第
三者による客観的評価を行い、
その評価結果をフィードバック
するなどして、より質の高い窓
口対応・サービスを目指す。

(1)総括

　支援センターの業務が国民
の権利・利益に直接関わる極
めて公共性・公益性が高いも
のであることにかんがみ，業
務の質の向上を図る。その
際，利用者の視点で，各地域
における実情を考慮しつつ，
職員の創意工夫をも活用し，
効率的な方法で，利用者の満
足度の向上を図ることを目指
す。

Ⅲ　提供するサービスその他の業務の質の向上に関する
　　目標を達成するためとるべき措置

　利用者のニーズを踏ま
え，利用者に最適で質の高
い情報を提供するととも
に，利用者の関係機関への
橋渡しを行う。

イ
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中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

③ ③

ア

イ ④

※実績報告書(23年度)　　52ページ参照

１　研修計画の策定
　平成23年度新たに、コールセンターについては、これまで外部講師による研修を受講していないオペ
レーターに対する応対研修を、また、オペレーターを指導するＳＶ、管理スタッフに管理的業務遂行のた
めに必要な実践型外部研修受講をそれぞれ計画した。
　地方事務所については、窓口対応専門職員を指導・監督する立場の職員に対して、コーチング手法を中
心とした研修を計画したほか、窓口対応専門職員の応対に関する直接研修も計画した。
２　研修の実施
　アンケート調査や第三者による評価結果を踏まえ、以下のとおりオペレーター等の質の向上に努めた。
 (1) コールセンターオペレーター等について
　　・上記計画に基づき、問合せ対応だけではなく、相談者が「相談してよかった」と思えるような「聴
き方」「話し方」のスキル向上、ステップアップを目的に、ペアワーク、グループワーク、ロールプレイ
ングを行って信頼される応対の確立を図った。
　　・ＳＶ、管理スタッフに専門家を対象とした外部講習を受講させ、オペレーターの指導育成、マネジ
メント、リーダーシップスキル等、コールセンターの自主運営に必要不可欠なスキルの習得を図った。
　　・東日本大震災に関する問合せに対応するため、相談者の心情に配慮した対応ができるよう、臨床心
理士による応対研修を実施した。
 (2) 地方事務所の窓口対応専門職員について
　 窓口対応専門職員の対応の質の向上のため、これを指導する立場の職員に対し、いわゆる顧客満足度向
上のために組織内でどのようなコミュニケーションをとるべきかを考えさせ、その手段としてのティーチ
ング、カウンセリング、コーチングスキルをグループディスカッション、ペアワーク、ロールプレイング
を通じて取得させ、窓口対応専門職員の指導・監督の徹底を図ることで、地方事務所における情報提供業
務の質の均一化を図った。また、当該研修内容をＤＶＤ化して、地方事務所に配布することで職員の更な
る能力向上のための実践の用に供するとともに、その徹底を図った。さらに、窓口対応専門職員（36名）
に対する応対研修をロールプレイ等の実践に則して行った。

　コールセンター、地方事務所のいずれに対して
も、ロールプレイ等を行って、サービスの向上と
より効果的な情報提供を行うための研修を行うこ
とができた。また、震災の被災者への応対に関す
る適時・適切な研修も行っている。

　満足度の評価は、ホームページにおけるアン
ケートを除き、いずれも５段階評価で４以上の評
価を得ている。ホームページにおけるアンケート
についてもメールによる問合せについて、アン
ケートへの協力を依頼し、対応策をとっている。

Ａ１　ホームページにおけるアンケート（評価値3.4）
　地方事務所やコールセンター、メールによる情報提供を利用された方が、情報提供を受けた際の職員対
応、情報提供内容の的確性、支援センターをどのように知り、どのように利用したのかについて、ホーム
ページ上でのウェブによる利用者アンケートを行っている。なお、有効回答率の向上を目指して、メール
による利用者に対しては、返信文にアンケートへの協力を依頼する文言を掲載した。
２　コールセンターにおけるアンケート（評価値4.6）
　コールセンターについては、平成24年１月25日から同年２月24日までの間（調査対象総件数28,952件中
1,283件回答。有効回答率4.4％。）、電話によるコールセンター利用直後に、オペレーターの対応につい
ての満足度調査を実施し、５段階評価で4.6の満足度を得た。
３　地方事務所におけるアンケート（評価値4.4）
　地方事務所については、平成23年９月１日から同年11月30日までの間（総面談件数5,145件中1,516件回
答。有効回答率29.5％。）、面談による情報提供を受けた利用者に、職員がアンケート用紙を渡して協力
を依頼する方式で実施し、５段階評価で4.4の満足度の評価を得た。

※実績報告書(23年度)　　51ページ参照

アンケート調
査の実施及び
オペレーター
の質の向上等
に向けた取組
状況

昨年度
評価：Ａ

アンケート調査の実施
　通年のホームページにおけるアンケート調査
や期間を設定したコールセンター及び地方事務
所での情報提供利用者に対するアンケート調査
を実施し、５段階評価で４以上の満足度の評価
を得る。
　また、より利用者のニーズを把握するための
調査方法等について更に検討し、実施する。

オペレーター等の質の向上
　客観的評価結果や満足度調査の結果を踏まえ
た業務の見直しに努めるとともに、利用者の声
を反映させ、サービスの向上とより効果的な情
報提供を行うため、コールセンターのオペレー
ター及び地方事務所情報提供担当職員・窓口対
応専門職員に対する研修計画を策定する。
　利用者からの問い合わせに対する事案の整理
や利用者の抱えるトラブルに最適な情報提供が
行えるような能力を養成するため、オペレー
ター相互間のケーススタディやロールプレイ等
の実践に即した研修を行う。

　情報提供に係る国民のニーズ
を把握し、情報提供業務に反映
させ、より利用しやすく、かつ
満足度の高いものとするため、
ホームページを利用した通年の
アンケート調査や情報提供後に
利用者に依頼する等の方法によ
るアンケート調査を行い、５段
階評価で平均４以上の満足度の
評価を得る。

31

　利用者の意見を適切に業
務に反映させる仕組みを構
築して業務の質の向上を図
るとともに，オペレーター
の質の向上に努める。

　アンケート調査結果や評価結
果を踏まえて業務内容の見直し
等を行うとともに、これらをオ
ペレーター等の研修内容に反映
し、ケーススタディー等を内容
とするオペレーター等の研修計
画を策定・実施するなど、利用
者の抱えるトラブルを整理し、
最適な情報提供を行うことがで
きる能力を養成するための研修
を充実させ、オペレーター等の
質の向上を図る。

ウ アンケート調査の実施及びオペ
レーター等の質の向上等
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中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

②提供する情報の内容及びその
　提供方法

①

② １　システムの改修
　(1) 仙台コールセンター内の震災法テラスダイヤル（フリーダイヤル）の開設に伴い、電話着信をオペ
レーターの既存のパソコンと連動させ、ＦＡＱ検索、対応結果入力の後処理も行えるようにして、次の問
合せに速やかに対応できるよう改修を行った。
　(2) 内線転送の本格実施に伴い、地方事務所からコールセンターに内線転送を行った場合、新規案件登
録画面が自動で立ち上がるよう改修し、着信時間、対応時間等の着信対応記録の正確性を向上させた。

※実績報告書(23年度)　　54ページ参照

　フリーダイヤルの設置や内線転送の本格実施の
ための改修により、対応の迅速性、正確性を図る
ことができた。

③ １　東日本大震災を受け、日本弁護士連合会、東京三会（東京弁護士会、第一東京弁護士会及び第二東京
弁護士会）、仙台弁護士会、岩手弁護士会、日本司法書士会連合会と連携し、震災電話相談を共催実施し
た（相談件数13,284件）。
２　弁護士会等と共催で行った震災電話相談の結果に基づき、東日本大震災相談実例Ｑ＆Ａ集を10万部作
成し、被災地域の市町村を通じて住民・職員等に配布したほか、図書館にも送付して住民の方々が閲覧で
きるようにした。
３　情報提供の正確性を確保し併せて質の向上を図るため、関係機関等の協力を得て、法律専門家を以下
のとおり配置した。
　・メール対応及びＦＡＱ更新・追加、震災ＦＡＱ・Ｑ＆Ａ作成・更新・追加等のため、本部に専門員と
して弁護士・司法書士を配置した。
  ・コールセンターに常勤の弁護士２名を配置するとともに、仙台弁護士会の協力を得て弁護士の非常勤
専門員を配置した。
４　平成23年度新たに、東日本大震災に対し、消費者庁、独立行政法人国民生活センターが行っている被
災地への専門家派遣事業と連携し、支援センター被災地出張所において各種専門家によるワンストップ相
談会を実施した（南三陸町、山元町、東松島市、大槌町）。

※実績報告書(23年度)　　54ページ参照

　法律専門家等の関与を得て、利用者サービスの
向上と情報提供の正確性、内容の充実を図ること
ができた。

②

ア

イ ⑤ １ 弁護士会等と共催で行った震災電話相談の結果に基づき、Ｑ＆Ａ集を作成し、被災地域の市町村を通じ
て住民・職員等に配布したほか、ホームページへの掲載及び新たな情報にも対応するため内容の更新、追
加を行った。
２ 震災関連については、ホームページ上の東日本大震災関連情報として、関係機関と連携をとって相談窓
口一覧を掲載し、随時更新して利用者の利便性の向上を図った。
３ コールセンター内に震災専用のフリーダイヤルを開設し、被災者及び被災関係者からの問合せに応じ
た。
４ 東日本大震災に関連する各種専門家によるワンストップ相談会において、各被災地出張所におけるテレ
ビ電話による電話相談を検討した。

※実績報告書(23年度)　　55ページ参照

　震災を受け、ホームページや冊子で情報提供を
実施し、利用者の立場に立ったよりきめの細かい
サービスが可能になったが、ＩＴ技術の活用につ
いては情報収集、検討にとどまった。

　利用者へのサービス向上のため、法律専門家
等の情報提供業務への関与が可能な体制作りの
ための、関係機関・団体との協力関係の強化・
充実に努め、オペレーター等へのアドバイス対
応やＦＡＱの充実、メール対応等の情報提供業
務の正確性の確保と内容の充実を図る。

１ 東日本大震災を受け、消費者庁、独立行政法人国民生活センターが行っている被災地への専門家派遣事
業と連携し、支援センター被災地出張所において各種専門家によるワンストップ相談会を実施した（南三
陸町、山元町、東松島市、大槌町）。
２ コールセンター内に震災法テラスダイヤル（フリーダイヤル）を開設し、被災者及び被災関係者からの
問合せに応じた。
３ 関係機関と連携して利用者からの電話を転送して相談予約を取る等の外線転送の実施を検討した。
４ 平成23年度、新たに、経済産業省原子力安全・保安院石炭保安室と協力して、石炭じん肺訴訟の和解手
続による賠償金等の支払いに関する問合せ先として、コールセンターを掲出し、同支払いに関するリーフ
レット及びポスターを地方事務所に備え付けた。

※実績報告書(23年度)　　55ページ参照

１　ＦＡＱの追加更新
　業務開始以降コールセンターに寄せられた問合せを分析するとともに、オペレーターが業務上必要と感
じる案件のＦＡＱ化にも努め、データベース上のＦＡＱの随時更新・増加を図った。また、よく利用され
るＦＡＱ約750問をホームページで公開した。
　平成23年度におけるＦＡＱ更新件数は以下のとおり。
　 　 ＦＡＱ更新件数：　　 　　230件（うち震災関連69件）
　　　ＦＡＱ新規投入件数：　   554件（うち震災関連467件）
　　　ＦＡＱ総件数：         3,988件（うち震災関連517件）
２　東日本大震災相談実例Ｑ＆Ａ集の作成、配布
　弁護士会等と共催で行った震災電話相談の結果に基づき、Ｑ＆Ａ集を10万部作成し、被災地域の市町村
を通じて住民・職員等に配布したほか、図書館にも送付して住民の方々が閲覧できるようにした。
３　Ｑ＆Ａ集のホームページへの掲載及び更新
　上記２のＱ＆Ａ集（173問）をホームページに掲載し、広く一般の方々が利用できるよう配慮したほか、
新たな情報にも対応するため内容の更新（１問）及び追加（41問）を行った。
４　情報提供の環境整備
　コールセンター内に震災法テラスダイヤル（フリーダイヤル）を平成23年11月に開設し、被災者及び被
災関係者からの問合せに応じた（問合せ件数1,143件）。
５　会話通訳サービスの試行
　地方事務所において、日本在住外国人からの面談問合せに対し、専門の業者に委託する電話による会話
通訳サービスについて試行を始めた。

※実績報告書(23年度)　　53ページ参照

(2)提供する情報の内容及びその提供方法

①

　ホームページやリーフレット等の内容の充実
に努め、積極的な情報発信を行う。引き続き、
ＬＧＷＡＮやテレビ電話などのＩＴ技術を駆使
した情報提供サービスについて情報収集に努
め、その実現可能性について検討する。

　検索機能の充実や簡易な後処理機能など、オ
ペレーター等にとってより使いやすく、また、
利用者にとって適切な情報を速やかに提供が行
えるようなシステムの構築・改修に努める。

　新規に関係を構築した関係機関情報、新たな
法制度や社会情勢に対応した法制度を紹介する
ＦＡＱの追加・更新などデータベースの一層の
拡充を図るとともに、定期的に内容を見直し・
更新作業を行い、最新かつ正確なデータの維持
に努める。また、特に頻繁に利用されるＦＡＱ
を抽出し、模範的な情報提供事例やトークフ
ローを整理するなどして、より均一で正確な情
報提供を行うための環境整備に努める。

④ 　東日本大震災を受け、専門家の情報提供業務へ
の関与を得て、正確な情報提供を行い、利用者の
立場に立ったサービスの充実に努めることができ
た。

　ＦＡＱの更新や社会情勢に対応した情報を関係
機関から入手し、利用者にとって有用な情報提供
が行えるデータベースの構築ができた。
　東日本大震災に対しても、Ｑ＆Ａ集の発行、
ホームページへの掲載やフリーダイヤルの設置に
より、利用者の利便性の向上が図られた。

Ａ

Ａ

充実した情報
提供を行うた
めの方法・手
段の工夫及び
内容の充実に
向けた取組状
況

昨年度
評価：Ｂ

利用者の利便
性の向上に向
けた取組状況

昨年度
評価：Ａ

ア 　制度の新設，制度内容の
変更や社会経済情勢の変化
に応じた情報提供に努め，
利用者の利便性の向上を図
る。

32

　情報提供の方法を工夫
し，充実した情報提供を行
うよう努める。

(2)提供する情報の内容及び
 　その提供方法

充実した情報提供の実施

　正確な情報提供を行うための
法律専門家の情報提供業務への
関与や、紹介した関係機関・団
体における必要書類に係る情報
提供等、情報提供の方法・内容
の更なる充実を図る。

利用者の利便性の向上
　新たな法制度に速やかに対応
し、社会情勢の変化に柔軟かつ
速やかに対応するため、ＦＡＱ
の追加・更新を行い、利用者に
とって、より有用な情報提供が
行えるデータベースの構築を進
める。

イ

33

　転送・取次ぎを可能とする関係機関・団体と
の連携関係の構築を進めるとともに、利用者に
対して、関係機関・団体への問い合わせの際に
必要となる書類の教示や各種申請書様式の提
示・配布等を行うなど、より利用者の立場に
立ったきめ細やかなサービスの充実に努める。

　広く国民に対して法制度等に
関する情報提供を行うため、情
報発信のための媒体（ホーム
ページ、印刷物等のうち広報効
果の高い媒体）の充実を図ると
ともに、今後の情報提供手段と
してＩＴ技術を積極的に利用し
た情報提供について検討するな
ど、今後の情報提供の在り方を
検討する。
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中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

③最適な情報の迅速な提供

①

②

利用者が必要
とする最適な
情報の迅速な
提供のための
関係機関等と
の連携強化に
向けた取組状
況

昨年度
評価：Ａ

１　事故情報データバンクへの参画
　コールセンターにおいて事故情報を聴取し、事故情報データベースに対して情報提供を行った（５
件）。
２　関係機関情報等の充実・周知
 （1）東日本大震災相談実例Ｑ＆Ａ集の作成、配布
　　弁護士会等と共催で行った震災電話相談の結果に基づき、Ｑ＆Ａ集を10万部作成し、被災地域の市町
村を通じて住民等に配布したほか、図書館にも送付して住民の方々が閲覧できるようにした。
 （2）震災Ｑ＆Ａ集のホームページへの掲載及び更新
　  （1）のＱ＆Ａ集をホームページに掲載し、広く一般の方々にも見られるよう配慮したほか、新たな情
報にも対応するため内容の更新、追加を行った。
 （3）東日本大震災関連について、ホームページ上の震災関連情報として、関係機関と連携をとって相談
窓口一覧を掲載し、随時更新して利用者の利便性の向上を図った。
 （4）震災に対し、消費者庁、独立行政法人国民生活センターが行っている被災地への専門家派遣事業と
連携し、支援センター被災地出張所において各種専門家によるワンストップ相談会を実施した（南三陸
町、山元町、東松島市、大槌町）。

※実績報告書(23年度)　　56ページ参照

Ａ 　事故情報データバンクへの登録といった対応や
東日本大震災に対する東日本大震災相談実例Ｑ＆
Ａ集のホームページへの公開により、関係機関情
報の利用促進のための周知を行うことができた。

④法教育に資する情報の提供等 (4)法教育に資する情報の提供等 (4)法教育に資する情報の提供等

地域における
法教育の推進
に向けた取組
状況

昨年度
評価：Ａ

１　法教育普及の基盤整備
  法教育への理解を高め、地域における法教育の実践を促進することを目的として、平成24年２月及び３
月に全国３か所（香川・山梨・福井）で法教育シンポジウムを開催した。シンポジウムでは、最高裁、法
務省、日弁連、日司連、各地の弁護士会、司法書士会、教育委員会等の関係機関の協力の下、法教育関係
者を始め多数の人々の参加を得た。またシンポジウム実施後には、地元新聞社の協力を得て、シンポジウ
ムの内容を社告に掲載することで、広く一般の方々にも周知を図った。
２　法に関する教育の実施
　昨年度に引き続き、市民講座における講演、学校における出前授業の実施及び支援センターの業務内容
の説明等の法教育（法に関する教育）活動を実施した。
　実施件数は、総計734件であり、内訳は市民講座における講演等が73件、学校における出前授業等が45
件、支援センターの業務内容説明等が616件である。

※実績報告書(23年度)　　56ページ参照

Ａ 　法教育の普及・発展のための基盤整備に向けた
取組として、①関係機関と連携して法教育シンポ
ジウムを実施し、②地方事務所においては、各関
係機関のこれまでの法教育への取組事例などを踏
まえ、法に関する教育の実施を積極的に行った。
　これにより、支援センターが、地域における法
教育に関する取組について、適切な役割を果たし
たものと評価できる。

(3)最適な情報の迅速な提供

　消費者庁が進める事故情報データバンクに参
画する。

　ホームページ上の関係機関情報やＦＡＱの充
実を図るとともに、関係機関情報の積極的な利
用の促進を図るための周知を行う。

　

　国民に身近な司法の実現に
おける法教育の役割が大きい
こと，法教育が紛争の未然防
止に役立つことを考慮し，情
報提供業務の一環として，関
係機関と連携して地域住民等
に対する法教育に取り組む。

　消費者庁，地方公共団体等
の関係機関・団体との連携・
協力関係を強化し，支援セン
ターと関係機関・団体の業務
内容についての情報を相互に
把握し共有するなど，利用者
が必要とする最適な情報を簡
易迅速に入手できるようにす
るために必要な措置を講じ
る。

34

35

　情報提供の一環として、支援センターとしての
中・長期的な法教育への関与の在り方について、
企画・検討を行うとともに、関係機関・団体と連
携し、地域社会での法教育の取組に参加するな
ど、地域における法教育において適切な役割を担
うための取組を進める。
　法教育の普及・発展に向けた具体的取組とし
て、平成２３年度は、全国３か所以上の地域にお
いて、関係機関等と連携・協力の上、法教育を
テーマとしたシンポジウムを開催する。

　消費者庁、地方公共団体等の関
係機関・団体との情報交換・情報
共有が可能な信頼関係を構築し、
利用者が必要とする関係機関の詳
細な情報を速やかに提供するとと
もに、関係機関・団体における支
援センターのホームページの関係
機関情報の積極的活用を促進す
る。

(3)最適な情報の迅速な提供

　法教育関連事業を行っている法
務省その他の関係機関との適切な
役割分担を踏まえつつ、情報提供
の一環として、高齢者、学生、地
域住民等にとってより身近な司法
の実現を目指して、関係機関と十
分な連携を図り、地域の法教育に
関する取組において適切な役割を
果たす。
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中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

(3)民事法律扶助

①利用者のニーズの把握と業務
　への反映

(1)利用者のニーズの把握と業務への反映

ア 　利用者に最適な援助を提
供するための方策を検討
し，実施する。

① ① 利用者に対す
る最適な援助
の提供に向け
た取組状況

昨年度
評価：Ｂ

１　書類作成援助や簡易援助の実施を検討すべき事案については、引き続きその旨を積極的に地方事務所
に伝え、受任予定者、受託予定者に検討を促した。また、書類作成援助や代理援助が相応しい事件のモデ
ルケース作成の検討については、日本司法書士会連合会と、まずは家事事件について具体的な事案の洗い
出しに着手したが、まだ分析の段階にまでは至っていない。
２　このほか、未曾有の被害となった東日本大震災被災者の法的ニーズに急遽対応するに当たっては、被
災地の実状や被災者のニーズに応じた、迅速かつ適切な法律相談等の援助を行うとともに、代理援助等の
申込みに当たって求める提出資料等について適切な運用に努めた。また、償還猶予の特例や、自己破産事
件の予納金の立替えを認めるよう業務方法書の改定を行うなど、被災者が法的支援を受けやすくなるよう
各種の対応を講じた。
　また、当初計画にはなかったが、平成24年３月23日に震災特例法が成立したことを受け、10日足らずの
短い準備期間の中で業務方法書の改定や震災法律援助業務運営細則の制定等、関連する事務ルール・関係
書式のほぼ全てを同年４月１日の施行に間に合わせて策定・周知し、運用直後の同年４月には2,000件を超
える震災法律相談援助を実施することに成功した。

※実績報告書(23年度)　　57ページ参照

Ａ 　東日本大震災の被災者の避難や被災の実情、法
的ニーズに対応した法的支援を提供すべく、急
遽、あらゆる段階で制度や運用の改善に取り組み
被災者にとって最適な援助を提供することができ
たこと及び震災特例法成立後短期間で震災法律援
助業務を立ち上げることに成功したことから、年
度計画にはないものの利用者ニーズの把握と業務
への反映を達成できたと言える。

37

イ 　民事法律扶助のニーズ調
査の結果を踏まえ，利用者
のニーズを適切に反映した
事業計画を立案し，実施す
る。また，必要に応じ，適
時適切な方法で，民事法律
扶助に関するニーズを把握
するよう努める。

② ② ニーズを適切
に反映した事
業計画の立
案・実施等に
向けた取組状
況

昨年度
評価：Ｂ＋

１　平成20年度に実施した「法律扶助のニーズ及び法テラス利用状況に関する調査」の結果を踏まえ、民
事法律扶助制度も含めた司法アクセス全般の改善についての検討を引き続き行った。また、ＤＶによる離
婚等家事事件における法的ニーズも多いと想定されるところ、現状では代理援助の利用件数がいまだ少な
いと考え、より利用が促進されるような制度改善に向け、事案の収集や関係機関との意見交換を開始し
た。
　さらに、平成23年３月に発生した東日本大震災の被災者という特殊な状況におかれた方の法的ニーズへ
の対応を急遽検討するに当たっては、同調査結果も踏まえ現行の民事法律扶助制度の範囲内で柔軟な運用
に努めた。

Ａ 　東日本大震災の被災者の避難や被災の実情、法
的ニーズに対応した法的支援を提供すべく、急
遽、業務方法書の改定など制度・運用の改善に取
り組むとともに、平成23年度末に成立した震災特
例法を受け、即時に新規事業の立ち上げを実現し
た。また、ニーズ調査の結果を踏まえ、家事事件
を中心に扶助利用の増進に向けた調査、協議を本
格化した。

２　同調査の結果、法律トラブルがあっても法律相談を受けなかった理由として、「自分で解決したいか
ら」「何をしても無駄だと思うから」「時間がかかりそうだから」といった心情的な面を重視した回答
が、「費用がかかりそうだから」といった価値的な面を重視した回答よりも上位となっており、特に壮年
層・高齢層ではその割合が高いことから、専門分野に精通した弁護士による専門法律相談を推進すること
も、潜在的な法的ニーズを掬い上げるためには効果的であると考え、専門法律相談の実施を推進してい
る。
  専門分野についての法律相談援助は、東京地方事務所が従前から多重債務、労働問題、ＤＶ、医療過
誤、消費者問題、外国人の専門相談を実施しているほか、平成23年２月から大阪地方事務所において弁護
士会と共催して外国人の専門相談を実施している。この他、全国の地方事務所では各契約弁護士・司法書
士の取扱分野を契約時のアンケート調査等により把握していることから、相談の予約時に相談担当者の取
扱分野を考慮するなどの工夫も行っている。
　この他、未曾有の被害となった東日本大震災被災者の法的ニーズに急遽対応するに当たっては、被災地
の実情や被災者のニーズに応じた、迅速かつ適切な法律相談等の援助を行うとともに、代理援助等の申込
みに当たって求める提出資料等について適切な運用に努めた。また、償還猶予の特例や、自己破産事件の
予納金の立替えを認めるよう業務方法書の改定をするなど、被災者が法的支援を受けやすくなるよう各種
の対応を講じた。
　また、当初計画にはなかったが、平成24年３月23日に震災特例法が成立し、短い準備期間の中で業務方
法書の改定と震災法律援助業務運営細則の制定や関連する事務ルールを策定し、同年４月１日の施行に間
に合わせ、運用直後の同年４月には2,000件を超える震災法律相談援助を実施することに成功した。
　
３　引き続き、平成20年度に実施した「法律扶助のニーズ及び法テラス利用状況に関する調査」の結果及
び民事法律扶助制度改善プロジェクトチームが平成23年３月に提出した答申書を踏まえ、震災被災者とい
う特殊状況にある方も含めて、ニーズを反映した事業の在り方について検討・立案する。

※実績報告書(23年度)　　58ページ参照

2 民事法律扶助

　これまでに書類作成援助や簡易援助の実施の
検討を促した事案の分析等により、事案の内
容、申込者本人の能力及び資力等を十分に考慮
することなどにより、援助申込者にとって最適
な援助を提供するための環境整備として、援助
類型ごとにモデルケースを作成して研修や法律
相談担当者ガイドへの記載などにより、契約弁
護士・司法書士への周知を行う。同時に審査委
員や支援センター職員に対しても周知を行い、
利用者に対して援助類型のモデルケースを説明
できるようにする。

　平成２０年度に実施した「法律扶助のニーズ
及び法テラス利用状況に関する調査」の結果及
び同２３年３月に出された答申書を踏まえ、
ニーズを反映した事業の在り方について検討・
立案する。

2 民事法律扶助

　事案の内容、申込者本人の能
力及び資力等を十分に考慮する
ことなどにより、援助申込者に
とって最適な援助を提供するこ
とのできる環境を整備する。

36

(1)利用者のニーズの把握と業務
　 への反映

　平成２０年度に実施した「法
律扶助のニーズ及び法テラス利
用状況に関する調査」の結果を
踏まえ、例えば、特定の紛争類
型における専門的サービスの提
供方法について検討することな
どにより、ニーズを的確に反映
した事業計画を立案し、同計画
に基づく事業を実施する。
　また、民事法律扶助のニーズ
を的確に反映した事業計画を立
案できるよう、必要な調査を実
施する。
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②サービスの質の向上 (2)サービスの質の向上 (2)サービスの質の向上

ア 　迅速な援助を提供すると
いう観点から，審査の適正
を確保しつつ，事務処理方
法の工夫等により，援助申
込から必要な援助の提供ま
での期間の短縮を図る。

① ① 迅速かつ適正
な援助の提供
に向けた取組
状況

昨年度
評価：Ａ

Ａ 　援助申込みから援助開始決定までの平均所要日
数が２週間以内の事務所が47事務所となり、全国
的に審査決定までの時間が短縮できたことから、
平成24年度に予定している提出書類の合理化によ
る更なる期間短縮の達成に向け、順調に取り組ん
でいると言える。

　（参考）　書面審査・単独審査については多くの地方事務所において活用されており、審査の迅速化が
図られていると考えているが、依然として書面審査・単独審査の積極的な活用には慎重な姿勢の地方事務
所も見受けられることから、引き続き、これら審査方法の活用を促していく。
　援助申込者から提出を求める書類については、依然として地方事務所によりばらつきがあることから、
これを統一化・合理化するため、平成24年度において、資力に関する資料や定型的な事件で提出を求めて
いる資料について地方事務所の運用調査を行う予定である。その調査結果を踏まえて、資力審査などの事
務処理方法について、援助申込者の負担軽減を図りつつ、適正な判断を可能とするような標準的・統一的
なマニュアルを作成することを検討している。それとともに、将来的には資力要件を確認するためのソフ
トウェアやチェックリストの作成も検討するなどして統一的かつ効率的な審査を推し進め、援助申込者の
負担軽減に努めたい。
　また、東日本大震災被災者についても、震災法律援助業務の中で更に柔軟な運用改善に努め、援助申込
者の負担軽減に努めたい。

※実績報告書(23年度)　　59ページ参照

39

イ 　関係機関・団体と連携・
協力して，制度の変更等，
契約弁護士・司法書士が提
供するサービスの質の向上
に資する情報の収集に努め
るとともに，適時適切に契
約弁護士・司法書士に対す
る周知を図るなどして，民
事法律扶助により提供され
るサービスの質の向上を図
る。

② ② 契約弁護士・
司法書士が提
供するサービ
スの質の向上
に向けた取組
状況

昨年度
評価：Ｂ

Ａ 　民事法律扶助業務に関する一般的な周知・説明
を行うとともに、東日本大震災の被災者支援に当
たっては、関係機関と連携し、迅速かつ適切な契
約弁護士・司法書士による法律相談等のサービス
提供を行った。また、震災特例法の成立に伴い、
関係機関と密に連携協力し、契約者の確保の準備
及び新制度の周知などを行い、短い準備期間での
震災法律援助業務の立ち上げに成功した。これ
は、関係機関・団体との連携協力の成果であり、
今後のサービスの質の向上を図る際の基盤として
極めて有益であった。

１　契約弁護士・司法書士への適時適切な周知
  新たな制度、利用者からの意見等については、適時適切に契約弁護士・司法書士に周知しており、平成
23年度は、「準生保要件該当者の猶予及び免除申請」についての説明を行った事務所があった。39地方事
務所においては、民事法律扶助事業の現状や問題点、案件担当に当たっての注意事項等について、独自に
工夫したり、あるいは、弁護士会及び司法書士会の主催する説明会に参加・共催する等により、契約弁護
士・司法書士を対象とする説明会を実施した。説明会を実施しなかった８地方事務所においても、契約弁
護士・司法書士に個別に文書を発出する等により新たな制度の周知や案件担当に当たっての注意事項の徹
底等に努めた。
　本部民事法律扶助課においては日本弁護士連合会や日本司法書士会連合会と頻繁に会合を持ち、制度変
更等、契約弁護士・司法書士が提供するサービスの質の向上に資する情報収集に努めるとともに、適時適
切に契約弁護士・司法書士に対する周知を図るなどして、民事法律扶助により提供されるサービスの質の
向上に努めた。
　
　また、震災特例法の成立・施行に当たっては、平成24年３月26日に全国地方事務所副所長会議を開催す
るなど地方事務所との迅速な情報共有に努めるとともに、日本弁護士連合会・日本司法書士会連合会等関
係機関と密接な連携・協力を行うなどし、業務内容の周知や契約弁護士・司法書士の確保について理解を
深め、短い準備期間で新規事業である震災法律援助業務を立ち上げることに力を注ぎ、成功した。

２　契約弁護士・司法書士が提供するサービスの質の向上に関する取組
　本部民事法律扶助課において、平成24年２月に、日本弁護士連合会主催の講習会（「民事法律扶助って
なあに～活用のノウハウ～」全国36弁護士会及び19支部の計55か所にてテレビ会議実施）において、民事
法律扶助制度の概要について説明し、契約弁護士の制度理解の向上に努めるなど、サービスの質の向上を
図る取組を行った。
　また、東日本大震災の被災者支援に当たっては、日本弁護士連合会・日本司法書士会連合会と密に連携
し、被災地の実状や被災者のニーズに応じた迅速かつ適切な法律相談等のサービスを提供するべく、各種
の取組を行った。
　なお、平成23年度も関係機関・団体と連携・協力して、制度の変更等、契約弁護士・司法書士が提供す
るサービスの質の向上に資する情報の収集に努めるとともに、適時適切に契約弁護士・司法書士に対する
周知を図るなどして、民事法律扶助により提供されるサービスの質の向上に努めた。

※実績報告書(23年度)　　61ページ参照

　迅速な援助を提供して援助申込者の負担を軽
減するという観点から、審査の適正を確保しつ
つ、援助開始決定時における書面審査の活用及
び援助申込者からの提出書類の合理化等、援助
審査方法の合理化を図るとともに、審査以外に
ついても標準的な事務処理方法を地方事務所に
提示することで事務全般の効率化を図るなどに
より、援助申込みから受任者・受託者の選任ま
での期間を平成２２年度と比較して短縮させる
よう努める。

　関係機関・団体と連携協力し
て、法制度の変更、利用者から
の意見等、契約弁護士・司法書
士が提供するサービスの質の向
上に資する情報の収集に努める
とともに、適時適切に契約弁護
士・司法書士に周知することに
より、民事法律扶助により提供
されるサービスの質の向上を図
る。

　迅速な援助を提供して援助申
込者の負担を軽減するという観
点から、審査の適正を確保しつ
つ、援助審査の方法を合理化す
ること（合議制の審査に代え、
事案に応じて単独審査方法を活
用する、援助開始決定時におい
て書面審査を活用する、援助申
込者からの提出書類を合理化す
るなど）などにより、毎年度、
前年度と比較して、援助申込み
から受任者・受託者の選任まで
の期間を短縮させるよう努め
る。

38

１　審査の合理化等
　援助開始決定時に支援センター事務所まで来訪せずとも援助審査が可能な書面審査の活用を推進し、平
成23年度も前年度に引き続き、全ての地方事務所で書面審査が行われており、援助申込者の負担軽減を
図った。援助申込者からの提出書類については、審査の適正を確保しつつ、援助申込者の負担を軽減すべ
く、引き続き合理化を検討していく。
　また、原子力損害賠償請求事件を含む東日本大震災被災者を被援助者とする援助については、被災の実
情を踏まえた審査要領を別途作成し、援助要件の判断や立替決定を迅速かつ適切に行うよう努めた。
２　援助申込みから受任者・受託者の選任までの期間短縮
　平成23年度における援助申込みから援助開始決定までの平均所要日数が２週間以内の事務所は、平成23
年度は50地方事務所のうち47地方事務所であり、平成22年度の44地方事務所と比べ３地方事務所の増加と
なり、全地方事務所での期間短縮が図られつつある。具体的には、援助申込みから援助開始決定が行われ
るまでの期間は、大阪地方事務所では、平成23年度は平均11日間であり、平成22年度の平均17日間と比べ
６日間短縮した。岡山地方事務所では、平成23年度は平均10日間であり、平成22年度の平均18日間と比べ
８日間短縮した。
  なお、ＤＶ案件等により、相談者の身体に危険が及ぶ場合などの緊急な対応を要する案件については、
相談登録弁護士の法律事務所を紹介して緊急に法律相談援助を実施することで対応している。ただし、一
部の事務所では、申込み件数が増加したことにより相談や援助開始決定までの所要日数が長くなっている
ので、今後も、同日数が長い事務所の改善方策を引き続き検討する。援助申込みから受任者・受託者の選
任までの期間については、被援助者による書類の追完など、その協力が得られないような案件を除き、お
おむね期間短縮が図られていると考えている。
　このように、書面審査や単独審査などの活用により、審査の適正を確保しつつ迅速化が進んでいる。し
かし、一部では審査が長期化した地方事務所があることから、事務処理等の更なる合理化が必要である。

　関係機関・団体と連携協力して、法制度の変
更、利用者からの意見等、契約弁護士・司法書
士が提供するサービスの質の向上に資する情報
の収集に努め、適時適切に契約弁護士・司法書
士に周知する。
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40

ウ 　専門性を必要とする事件
への適切な対応を検討す
る。

③ ③ １　地方事務所における取組
　東京地方事務所において、多重債務、労働問題、ＤＶ、医療過誤、消費者問題、外国人の専門相談、大
阪地方事務所において弁護士会と共催で外国人の専門相談を実施しているほか、愛知地方事務所において
はＤＶを、埼玉地方事務所では平成23年６月から労働、８月からＤＶの専門相談を実施している。
　弁護士・司法書士数が少ない地域では専門相談の実施が困難であるが、契約時のアンケート調査等で把
握した各契約弁護士・司法書士の取扱分野を相談予約時に考慮したり、ＤＶ案件等で相談者の身体に危険
が及ぶような緊急対応を要する場合などは、相談登録弁護士の法律事務所を紹介して緊急に法律相談援助
を実施するなどの工夫で対応している。

Ａ 　東日本大震災の被災者に特有のニーズに対応す
るため、ＡＤＲ等の新制度に関する知識・ノウハ
ウを共有するとともに、被災地出張所において、
各種専門家による無料相談会や女性の悩みごと相
談を実施し、東日本大震災被災者が短時間に様々
な相談を受けられる場を提供した。

２　専門分野に精通した契約弁護士・司法書士の確保
　平成23年度は、長崎地方事務所で債務整理事件に関する専門分野の説明会を行っている。その他の地方
事務所では、弁護士会・司法書士会が主催する講習会等への参加を呼びかけるなどして、契約弁護士・司
法書士が専門分野を広げられるよう努めている。
　また、東日本大震災の被災地特有のニーズに対応するため、原子力損害賠償紛争解決センターの和解仲
介手続や個人債務者の私的整理に関するガイドラインの申出といった新しい制度に関わる支援に関し、日
本弁護士連合会、日本司法書士会連合会や、いわゆる原発弁護団等と密に情報交換を行うとともに、随
時、支援センター内や契約弁護士・司法書士との間でこれらの制度に関する知識・ノウハウの共有に努め
た。
　さらに、被災地出張所（南三陸：平成23年10月２日～同年３月31日、山元：平成23年12月１日～平成24
年３月31日、東松島：平成24年２月５日～同年３月31日、大槌：平成24年３月10日～同年３月31日）で
は、弁護士や司法書士のほか、一度に複数の各種専門家団体から相談担当者を派遣いただいた無料相談会
（569件）や内閣府男女共同参画局との連携により女性の悩みごと相談（10件）を実施し、東日本大震災の
被災者が短時間に様々な問題を相談できる場を提供するなど、ニーズの掘り起こしにも努めた。
（参考）平成24年度以降も各地方事務所において、弁護士・司法書士数等各地の実情に応じて、労働・Ｄ
Ｖ・犯罪被害者・多重債務等の専門分野に精通した契約弁護士・司法書士を確保し、専門相談を充実する
とともに、適切な受任者・受託者の選任に努める。震災法律援助業務では、各地の弁護団が原発被害者へ
の支援に取り組んでいることもあり、弁護団との間で協議を行い、被災者に対する専門性の高い法的支援
を更に充実させていきたい。

※実績報告書(23年度)　　62ページ参照

　弁護士会・司法書士会と連携・協力し、労
働・ＤＶ・犯罪被害者・多重債務等の専門分野
に精通した契約弁護士・司法書士を確保し、一
定規模以上の地方事務所では専門相談の実施・
拡充に努める。

　各地方事務所において、労
働・ＤＶ・犯罪被害者・多重債
務等の専門分野に精通した契約
弁護士・司法書士を確保し、専
門相談を充実するとともに、適
切な受任者・受託者の選任に努
める。

専門分野に精
通した契約弁
護士・司法書
士の確保及び
専門相談の充
実等に向けた
取組状況

昨年度
評価：Ａ
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(4)国選弁護人等確保

①迅速かつ確実な選任態勢の
  確保等

関係機関等が
参加する定期
的な協議の場
の開催状況及
び裁判員裁判
における国選
弁護人の選任
の運用に関す
る協議状況

昨年度
評価：Ａ

１　関係機関との協議
　支部を含む全ての地方事務所において１回以上関係機関との協議が行われ、同協議の席上、国選弁護人
及び国選付添人の選任態勢について協議した。
２　十分な知識や経験を有する契約弁護士の選任
　上記協議の席上、特に裁判員裁判に関し、十分な知識や経験を有する契約弁護士が国選弁護人に選任さ
れるとともに、その知識や経験を多くの契約弁護士が共有できるようにするため、国選弁護人を複数選任
するときに裁判員裁判経験者と非経験者を組ませるなどの工夫等についても協議した。

※実績報告書(23年度)　　63ページ参照

Ａ 　支部を含む全ての地方事務所において、国選弁
護人及び国選付添人の選任態勢及び国選被害者参
加弁護士の選定態勢に関する関係機関との協議の
場を設けた。
　特に、裁判員裁判に関しては、国選弁護人の選
任に関する工夫等についても協議した。

②通知時間の短縮 (2)通知時間の短縮 (2)通知時間の短縮

指名通知請求
を受けてから
通知するまで
の設定目標時
間の達成状況

昨年度
評価：Ａ

１　目標設定
　支部を含む全ての地方事務所において、裁判所・弁護士会と協議の上、指名通知の目標時間を定めてお
り、被疑者国選弁護事件については、全ての地方事務所において、休日も含め、原則として数時間以内、
遅くとも24時間以内としている。被告人国選弁護事件については、多くの地方事務所で、原則24時間以
内、遅くとも48時間以内としている。また、国選付添事件の指名通知の目標時間についても、裁判所・弁
護士会と協議の上、ほとんどの地方事務所で原則数時間以内、遅くとも48時間以内としている。
２　達成度合い
　被疑者国選弁護事件、被告人国選弁護事件及び国選付添事件とも、支部を含め、おおむね設定された目
標時間内に指名通知が行われている。特に被疑者国選弁護事件については、ほとんどの事件が指名通知請
求の当日に指名通知に至っており、業務時間外に指名通知請求があったなどの事情から当日中に指名通知
に至らなかった事件も少数あるが、全事件の約99.2％について、指名通知請求から24時間以内に指名通知
が行われている。

※実績報告書(23年度)　　64ページ参照

Ａ 　支部を含む全ての地方事務所において、国選弁
護人及び国選付添人を迅速に選任する観点から、
指名通知の目標時間を定めているところ、おおむ
ね目標時間以内に指名通知に至っている。

③契約弁護士のサービスの質
　の向上に資する取組

(3)契約弁護士のサービスの質の向上に資する取組

契約弁護士が
提供するサー
ビスの質の向
上に向けた取
組状況

昨年度
評価：Ａ

１　国選弁護契約弁護士のサービスの質の向上に資する取組
　(1) 説明会の実施等
　　支部を含めた全ての地方事務所において、年度計画に基づく説明会等を実施した。説明会等の内容と
しては、解説書等を配布したものが56か所、支援センター主催の説明会を実施したものが22か所、弁護士
会主催の説明会に参加する方法で実施したものが29か所であった。
　(2) それ以外の取組
　　５か所の地方事務所・支部において、合計７回にわたり、各地の弁護士会と共催又は地方事務所が主
催する形で、より直接的に弁護活動の質を向上させることを目的とした研修を実施した。研修の内容とし
ては、「無罪判決を獲得した弁護士が、体験談を交えながら、刑事弁護活動の在り方や心構えについて講
義する」、「裁判員裁判事件を担当した弁護士による弁護活動報告及び質疑応答を行う」など、実践的な
内容のものが行われた。
　　平成23年８月８日、９日（東京会場）及び同月15日、16日（大阪会場）に、支援センター本部と裁判
所との共催により実施した常勤弁護士業務研修（法廷弁護技術研修）に一般契約弁護士の参加を認める形
で研修を実施し、合計22名の一般契約弁護士の参加を得た。同研修では、主として裁判員裁判を想定した
刑事弁護の法廷技術に係る講義・演習や、現に裁判員裁判を担当している裁判官による講義が行われた。

Ａ 　支部を含む全ての地方事務所において、国選弁
護及び国選付添の担い手の確保という観点から、
解説書の配布、説明会等の実施等による説明を行
い、契約弁護士の人数は着実に増加し、層が厚く
なった。
　また、一部の地方事務所・支部及び本部におい
ては、より直接的に弁護活動の質の向上につなが
る研修を企画し、実施した。

２　犯罪被害者支援に係わる弁護士のサービスの質の向上に資する取組
　(1) 説明会の実施等
　　各地方事務所において、弁護士会の協力を得て、弁護士会主催の説明会・研修会等への参加、地方事
務所主催、地方事務所・弁護士会共催による説明会・意見交換会の実施等により、被害者国選弁護関連業
務の説明や被害者対応における留意点についての講義等が行われた。また、弁護士会等との共催により、
臨床心理士を講師とする二次的被害の防止など、被害者等の心情に配慮した対応についての講義等の研修
を開催した。また本部において、被害者国選弁護に関する解説書である「被害者国選弁護関連業務の解
説」の改訂版を作成し、説明会等で同解説書を配布し、被害者国選弁護関連業務に対する理解を得るため
に活用した。
　(2) その他の取組
　　日本弁護士連合会との定期的な協議の場で、精通弁護士に対する苦情・意見について情報提供を行
い、日本弁護士連合会が行っている被害者等の方へのアンケートなどを通じ、二次的被害防止に留意した
被害者対応の重要性について更なる意見交換を進めた。
　　また、新規に常勤弁護士になった方を対象とした研修において、経験の深い常勤弁護士が犯罪被害者
支援の実務に即した講義を行った。二次的被害防止に関するカリキュラムを盛り込んだ本部主催の担当職
員研修を常勤弁護士も受講した。

※実績報告書(23年度)　　64ページ参照

　地方事務所で契約弁護士に対する説明会または
意見交換会などを実施し、被害者国選弁護関連業
務に対する理解を得るよう努めた。
　被害者から寄せられた支援センターに対しての
ご意見や日本弁護士連合会が行う被害者等の方へ
のアンケートなどを通じ、日本弁護士連合会との
定期的な協議の場で、二次的被害防止に留意した
被害者対応の重要性について協議した。
　また、職員研修に関して被害者国選弁護関連業
務を含めた被害者支援業務を担当する常勤弁護士
の出席を求めた。

　地方事務所ごとに、国選弁護人及び国選付添人
の選任並びに国選被害者参加弁護士の選定態勢に
関する、裁判所、検察庁、警察及び弁護士会が参
加する定期的な協議の場を平成２３年度に１回以
上設ける。
　裁判員裁判に関し、十分な知識や経験を有する
国選弁護人を選任するための態勢や、その知識や
経験を多くの弁護士が共有し得るような選任の運
用につき、地方事務所ごとに裁判所及び弁護士会
と協議して、各地の実情に応じた適切な在り方を
検討し、その実現に努める。

(1)迅速かつ確実な選任態勢の確保

(3)契約弁護士のサービスの質
 　の向上に資する取組

(1)迅速かつ確実な選任・選定
   態勢の確保

　各地域ごとに，裁判所，検
察庁，警察及び弁護士会との
間で協議の場を設けるなどし
て，迅速かつ確実に国選弁護
人，国選付添人の選任，国選
被害者参加弁護士の選定が行
われる態勢の確保を図る。と
りわけ，裁判員裁判の円滑な
実施が我が国の司法制度にお
ける喫緊の課題であることに
かんがみ，同裁判につき，裁
判所及び弁護士会と連携の
上，刑事弁護に関する十分な
知識や経験を有し，かつ，集
中審理に対応し得る国選弁護
人の選任が行われる態勢の確
保に努めるとともに，その知
識や経験を多くの弁護人が共
有することができるよう，国
選弁護人の選任の運用の工夫
に努める。

　迅速かつ確実に国選弁護人及び
国選付添人の選任並びに国選被害
者参加弁護士の選定が行われる態
勢の確保を図るため、各地方事務
所単位で、裁判所、検察庁、警察
及び弁護士会との間で、各事業年
度に１回以上、定期的な協議の場
を設定する。とりわけ、裁判員裁
判につき、裁判所及び弁護士会と
連携の上、刑事弁護に関する十分
な知識や経験を有し、かつ、集中
審理に対応し得る国選弁護人の選
任が行われる態勢の確保に努める
とともに、その知識や経験を多く
の弁護人が共有することができる
よう、国選弁護人の選任の運用の
工夫に努める。

　弁護士会等の関係機関・団体と
連携協力して、制度の変更、裁判
員裁判に関する知識・経験等、契
約弁護士が提供するサービスの質
の向上に資する情報の収集に努め
るとともに、適時適切に契約弁護
士に対する周知を図り、国選弁護
等サービスの質の向上を図る。

3 国選弁護人等確保

43

　裁判所からの国選弁護人等
候補者指名通知請求を受けて
から裁判所に候補を通知する
までの時間の短縮を図る。

　関係機関・団体と連携・協
力して，制度の変更，裁判員
裁判に関する知識・経験等，
契約弁護士が提供するサービ
スの質の向上に資する情報の
収集に努めるとともに，適時
適切に契約弁護士に対する周
知を図るなどして，国選弁護
等サービスの質の向上を図
る。

42

41

　関係機関・団体と連携・協力して、制度の変
更、裁判員裁判等に関する情報を収集した上、こ
れを契約弁護士に適時適切に周知するため、各地
において、弁護士会の協力を得て、説明会の実施
や説明資料の配布等を行う。
　弁護士会と連携・協力し、支援センターを通じ
て犯罪被害者支援に携わる弁護士に関する利用者
からの意見等について情報交換等をする場を設け
るとともに、支援センターの業務運営の参考とす
るなど、必要に応じて適切な対応を行う。

3 国選弁護人等確保

　裁判所からの国選弁護人等候補
指名通知請求を受けてから裁判所
に候補を通知するまでの所要時間
の短縮を図るために、引き続き、
地方事務所ごとに手続類型別の目
標時間（被疑者国選弁護事件につ
いては原則として数時間以内、遅
くとも２４時間以内等）を設定
し、実行する。

　地方事務所ごとに、事業年度の当初において、
裁判所からの国選弁護人等候補指名通知請求を受
けてから裁判所に候補を通知するまでの手続類型
別の目標時間（被疑者国選弁護事件については原
則として数時間以内、遅くとも２４時間以内等）
を設定し、事業年度末において、その達成度合い
を検証する。
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中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

①体制整備 (1)体制整備 (1)体制整備

司法過疎地域
における利用
者のニーズに
応じた常勤弁
護士の体制整
備に向けた取
組状況

昨年度
評価：Ｂ

　平成23年度までに常勤弁護士を配置した支援センターの事務所は、合計82か所であり、そのうち、同年
度に常勤弁護士を新たに配置又は増員した地方事務所及び支部は９か所、地域事務所は８か所である。各
地の支援センター法律事務所には、それぞれ１ないし８名の常勤弁護士を常駐させており、常勤弁護士を
複数名配置した法律事務所は合計57か所である。また、中津川及びむつ地域事務所を新設した。
　なお、平成23年度中に複数配置となった支援センター法律事務所は、茨城、佐渡、高森、中村の４か所
であった。

※実績報告書(23年度)　　66ページ参照

Ｂ 　司法過疎地域事務所を新たに２か所設置したほ
か、これを含む17か所の事務所において常勤弁護
士の新規配置や増員を実施し、地域の法的ニーズ
に対応できるよう努めたが、民事法律扶助事件、
国選弁護・付添事件、有償事件等を機動的に受任
する体制を整え、かつ、司法過疎地域事務所を設
置していない司法過疎地域における法律サービス
を充実させるため、今後も引き続き、必要な地域
の法律事務所に複数の常勤弁護士を配置するよう
努めていく必要がある。

②サービスの質の向上 (2)サービスの質の向上 (2)サービスの質の向上

法律事務所を
備えた事務所
における当事
者が抱える法
的トラブルの
総合的な解決
に向けた取組
状況

昨年度
評価：Ａ

１　研修の実施
　支援センター本部主催の常勤弁護士を対象とする研修において、常勤弁護士のＯＢを講師として、地域
の福祉機関や行政機関等といかに効果的に連携していくかをテーマとする参加型の講義を盛り込み、常勤
弁護士ならではの連携の具体的なノウハウを伝授するとともに、研修参加者間でグループ討議を実施する
などして、連携に関する各常勤弁護士の経験や知識及び各地域ごとの特殊性とこれに対する対応策等の情
報を常勤弁護士間で共有させ、関係機関との連携に対する意欲及びスキルを高めて、積極的に取り組んで
いくよう促した。
　また、各地に需要が見込まれる公害紛争に対応するため、行政ＡＤＲを活用した公害紛争処理につい
て、総務省公害等調整委員会事務局審査官による講義を研修に盛り込むなどして、常勤弁護士の職域の拡
大・積極的な事件受任を促した。
２　日本弁護士連合会との協議
　支援センター本部、地方事務所及び日本弁護士連合会が共同して、「スタッフ弁護士の役割及びパイ
ロット事務所の設置等に関する検討会」を設置し、関係機関との連携による紛争の総合的解決の在り方・
具体的方策について調査・検討を重ね、意見書及び報告書を作成・提出した。意見書において提案され
た、関係機関等との連携による紛争の総合的解決を専門的に実践し、これを継続的に観察してその効果等
を検証した上、全国的に展開していくためのパイロット事務所の設置を実現すべく、平成23年８月、支援
センター本部、地方事務所及び日本弁護士連合会が共同して、「地域連携パイロット事務所の設置に関す
る検討会」を新たに立ち上げた。
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Ａ 　常勤弁護士が関係機関と効果的に連携するため
の具体的な方策を検討して周知し、また、連携の
具体的なスキルを磨く研修を実施するなどしたほ
か、行政機関の関係者を研修の講師として招き、
その機会に常勤弁護士の活用をアピールするなど
して、各常勤弁護士が積極的に関係機関と連携で
きるような環境作りに積極的に取り組んだ。ま
た、関係機関等との連携による紛争の総合的解決
を専門的に実践し、その効果等を検証して、全国
的に展開していくためのパイロット事務所の設置
に関する新たな検討会を立ち上げた。

(6)犯罪被害者支援

①利用者のニーズの把握と業務
　への反映

犯罪被害者及
びその支援者
の意見聴取に
関する取組状
況

昨年度
評価：Ａ

１  意見の聴取
　犯罪被害者支援業務に関する関係機関・団体等から意見・要望を聴き、今後の業務に在り方等の参考に
するため、下記要領でアンケート調査を実施した。
実施期間：平成24年１月から同年３月まで
　　アンケート送付機関・団体数：2,862（弁護士会、地方検察庁、都道府県警察、都道府県庁福祉主管
課、女性相談センター、児童相談所、精神保健福祉センター、民間支援団体等）
　　実施方法：各地方事務所からアンケートを郵送。
　　聴取項目
　○支援センターの犯罪被害者支援業務に関する周知状況
　○支援センターとの連携（紹介・取次ぎ等）状況
　○支援センター等に対する被害者等からの意見
　○各機関のセミナーやイベントの主催・共催状況
　○その他意見・要望
　　支援センターの行う犯罪被害者支援業務は90％以上の関係機関・団体に周知されている。
　　支援センターの行う業務のうち、被害者参加人のための国選弁護制度の認知度が50％程度であるため
更なる周知に努めたい。
　　連携（紹介・取次ぎ等）状況は、支援センターからの紹介数3,553名、関係機関・団体からの紹介数
18,120名であった。

Ａ 　全ての地方事務所において犯罪被害者支援を
行っている機関・団体等に対してアンケートを
実施し、被害者等及びその支援者から聴取を
行った。その結果、認知度についてはほとんど
の項目で例年とほぼ同水準であったが、取次
ぎ、紹介を行った利用者数は前年度と比較して
増加しており、支援センター地方事務所と各関
係機関との連携関係及び理解は深まってきてい
る。支援センターが被害者参加人の国選弁護業
務を行っていることの認知度は、ほぼ前年と同
水準であったため、更なる周知に努めたい。ま
た、犯罪被害に遭われた経済的弱者に対する切
れ目ない援助のために、被害直後から刑事手
続・民事手続まで同一の弁護士の援助が得られ
るように働きかけを行った。

２  被害者等からの意見
  ご意見の中に、刑事事件から民事法律扶助等への適切な引継ぎを求めるものがあった。支援センターで
は被害者等が経済的に困っている場合でも、被害直後から刑事手続、民事手続までの一連の法的手続等に
関し弁護士の援助を受けることが可能であり、精通弁護士紹介後、被害者等にとって最も必要な支援が受
けられるよう制度の更なる周知に努めたい。同一弁護士による切れ目のない援助のために、精通弁護士・
被害者参加契約弁護士に契約いただいている弁護士に対して、民事法律扶助契約や日本弁護士連合会委託
援助契約の締結もしていただけるよう働きかけた。この結果、被害者参加契約弁護士のうち、精通弁護
士・民事法律扶助・日弁連委託援助の全てに契約いただいている弁護士は平成23年４月の41.6％から平成
24年４月は46.1％に増加した。
３　その他の取組
　平成23年３月に策定された第２次犯罪被害者等基本計画において、支援センターに関係がある主な課題
として①被害者参加人への旅費等の支給②損害賠償請求等に伴うカウンセラー等に要する経費の公費負担
の二つがあり、現在、検討が進められている。また、犯罪被害者支援とＤＶのＱ＆Ａ（リーフレット）の
改定にあたり、関係機関に照会し、ご意見をいただいた。その結果、字を大きくし、読みやすいＱ＆Ａ
（リーフレット）を作成した。
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4 司法過疎対策を含む常勤弁護士に関する業務

　司法過疎地域事務所を設置していない司法過疎
地域において、適切な法律サービスを提供するた
め、必要に応じて、このような司法過疎地域に近
接する地への常勤弁護士の重点配置等の工夫に努
める。
　民事法律扶助事件、国選弁護・付添事件、有償
事件等を機動的に受任する体制を整えるため、法
律事務所に複数の常勤弁護士を配置するよう努め
る。

(1)利用者のニーズの把握と業務への反映

5 犯罪被害者支援

　常勤弁護士において、関係機関等に常勤弁護士
及び法テラスの業務内容の理解を求めて連携を図
り、関係機関等が認知する法的トラブルを把握・
対応していくとともに、担当事件の状況に応じ、
事件処理後も関係機関に引き継ぐなどして、法的
トラブルの総合的な解決を図る。

　地方事務所ごとに、犯罪被害者やその支援に携
わる者の意見を聴取する機会を、平成２３年度に
１回以上設ける。

　必要に応じて常勤弁護士を
複数配置するなど，常勤弁護
士が受任事件に的確に対応で
き，また，地域のニーズに適
切に対応できる体制を整え
る。
　司法過疎対策地域事務所を
設置していない司法過疎地域
において，より多くの利用者
に，ニーズに応じたサービス
を提供するため，ニーズを十
分に把握し，このような司法
過疎地域に近接する地方事務
所への常勤弁護士の重点配置
等の工夫により，司法過疎地
域における法律サービスを充
実させる。

4 司法過疎対策を含む常勤弁護士
　に関する業務
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　支援センターの具体的な業
務の在り方について，犯罪被
害者やその支援に携わる関係
者の意見を聴取する機会を設
ける。
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　関係機関等と連携協力し，
利用者のニーズに適切に対応
したきめの細かいサービスの
提供に努める。

(5)司法過疎対策を含む常勤弁護
 　士に関する業務

　犯罪被害者支援に関し、犯罪被
害者やその支援に携わる者の意見
を聴取する機会を地方事務所単位
で各事業年度に１回以上設ける。

　法律事務所を備えた事務所のう
ち必要な地域においては、常勤弁
護士を複数配置し、民事法律扶助
事件、国選弁護・付添事件、有償
事件等を機動的に受任する体制を
整える。
　司法過疎地域事務所を設置して
いない司法過疎地域において、適
切な法律サービスを提供するた
め、必要に応じて、このような司
法過疎地域に近接する地への常勤
弁護士の重点配置等の工夫に努め
る。

(1)利用者のニーズの把握と業務
 　への反映

5 犯罪被害者支援

　法律事務所を備えた事務所にお
いては、配置地域の関係機関等と
の連携を図り、必要に応じて、民
事法律扶助事件、国選弁護・付添
事件、有償事件等の当事者が抱え
る法的トラブルの総合的な解決に
努める。
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中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

②提供するサービスの質の向上 (2)提供するサービスの質の向上 (2)提供するサービスの質の向上

ア 　犯罪被害者に対し，被害
を受けたときからの時間の
長短を問わず，その心情に
十分配慮した懇切・丁寧か
つ迅速・適切な情報提供に
努める。犯罪被害者に対す
る情報提供に関して，これ
までの相談内容やそれへの
対応状況，犯罪被害者の意
見を踏まえてできるだけ効
率的な業務運営を行いつ
つ，質の向上を図るよう努
める。

① ① 被害者の心情
に配慮した適
切な情報提供
の実施に向け
た取組状況

昨年度
評価：Ａ

１　効率性と犯罪被害者等の心情に配慮した情報提供
  (1) 担当職員研修
　　本部主催の平成23年度犯罪被害者支援業務担当職員研修では、犯罪被害者の御遺族の方のお話や関係
機関との連携に積極的な地方事務所の業務報告、子どもの事件に精通した弁護士のお話、弁護士による被
害者参加制度の事例報告などをカリキュラムに組み込んだ。この研修の受講者が、所属事務所職員に対し
当該講義内容等の研修を実施するなどし、犯罪被害者の心情に十分に配慮した対応に関し、職員全体の質
の向上及び提供するサービス（対応）の均質化を図った。また、業務の流れを整理したマニュアルを改訂
し、業務の効率化を図った。
  (2) 外部研修への派遣
　　各地方事務所において、関係機関が行う犯罪被害者支援員養成研修等に担当職員（窓口専門対応職員
を含む）が参加したり、関係機関から講師を招き、職員研修を行うなど、犯罪被害者の心情に配慮した対
応の質の向上を図っている。
  (3) オペレーターからの意見聴取
　　コールセンター犯罪被害者支援ダイヤルオペレーターへ意見聴取を行い、オペレーターから提示され
た対応方法に関する改善意見等をコールセンターや地方事務所へフィードバックすることにより、コール
センターと地方事務所の連携を図った。また東日本大震災の影響で延長になっていた東京コールセンター
のオペレーターに対し、４年間の業務を振り返っていただき、アンケートの形でご意見をいただいた。
  (4) コールセンターオペレーターの養成
　　犯罪被害者支援ダイヤルオペレーター研修において、二次的被害に留意した対応や、犯罪被害者支援
業務についての講義を行い、犯罪被害者の心情に配慮したオペレーターの養成を行った。

Ａ 　全ての地方事務所・支部職員を対象にした職員
研修において、犯罪被害者等の心情に配慮した対
応の質の向上を図った。また、被害者国選業務マ
ニュアルの作成、犯罪被害者支援マニュアルの改
訂など、業務の流れを整理した２種類のマニュア
ルを発出し、業務の効率化を図った。意見交換会
においては職員間の情報の共有により業務の効率
性を図った。
　地方事務所において参加した研修に関して、報
告を求め、取りまとめ結果を掲示し、引き続き研
修参加を呼びかけ、被害者対応の質の向上を図っ
ている。コールセンターのオペレーターから意見
を聴取し、改善に取り組んだ。
　なお、地方事務所において実施している精通弁
護士紹介はほぼ即日又は翌日に完了している。

　　また、一般ダイヤルのオペレーターの中でスキルの高いオペレーターに対し、犯罪被害者支援スキル
を付与する研修を行い、11名により犯罪被害者支援ダイヤルのバックアップを開始した。さらに、外部講
師を招き、オペレーターのメンタルヘルスの保持の方法について研修会を行った。
２　被害者支援に精通した職員態勢
　犯罪被害者に対する情報提供のニーズが高い地方事務所を主な対象として、全国８か所の地方事務所等
（東京、神奈川、埼玉、千葉、京都、兵庫、愛知、札幌）に、民間犯罪被害者支援団体の電話相談等経験
者や、警察出身者などを犯罪被害者支援担当の窓口対応専門職員として配置し、犯罪被害者等からの来所
及び電話による問合せに対し、二次的被害を与えないよう心情に十分配慮して対応した。また、上記以外
の地方事務所及び上記地方事務所で犯罪被害者支援担当の窓口対応専門職員が配置されない曜日・時間帯
については、犯罪被害者支援担当以外の職員（窓口対応専門職員を含む）が犯罪被害者等からの問合せに
対応している。これらの職員に関しても、犯罪被害者への二次的被害を防止するため、上記本部研修の内
容に係る研修等を行い、犯罪被害者の心情に十分配慮した適切な情報提供の態勢を整えている。また内閣
府が作成した「民間被害者支援団体における支援員養成研修のためのＤＶＤ（初級編・中級編）」を各地
方事務所へ配布した。これは前年度に配布したものの続編にあたるもので、より知識を深めるためのもの
である。
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イ 　効率的な業務運営を行い
つつサービスの質の向上を
図るため，犯罪被害者支援
担当窓口対応専門職員が配
置されている地方事務所に
おける犯罪被害者支援担当
窓口対応専門職員が勤務し
ていない時間帯における犯
罪被害者に対する窓口での
情報提供，犯罪被害者支援
担当窓口対応専門職員が配
置されていない地方事務所
における犯罪被害者に対す
る窓口での情報提供に当
たっては，犯罪被害者支援
担当窓口対応専門職員以外
で犯罪被害者に対する窓口
における情報提供を担当す
る職員に対し，必要な研修
を行うことなどにより二次
被害を防止するなど，犯罪
被害者の心情に配慮した質
の高いサービスの提供を図
る。

② ② 犯罪被害者に
対する窓口で
の情報提供を
担当する職員
に対する研修
の実施状況

昨年度
評価：Ａ

　平成23年３月に第２次犯罪被害者等基本計画が策定され、国の犯罪被害者等施策が新たな段階へ進みつ
つあるため、担当職員が犯罪被害者支援の意義や実情を学ぶことによって知見を広め、また、犯罪被害者
支援業務における二次的被害防止等の留意点の確認や意見交換を通じ、犯罪被害者支援に係るサービスの
質を全国的に均質なものとするための情報共有等を目的とした職員研修と意見交換会を平成23年10月に実
施した。犯罪被害者支援担当窓口専門職員以外で犯罪被害者等に対して情報提供を担当する職員に対し、
上記職員研修の講義レジュメ及び講義録を作成し、地方事務所内で研修を行い、犯罪被害者等の心情に十
分配慮した適切なサービスの提供を図っている。さらに、平成23年11月に行われた情報提供課の研修で
は、地方事務所の情報提供業務の中で犯罪被害者等に対する業務の留意点についてレジュメを作成し説明
を行った。本部では地方事務所に対する業務執行状況調査と意見交換を開始し、均質的なサービスの提供
を図った。
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Ａ 　地方事務所の職員に対して、二次的被害の防止
を始めとする犯罪被害者支援に関する研修を実施
した。また、実施後、講義レジュメ及び講義録、
参加者アンケートの取りまとめを送付し、地方事
務所内での研修を実施するよう指導を行った。
　また、関係機関との連携の在り方や被害者対応
の留意点など地方事務所ごとの問題点を意見交換
会などを通じて共有化し、提起された問題点や意
見に関して、今後の業務への反映を図った。ま
た、情報提供業務を担当する職員の研修の中で、
犯罪被害者等の方への対応等についての説明を
行った。

　犯罪被害者に対する情報提供に関して、でき
る限り効率的な業務運営を行いつつ、これまで
の相談内容やそれへの対応状況、犯罪被害者の
意見を踏まえて質の向上を図るよう努めるとと
もに、犯罪被害者の心情に十分に配慮した迅速
適切な情報提供に努める。
　犯罪被害者に対する情報提供のニーズが高い
地方事務所の窓口対応専門職員に、犯罪被害者
支援に精通している職員を効率的・効果的に配
置する。

　犯罪被害者支援担当窓口対応専門職員以外で
犯罪被害者に対する窓口における情報提供を担
当する職員に対し、二次的被害の防止を始めと
する犯罪被害者支援に関する研修を、平成２３
年度に１回以上実施する。
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　犯罪被害者に対する情報提供
に関して、できる限り効率的な
業務運営を行いつつ、これまで
の相談内容やそれへの対応状
況、犯罪被害者の意見を踏まえ
て質の向上を図るよう努めると
ともに、犯罪被害者の心情に十
分に配慮した懇切・丁寧かつ迅
速適切な情報提供に努める。
　犯罪被害者に対する情報提供
のニーズが高い地方事務所に
は、効率性の観点も踏まえ、犯
罪被害者支援に精通している職
員を適切に配置するなどしてよ
り質の高い情報提供に努める。

　支援センターが提供する犯罪
被害支援の内容及び質を全国的
に均質なものとし、かつ、一定
の水準以上のものとするため、
犯罪被害者支援担当窓口対応専
門職員以外で犯罪被害者に対す
る窓口における情報提供を担当
する職員に対し、二次的被害の
防止を図ることなどを始めとし
た犯罪被害者支援に関する研修
を各事業年度に１回以上実施す
ることなどにより、犯罪被害者
の心情に配慮した質の高いサー
ビスの提供を図る。
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49

ウ 　犯罪被害者支援に精通し
ている弁護士を紹介する体
制の整備と拡充を図るとと
もに，犯罪被害者及びその
支援に携わる関係者の意見
等を踏まえつつ，日本弁護
士連合会，弁護士会等の関
係機関・団体と連携・協力
して，犯罪被害者支援に携
わる弁護士が提供するサー
ビスの質の向上が図られる
よう努める。

③ ③ 精通弁護士の
確保・紹介体
制の充実及び
これらの弁護
士が提供する
サービスの質
の向上に向け
た取組状況

昨年度
評価：Ａ

　犯罪被害者支援に精通している弁護士を紹介する体制の整備と拡充を図るべく、各地方事務所におい
て、精通弁護士の確保に取り組んできたところ、その結果、下記のとおり、精通弁護士名簿登載者数は増
加している。しかし、精通弁護士紹介件数は昨年より減少している。
　　〔精通弁護士の確保状況〕
  　　平成23年４月１日現在　2,028人
　　　平成24年４月１日現在　2,364人　（336名増加　約16.5％増）
　　　平成23年度には全ての地方事務所で女性弁護士の登録があり、女性弁護士の登録がない地方事務所
がなくなった。
　　〔精通弁護士紹介実績〕
　　　平成22年度929件
　　　平成23年度877件
　サービスの質の向上を図るために、日本弁護士連合会と協議の上、支援センターに寄せられた精通弁護
士に対する苦情・意見につき、当該事例の概要及び利用者からの弁護士に対する意見・要望を日本弁護士
連合会に提供している。また、当センターと協議の上、日本弁護士連合会において、被害者の方のご意見
をいただくためのアンケートを実施している。

※実績報告書(23年度)　　70ページ参照

Ａ 　各地方事務所による弁護士会への働きかけによ
り、精通弁護士名簿登載者数は増加している。平
成23年度は、全ての地方事務所に女性弁護士が登
録された。精通弁護士紹介件数が減少傾向であっ
たため、本部においてコールセンターにおける対
応状況を分析し、フィードバックを行い、地方事
務所へ働きかけを行った。その結果、紹介件数は
回復しつつある。

50

エ 　経済的に余裕のない犯罪
被害者が民事法律扶助制度
を適切に活用し，被害回復
を行えるように，適切な情
報提供に努める。犯罪被害
者からの民事法律扶助の援
助申込みに対し，より迅速
な援助開始，専門的知見を
有する弁護士の選任などを
通じた充実した援助の提供
に努める。

④ ④ 民事法律扶助
制度等の利用
が適当な犯罪
被害者に対す
る支援状況

昨年度
評価：Ａ

Ａ 　経済的に余裕のない犯罪被害者等が、民事法律
扶助制度や日本弁護士連合会委託援助制度を確実
に利用できるよう、契約弁護士や被害者等に対し
て積極的な情報提供等を行った。
　本部においては、民事法律扶助制度などを説明
した「法テラス犯罪被害者支援業務のパネル」を
イベント時に掲示した。
　被害者国選契約弁護士の中で民事法律扶助契約
を締結している弁護士が約90％、日本弁護士連合
会委託援助契約を締結している弁護士が約82％と
なっている。今後も精通弁護士紹介から刑事手
続・民事手続まで切れ目なく援助が可能な体制を
整えていく。

　外国人の専門相談について、大阪地方事務所に
おいて平成23年２月より弁護士会と共催で外国人
の専門相談を継続して実施している。また、損害
賠償命令申立の援助件数は前年度と比較して29件
の増加をみている。

１　犯罪被害者への支援の充実
　コールセンターにおいては、相談者に民事法律扶助制度や日本弁護士連合会委託援助制度を説明すると
ともに、地方事務所に取り次ぐ際には、利用希望の情報を取次依頼書に記載するなど、統一した対応が行
えるよう配慮している。取次ぎを受けた地方事務所においては、精通弁護士が民事法律扶助の契約弁護士
であるか否かを精通弁護士名簿等で確認し、被害者の経済状況に応じ、適切に弁護士に取り次ぐ態勢を整
えている。さらに、精通弁護士・被害者参加契約弁護士の新規登録時や、既に登録・契約いただいている
弁護士に対しても、民事法律扶助契約や日本弁護士連合会委託援助契約の締結もしていただけるよう働き
かけた。
　そして、これらの上記各援助制度に関する適切かつ積極的な情報提供及び各援助制度間の連携が円滑に
図られるよう、職員向けに犯罪被害者支援業務マニュアル、トークスクリプト、ポンチ絵を整備して、職
員に対し各援助制度の連携について理解を深めさせるなどして、対応の均質化を図っている。
　併せて、上記各援助制度の周知等を図るため、できる限り平易な言葉を使用したＦＡＱを整備し、全国
の地方事務所から関係機関等を通じた相談者に対するリーフレットの配布依頼、関係機関等による協議会
や犯罪被害者週間における各種啓発活動への参加等の取組を行い、上記各援助制度の周知を図った。ホー
ムページ上においても、上記各制度の概要を掲載し、制度利用に必要な書類がダウンロードできるように
するなど工夫をすることで、上記各制度に係る情報入手・利用に関する利便性の向上を図っている。
２　専門相談の推進
　犯罪被害者に関する専門相談については、東京、埼玉、愛知地方事務所において、ＤＶの専門相談を実
施している。
３　その他の取組
　専門相談の実施が困難な地方事務所においても、契約時のアンケート調査等で把握した各契約弁護士・
司法書士の取扱分野を相談予約時に考慮して法律相談援助を実施したり、精通弁護士の紹介をしており、
ＤＶ案件等で相談者の身体上の安全に危険が及ぶような緊急対応を要する場合などは、対応可能な相談登
録弁護士の法律事務所を紹介して緊急に法律相談援助を実施するなどの工夫で対応している。
４　民事法律扶助事業の増加
　平成23年度の損害賠償命令申立件数は171件となり、平成22年度の同件数141件と比べ30件増加した。

※実績報告書(23年度)　　71ページ参照

　経済的に余裕のない犯罪被害者が、民事法律
扶助制度や日本弁護士連合会委託援助制度を確
実に利用できるよう、適切かつ積極的な情報提
供等を行う。
　犯罪被害者からの民事法律扶助の援助申込み
については、専門相談から弁護士の選任までの
手続を整備することなどにより、より迅速な援
助開始、専門的知見を有する適切な弁護士の選
任等の充実した援助の提供に努める。

　各地方事務所単位において、
犯罪被害者支援に精通している
弁護士を確保するとともに、犯
罪被害者及びその支援に携わる
関係者の意見等を踏まえつつ、
弁護士会等の関係機関・団体と
連携協力して、支援センターを
通じて犯罪被害者支援に携わる
弁護士が提供するサービスの質
の向上を図る。

　経済的に余裕のない犯罪被害
者が、民事法律扶助制度等を確
実に利用できるよう、適切かつ
積極的な助言を徹底する。
　犯罪被害者からの民事法律扶
助の援助申込みについては、専
門相談から弁護士の選任までの
手続を整備することなどによ
り、より迅速な援助開始、専門
的知見を有する適切な弁護士の
選任等の充実した援助の提供に
努める。

　各地方事務所ごとに、弁護士会と連携・協力
し、犯罪被害者支援に精通している弁護士を確
保するとともに、犯罪被害者に対し必要なサー
ビス提供ができるよう、適切に紹介を行う。
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51

寄附金等の自
己収入増加に
向けた取組状
況

昨年度
評価：Ｂ

　支援センターの寄附制度には、広く一般から募る「一般寄附」のほか、刑事裁判の被疑者・被告人から
受け入れる「しょく罪寄附」があり、一般寄附については、主として一般から小口の寄附を募る「サポー
ターズクラブ」、保護観察対象者から受け入れる「更生寄附」、それ以外の「その他寄附」の３つの制度
から構成されている。
　これらの寄附への協力を呼びかけるため、ホームページ上に案内コーナーを設けているほか、関係機関
等に広く配布する広報誌（年４回発行）やメールマガジンにおいても寄附募集のアナウンスをするなどし
て、制度の周知を図った。
　特に、刑事裁判の被疑者・被告人から受け入れているしょく罪寄附については、支援センターの全ての
契約弁護士に対して寄附制度の案内チラシを発送した。
　　　（平成23年度実績）
　　　　　しょく罪寄附　       64,606千円
　　　　　一般寄附             42,827千円
　　　　　　　　　　計        107,433千円

※実績報告書(23年度)　　72ページ参照

Ｂ 　寄附制度の広報によって、自主財源確保の取組
に努めたが、結果として前年度実績の75.5パーセ
ントとなった。その主な理由は、刑事裁判の被疑
者・被告人数の減少によるしょく罪寄付の額が半
減したことにある。

　 立替金債権等
の管理・回収
計画等の策
定・検証・見
直し及び債権
管理コストの
削減に関する
取組状況

昨年度
評価：Ｂ＋

Ａ 　本部と地方事務所が連携し、管理・回収計画に
沿って償還金確保に努めるとともに、新たな取組
として自宅訪問等の施策を実施するなどして、平
成22年度よりも立替金総額が7.5％減少したにもか
かわらず、前年度を1.7％上回る償還金を確保する
ことができた。
　また、生活保護受給者の免除制度の周知を図る
とともに、東日本大震災の被災者にも配慮するな
どして、償還の見込みがない立替金債権等につい
て適切に償却処理を行った。

２　償還の見込みがない立替金債権等の償却処理及び債権管理コストの削減
　平成22年度同様、被援助者が援助継続中に生活保護を受給している場合は、原則として援助終結まで立
替金の償還を猶予するとともに、援助終結時に生活保護を受給しているなどの要件を満たす場合には、当
該被援助者に対し、立替金の償還を免除することが可能な旨の周知徹底を図った。書面・電話・訪問等の
督促の結果所在不明が判明し、所在調査を行ったものの所在が確認できないと結論付けられる被援助者の
立替金債権等については、償却も含めてその処理を検討するなどして、償還の見込みがない立替金債権等
についての償却処理を行うことによって、債権管理における将来発生する見込みコストの削減を図った。
　この結果、平成23年度の償還免除金額は29億8,976万円（前年度比12％増）、みなし消滅額は1,293万円
（前年度比26％増）となった。
　また、ゆうちょ銀行口座からの自動引落しの登録を推進するとともに、システムの改修を行い、償還を
要する者の償還額や督促・償還状況等を迅速かつ正確に把握する機能を付することによって、督促業務に
必要なコストの合理化による削減を図った。
　なお、東日本大震災の被災者については特別の配慮が求められたことから、平成23年10月に業務方法書
を改正して償還猶予を可能にした。また、平成24年3月には、震災特例法の成立を受けて業務方法書を改定
し、震災法律援助の被援助者について、事件進行中の償還を猶予する規定を定めた。

※実績報告書(23年度)　　73ページ参照

Ⅳ　予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び
　資金計画

　地方事務所ごとの民事法律扶助業務に係る立替
金債権等の管理・回収計画を策定し、同債権等の
管理・回収状況について検証した上、厳格に評価
し、不断に必要な見直しを行うことにより、償還
を要すべき者からの立替金債権等の回収に最大限
努力して、償還額の増加を図る。その上で、事件
の解決により財産的な利益を得られず、資力も回
復していない生活保護受給者等に係る立替金債権
等、償還の見込みがない立替金債権等について
は、償却も含めてその処理を検討し、当該債権等
の特性に応じた運用を図ることなどにより、債権
管理コストの削減を図る。

　刑事裁判の被疑者・被告人からのしょく罪寄附
の受入れを主軸としつつも、広報誌、ホームペー
ジ及びメールマガジンといった広報手段を利用し
て、広く一般人からの寄附金の受入れを呼びか
け、支援センターの寄附制度による自己収入の獲
得に努めるほか、新たな寄附制度の調査・検討を
実施する。

2 民事法律扶助

(1)立替金債権等の管理・回収計画等

52

　民事法律扶助の立替金債権
等の回収に最大限努める。そ
のために，年度ごと，地方事
務所ごとの民事法律扶助業務
に係る立替金債権等の管理・
回収計画を策定し，毎年度，
立替金債権等の管理・回収状
況について検証した上，厳格
に評価し，不断に必要な見直
しを行う。その上で，生活保
護受給者に係る立替金債権
等，償還の見込みがない立替
金債権等については，償却も
含めてその処理を検討し，適
切に対応する。

　年度ごと、地方事務所ごとの
民事法律扶助業務に係る立替金
債権等の管理・回収計画を策定
し、毎年度、同債権等の管理・
回収状況について検証した上、
厳格に評価し、不断に必要な見
直しを行うことにより、償還を
要すべき者からの立替金債権等
の回収に最大限努力して、償還
額の増加を図る。その上で、事
件の解決により財産的な利益を
得られず、資力も回復していな
い生活保護受給者に係る立替金
債権等、償還の見込みがない立
替金債権等については、償却も
含めてその処理を検討し、当該
債権等の特性に応じた運用を図
ることなどにより、債権管理コ
ストの削減を図る。

(1)総括

5 財務内容の改善に関する事項

①立替金債権等の管理・回収
　計画等

　引き続き，自己収入（寄附
金等）の獲得に努める。

(2)民事法律扶助

　民事法律扶助制度は、弁護
士・司法書士費用を立て替える
制度であり、その実施のために
国費が投入されていることか
ら、財政負担を抑制しつつ、援
助を必要とする国民等に適切に
サービスを提供するためには、
償還金の確保が極めて重要であ
る。そのために、以下の取組等
を行う。

(1)

2 民事法律扶助

(2)立替金債権等の管理・回収
　 計画等

　広報活動と連携しながら、一般
人からの寄附等の寄附金の受入れ
等による自己収入の獲得に努める
とともに、刑事裁判の被疑者・被
告人からのしょく罪寄附を受け入
れる。

1 総括1 総括

Ⅳ　予算（人件費の見積りを含
　む。）、収支計画及び資金計画

１　立替金債権等の管理・回収計画の策定及び同計画に沿った回収の実施
　平成22年度同様、本部において初期滞納者に対する督促を強化するとともに、長期滞納者に対して計画
的で網羅的な督促を行った。
　また、本部において、基本的かつ統一的な債権管理・回収計画の項目事項を作成し、地方事務所に提示
した。地方事務所においては、本部が示した債権管理・回収計画の項目事項を踏まえた上で、実際に被援
助者に対応している経験やノウハウ、地域の実情等を反映した具体的な債権管理・回収計画を策定し、実
施した。さらに、本部において、毎月基本的な償還に関するデータを提供するとともに、２か月に１回程
度、各地方事務所における回収実績（速報値）が容易に把握できる一覧表を作成し、地方事務所に提示し
た。地方事務所においては、債権管理・回収計画に基づく各施策の結果の目安としてこの実績値を活用
し、随時施策を追加するなどの計画の見直しを行った。
　地方事務所の担当職員を対象にした業務研修においては、支援センターの予算の構造や債権管理･回収に
関する状況を検証・共有した上で、償還率の高い地方事務所における効果的な取組を紹介し、他の地方事
務所における導入を促した。また、昨年度作成した「立替金債権管理回収の手引き」により、初期滞納者
に対する早期督促による長期滞納債権化の抑制や、被援助者の滞納状況や生活状況等に応じた郵便督促、
電話督促、所在調査、法的手続等の督促方法を連動させることの必要性・重要性等を共通認識とした上
で、同手引きを基に債権管理・回収計画を進め、全組織的に立替金債権の管理・回収に取り組んだ。な
お、債権管理システムの稼動に伴い、同システムの利用に連動するよう、年度末には同手引きを改訂し
た。
　こうした取組の成果として、平成23年度は新規立替額が前年度比7.5％減となったにもかかわらず、償還
金額が103億5,876万円（前年度比1.7％増）となったほか、後述するように、初期滞納者に対する督促、長
期滞納者に対する督促のそれぞれについても、具体的な回収効果が生じた。
　平成23年度における新たな取組としては、長期滞納者の自宅を訪問して償還を促す、「返済のしおり」
をパンフレット形式で印刷して被援助者に配布して償還への意識付けを強化する、回収結果を地方事務所
にフィードバックして本部と地方事務所の連携強化を図るなどの施策に取り組み、償還金額の増加に一定
の成果を上げた。
　さらに、償還を要する者の償還額や督促状況・償還状況等を正確に把握して実効的な回収を行うため
に、システムの改修を行って新たな機能を追加した。
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中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度） 自己
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効率的で効果
的な回収方法
の検討及び実
施状況

昨年度
評価：Ｂ＋

　立替金債権の効果的な回収を目的として平成23年度に行った取組は、以下のとおりである。 Ａ 　コンビニエンスストアを利用した初期滞納者へ
の督促、償還率の高い地方事務所における取組の
分析とそれを反映した督促指針の作成・周知、集
中的な督促体制の整備、償還制度の説明の徹底に
よる償還の意識付けの強化、電話督促、債権管理
のためのシステム改修等に取り組むことにより、
効率的で効果的な回収を図った。

① ①　コンビニエンスストアを利用した償還方法の整備
　平成22年度同様、１か月滞納者から６か月連続滞納者までを対象として、全国の提携コンビニエンスス
トアで償還金を支払うことのできる振込用紙付きのはがきを発送した（以下「コンビニ督促」とい
う。）。また、ゆうちょ銀行から償還金の初回引落しができずにコンビニ督促が行われた者に対し、電話
督促を継続的に実施した。
　これらの方法により継続的な支払いを促すなどして、初期滞納者に対する早期督促に努めた結果、平成
23年度には、ゆうちょ銀行から償還金の引落ができなかった者のうち６億1,400万円（自動引落はできな
かったがコンビニ督促を実施した結果償還に至ったものの割合が7.1％、前年度は7.2％）をコンビニ督促
によって回収し、長期滞納債権化を抑えるという一定の効果を得ることができた。

※実績報告書(23年度)　　75ページ参照

② ②　償還率の高い地方事務所の取組分析及び全国一律の督促指針の作成
　平成22年度同様、償還率の高い地方事務所の具体的な取組を分析して効果的な督促方法を検討し、督促
状の文面や裁判手続の利用等を全国の地方事務所に紹介した。
　また、滞納状況や生活状況等の個々の被援助者の状況に応じて、郵便督促、電話督促、所在調査、法的
手続等の督促方法を連動させることの必要性や、初期滞納者に対する早期督促による長期滞納債権化抑制
の重要性等の視点を盛り込んで作成した「立替金債権管理回収の手引き」を、債権管理システムの稼動に
合わせて改訂し、全国一律の督促指針として周知した。

※実績報告書(23年度)　　76ページ参照

③ ③　集中的な督促体制の整備
  長期滞納者に対する督促については、比較的償還意識の高い初期滞納者に対する督促とは異なり、集中
的な体制を整備して督促に取り組むことによって一定の類型化を図った上で、継続的に管理することが必
要と考え、平成22年度に引き続き、本部において督促を実施した。
  具体的には、償還を行うべき状態にもかかわらず、６か月を超えて償還のない長期滞納者に対して、本
部から一斉に郵便督促（被援助者に普通郵便で督促状を発送する）及び電話督促を行った結果、平成22年
度末における対象者46,052件、立替残高50億4,940万円について、平成24年４月時点で6,295件(14％)の償
還が開始され、約１億円を回収した。また、対象者のうち171件、1,712万円の立替金を免除した。
　なお、長期滞納者については、13％は転居先不明で督促状が返送された。これらの所在不明者について
は、引き続き所在調査等を実施して督促に努めた。また、後記⑥のとおり、郵便督促を行っても償還のな
い者に対しては、電話督促や自宅訪問を行った。
　これらの取組によって督促状を送付した滞納者のうち一定の者には、新たな試みとして、ゆうちょ銀行
の払込取扱票を同封し、償還を促したところ、792件、890万円を回収することができた。また、長期滞納
者のうち一定の要件を満たす東京近県の在住者を対象にして、本部主導により371件（延べ435件）の自宅
訪問督促を行い、償還意識の改善に努めた。この結果、償還再開60件、地方事務所との会話再開54件、償
還猶予申請２件、免除申請５件の効果があった。

　さらに、昨年度に引き続き、12月を強化月間として、本部において銀行振込推進キャンペーンを実施
し、銀行振込にて償還を行いたいとする者に対して、銀行振込方法(又は払込取扱票）を案内し、地方事務
所と連携をとって入金確認を行った。この結果、払込取扱票による入金も併せて96件、200万円の回収が
あった（前年度比106％増）。併せて、立替残高が少額になったためコンビニ督促のはがきが発送されなく
なった者等に対し、手紙及び電話による督促を行って入金を促したところ、860件、573万円の回収があ
り、294件が完済となった。また、ゆうちょ銀行の自動引落登録を行っていない者に対し、自動引落利用申
込書を送付して自動引落登録を促したところ、平成24年５月当初時点で550件の登録があった（登録率
12％）。
　このように、回収方法、入金手段や督促対象者の選定に工夫を加えた結果、一定の効果があった。

※実績報告書(23年度)　　76ページ参照

　コンビニエンスストアを利用した償還方法を
整備して、初期滞納の段階での回収の改善を図
る。

　償還を要すべき立替金債権について、長期滞納
者に対するものも含め、地方事務所と連携しつ
つ、支援センター全体として効率的で効果的な回
収を図るために、以下の取組について検討し、費
用対効果の観点も踏まえ、実施可能なものから速
やかに実施する。

(3)効率的で効果的な回収方法の
 　工夫等

②効率的で効果的な回収方法の
　工夫等

(2)効率的で効果的な回収方法の工夫等

53

　償還を要すべき者に対して
は，初期滞納の段階での回収
率の向上を図る，長期滞納者
に対するものも含め効率的で
効果的な回収方法を工夫す
る，償還率の高い地方事務所
における取組を分析し，その
長所を活かして，支援セン
ター全体として効率的で効果
的な回収を行うなどの対策を
検討し，適切に実施する。

　償還率の高い地方事務所における取組を分析
し、その長所を活かした全国一律の督促指針を
立てて実施する。

　集中的に督促を行うための体制を整備する。

　コンビニエンスストアを利用
した償還方法を整備して初期滞
納の段階での回収の改善を図る
とともに、例えば、①償還率の
高い地方事務所における取組を
分析し、その長所を活かした全
国一律の督促指針を立てて実施
する、②集中的に督促を行うた
めの体制を整備する、③援助開
始時における償還制度の説明を
更に徹底して被援助者の償還に
向けた意識付けを強化する、④
電話による督促を含め、被援助
者との連絡を密にして、その生
活状況等に応じた償還月額の調
整を行い、継続的な償還を図る
などの方法により、償還を要す
べき立替金債権について、長期
滞納者に対するものも含め、地
方事務所と連携しつつ、支援セ
ンター全体として効率的で効果
的な回収を図る。これらの取組
を的確に実施することにより、
毎年度、前年度と比較して償還
率を向上させるよう努める。
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④ ④　援助開始時における償還制度の説明徹底による被援助者への償還の意識付け強化
　平成22年度に作成を開始し、償還の意義や償還方法等を記載した「返済のしおり」については、表現等
をよりわかりやすく記載するとともに、被援助者が保管しやすいように、本部においてパンフレット形式
で印刷して地方事務所に配布した。地方事務所においては、援助開始時にこのしおりを被援助者に交付す
ることによって、償還制度の説明の徹底と償還の意識付けの強化を図った。

※実績報告書(23年度)　　77ページ参照

⑤ ⑤　被援助者の状況を踏まえた継続的な償還の促進
　被援助者との連絡を密にすることにより、約束どおりの償還が難しい被援助者に対しては、償還月額の
調整や猶予を行うなど、生活状況等に応じつつ償還を継続的に行うことを促した。また、初回滞納者に対
しては、電話督促により早期に償還の意識付けを行い、長期滞納者に対しては、郵便督促、電話督促、訪
問督促を行うことによって、償還の再開を促した。
　これらの取組によって、個々の被援助者の生活状況や償還状況を踏まえつつ継続的な償還を図った。

※実績報告書(23年度)　　77ページ参照

⑥ ⑥　督促方法の検討・実施
　立替残高が月額償還額以下の者と月額償還額を超える者とに分けて督促を行うとともに、自動引落口座
の登録の有無等、個々の長期滞納者の状況に応じて工夫した督促を行った。
　具体的には、立替残高が月額償還額以下の者については、ゆうちょ銀行の払込取扱票を督促状に同封
し、払込取扱票を利用して支払うか、ゆうちょ銀行の口座に入金するよう促すとともに、自動引落口座未
登録の者については、自動払込利用申込書を同封して、ゆうちょ銀行口座の登録を促した。また、支払方
法について、銀行振込により支払を希望する者については、12月を強化月間として、地方事務所と連携し
つつ、本部において振込口座を案内する施策を行った。さらに、立替残高が少額になりコンビニ督促のは
がきが発送されなくなっている者を対象にした督促や、自動引落口座の登録のない者を対象にした自動払
込利用申込書の送付、長期滞納者を対象にした自宅訪問督促の試行を実施した。

※実績報告書(23年度)　　77ページ参照

(1)有償受任等による自己収入 (1)有償受任等による自己収入

54

有償事件の受
任等による自
己収入増加に
向けた取組状
況

昨年度
評価：Ｂ

　常勤弁護士の限られた労力を、司法過疎地域の利用者のニーズに応じてバランスよく法律サービス提供
に用いるため、民事法律扶助事件・国選弁護事件・４号有償事件の配分についての目安を定めた上、地域
の実情に応じて事件を受任することとした。平成23年度末までに司法過疎対策として設置した31か所の地
域事務所における受任事件数の内訳は、平均すれば、受任事件全体の３割程度が４号有償事件（999件）、
４割程度が民事法律扶助事件（1,207件）、３割程度が国選弁護・付添事件（1,005件）であるが、各々の
地域事務所については、設置された各地域の需要に応じ、その内訳は様々であった。なお、司法過疎地域
事務所の事業収益は、平成23年度については379,994千円であり、平成22年度の434,166千円に比べて
54,172千円（前年度比12％減）減少した。

※実績報告書(23年度)　　78ページ参照

Ｂ 　司法過疎地域の利用者のニーズに即して、民事
法律扶助事件、国選弁護事件、４号有償事件の配
分についての目安を定めた上、各地域の実情に応
じて事件を受任し、需要に応じたが、有償事件収
入は対前年度比で12％の減少となった。

(2)財政的支援の獲得 (2)財政的支援の獲得

55

地方公共団体
等からの財政
的支援獲得に
向けた取組状
況

昨年度
評価：Ｂ

　平成23年度に移転・新設した事務所のうち、東日本大震災の被災地に新設した南三陸出張所、山元出張
所、東松島出張所及び大槌出張所の敷地については、地方自治体の協力を得て、無償で貸与を受けた。

※実績報告書(23年度)　　78ページ参照

Ａ  地方自治体の協力により、被災地出張所４か所に
ついて、その敷地の無償貸与を受けた。

56

分かりやすい
形での財務内
容の公表に関
する取組状況

昨年度
評価：Ｂ

　事業報告書へ図表や経年比較を盛り込むことによって、視覚的にも情報を読み取りやすくする工夫を行
い、財務データと業務実績と関連付けた情報開示を行った。しかし､財務諸表上の一般勘定の数値を、さら
には情報提供、民事法律扶助及び司法過疎対策等の各事業の数値（セグメント情報）へ分解して表示する
ことは、困難な状況にある。

※実績報告書(23年度)　　80ページ参照

Ｂ 　事業報告書における図表等を見やすい大きさに
したり、財務データと関連付けた業務実績の説明
をする等の工夫を行った。セグメント情報につい
ては、さらに検討する。

⑦　債権管理のためのシステム改修
　これまでのシステムでは、滞納の有無や督促結果等の被援助者の償還状況を的確に把握することが難し
いなどの課題があったため、システム改修を行った。この改修により、償還方法や生活環境等を踏まえた
属性の付与、滞納ステージの設定、償還予定表の作成、督促履歴の管理等の新しい機能が追加され、被援
助者の状況に応じた適切かつ機動的な債権管理が可能になった。

　以上の取組により、平成22年度と比較して償還率を向上させるよう努めた。
（参考）　平成24年度以降は、システム改修によって追加された機能を有効に活用し、個々の被援助者の
状況に応じた督促を実施するとともに、コンビニ督促の対象者の拡大、法的手続の活用、本部と地方事務
所が連動した督促等についても検討を進め、償還率の向上に努めてまいりたいと考えている。

※実績報告書(23年度)　　77ページ参照

　これらの取組により、平成２２年度と比較して
償還率を向上させるよう努めるほか、より適切か
つ機動的な債権管理を実現するための環境整備と
してシステム改修を検討・開始する。

　司法過疎地域に設置した事務所
においては、民事法律扶助事件、
国選弁護・付添事件に適切に対応
した上で、有償事件の受任等によ
り、自己収入を確保する。

　有償事件の受任等により自
己収入を適切に確保する。

①有償受任等による自己収入

(3)司法過疎対策 3 司法過疎対策

(4)財務内容の公表

　国と地方の役割分担の観点を踏
まえつつ、地方公共団体その他関
係機関・団体からの財政的支援
（例えば、事務所の無償又は廉価
な借料での貸与等）の獲得に努め
る。

4 財務内容の公表

　財務内容について、一層の透明
性を確保し、国民その他の利害関
係者への説明責任を果たすため、
セグメント情報の充実その他事業
報告書の明解な表示を工夫する等
より分かりやすい形で情報開示を
行なう。

　財務内容について、一層の透明性を確保し、国
民その他の利害関係者への説明責任を果たすた
め、セグメント情報の充実その他事業報告書の明
解な表示を工夫する等より分かりやすい形で情報
開示を行う。

3 司法過疎対策

　財務内容の一層の透明性を
確保する観点から，セグメン
ト情報等の決算情報の公表の
充実を図る。

　国と地方の役割分担の観点
を踏まえつつ，地方公共団体
その他関係機関・団体からの
財政的支援の獲得に努める。

②財政的支援の獲得

　司法過疎地域に設置した事務所においては、民
事法律扶助事件、国選弁護・付添事件に適切に対
応した上で、有償事件の受任等により自己収入を
確保する。

5 財務内容の公表

　地方公共団体その他関係機関・団体からの財政
的支援（例えば、事務所の無償又は廉価な借料で
の貸与等）の獲得に努める。

　援助開始時における償還制度の説明を更に徹
底して被援助者の償還に向けた意識付けを強化
する。

　電話による督促を引き続き実施することで、
被援助者との連絡を密にして、その生活状況等
に応じた償還月額の調整を行い、継続的な償還
を図る。

　電話等による督促の実施により、債権回収の
現状を常に把握し、現状に応じた督促方法を検
討・実施する。
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中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

予算・収支計
画・資金計画
の実施状況

昨年度
評価：Ａ

　当年度の委託費及び運営費交付金予算の執行状況は，以下のとおりである。
１　委託費（欠損～補填）
　平成23年度委託費予算額は14,793百万円であったところ、執行実績額は15,323百万円であり、執行が予
算を530百万円超過した。そのため、年度内に国から補填の措置を得るなどして財源を賄った。
　執行が予算を超過した要因は、国選弁護関係事業経費のうち、被疑者国選事業に係る経費が予定した額
を超過したことにあり、具体的には、被疑者国選弁護事件を受任した国選弁護人への支払報酬額の支出実
績が予算額を超過したことにある。これは、報酬額が接見回数を基準として算定される制度となっている
ところ、従前、被疑者国選事件を受任しながら接見に赴かない事案の発生（ゼロ接見問題）を契機として
日本弁護士連合会等が改善に取り組んだ結果、平均接見回数の増加が見られたことによる。なお、平成24
年度予算においては、こうした接見回数の増加傾向の実績を反映した委託費予算を確保した。
２　運営費交付金（未執行額の発生）
　平成23年度運営費交付金の予算執行状況は、⑴支出実績額（25,809百万円）が、予算で予定された支出
額（28,966百万円）と比べて、3,157百万円少なく、また、⑵収入実績額（11,745百万円）が、予算で予定
された収入額（12,412百万円）と比べて、667百万円少なかったが、前年度繰越額818百万円を加えると、
全体収入としては151百万円多かった。
　その結果、3,308百万円の未執行額が発生した（⑴+⑵＝3,308百万円）

Ａ １　委託費の欠損について
　国選弁護活動の改善に伴い、適切な弁護活動が
実施された結果、所定の報酬基準に従った算定に
より支出が増加したことによるものであるから、
やむを得ない。
２　運営費交付金の余剰発生について
　当初の予算内容と比べ33億円の余剰が発生した
ものであるが、その主な要因は民事法律扶助の代
理援助件数の減少であり、その原因は法制度改正
による影響及び東日本大震災の影響であってやむ
を得ない。他方、震災対応に係る経費について
は、与えられた予算の中で適切に対応したもので
ある。
　したがって、総じて予算の執行としては適切に
行われたものである。

　⑴　支出が少なかった要因（3,157百万円）
　　支出が予算で予定されていた支出額を下回った要因は、民事法律扶助事業経費において予算額と比べ
て4,039百万円の余剰が発生した点にある。これは、同事業経費が、代理援助件数13万件を予定して予算設
定されたものの、①平成22年６月の貸金業法の改正以降、援助件数の大半を占める多重債務案件の減少傾
向が持続していること、②平成23年３月の東日本大震災による被災地域を中心とした援助件数の減少によ
り、代理援助件数の実績が10万３千件にとどまり、予算件数を２万７千件下回ったことによる。
　　他方において、①東日本大震災の発生に伴う被災地域における被災地出張所開設・運営関係経費、震
災法テラスダイヤル（フリーダイヤル）設置・運営経費、被災地巡回相談経費等、震災対応経費として予
算措置されていない支出があったこと（▲526百万円）、②物件費について、事務所の設置・改修経費や職
員宿舎借上料等として予算額を上回る支出があったこと（▲211百万円）等の支出超過があった。
　　そのため、差引3,157百万円の余剰となった。
　⑵　収入が少なかった要因（667百万円）
　　収入が予算で予定されていた収入額を下回った主な要因は、上記の民事法律扶助事業における代理援
助件数の減少に伴って償還金収入が減少したことによる（▲364百万円）。これに加え、常勤弁護士の有償
受任等の活動に伴う司法過疎事業収入の減少（▲405百万円）等により、予算額と比べ、差引▲667百万円
の減収となった。

6 その他業務運営に関する重要
　事項

57

　利用者のニーズに機動的か
つ柔軟に対応して業務運営を
行うことができ，また，効率
的で効果的な業務遂行のため
に必要な人的・物的体制の維
持を図る。

6 予算、収支計画及び資金計画　5 予算、収支計画及び資金計画

(1)予算

(2)収支計画

(3)資金計画
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中期計画の各項目 年度計画（平成２３年度） 自己

評価評価の指標 自己評価理由実績（要旨）中期目標

短期借入金の
状況

　該当なし。

剰余金の使途
についての状
況

　該当なし。

58

業務量や適切
に評価した各
職員の能力に
応じた施設・
設備・人的体
制の確保に向
けた取組状況

昨年度
評価：Ａ

１　施設・設備に関する計画
　増配置に合わせた備品整備を行うとともに、当該人数により事務所面積の調整が必要となる場合には、
建物の形状等を踏まえて適切な規模となるような調整を行った。また、業務量の増加に伴う書棚等の設備
の増設に際しては、将来的な予測をも勘案して適切な整備を行った。
２　人事に関する計画
　職員人数に合わせた備品整備を行った。
　勤務評定及び勤務成績評価を実施し、人事配置等の資料として活用の上、人事異動計画を策定するとと
もに、職員の採用においても、十分な能力と適性の判断材料とするため、多肢択一式問題、論文問題及び
面接による試験を実施し、利用者サービスの向上に資する人材という観点から選考を行った。面接の実施
に際しては、局部長、課長、課長補佐及び地方事務所職員を面接官とし、採用対象者に応じて、面接回数
及び面接官の構成を決定している。
　また、幹部候補生として、管理職経験があり組織運営に造詣が深い人材を公募により７名採用した。
　さらに、平成23年度の職員給与規程改正において、従来は昇給の際に１級上の級への昇格とされていた
ところ、能力を有する職員には２級上の級への昇格を可能とし、勤務成績又は業務能率が不良である職員
等は降格又は降号を可能とした。これにより、能力主義に基づいた職員の配置を行い、組織の活性化を
図っている。

※実績報告書(23年度)　　81ページ参照

Ａ 　増員に合わせた備品整備を行うとともに、将来
的な予測をも勘案して事務所増床やレイアウト変
更等を適切に行っており、これらの取組は良好と
評価できる。

　人事に関する計画
　適正な評価制度を活用し、能力評価に基づく採
用及び人事配置を行った。
　また、そのための規程等の改正を行った。

　業務量に応じた施設・設備・人
的体制の確保を図りつつ、組織の
活性化を図るため、国家公務員の
人事評価制度に準じた評価制度な
どを活用しながら、能力主義に基
づく的確な職員の採用及び人事配
置に取り組む。

施設・設備、人事に関する計画

Ⅷ　その他法務省令で定める業務
　運営に関する事項

　剰余金は、情報提供に関する業
務の充実、制度周知徹底活動の充
実及び職員研修の充実に充てる。

　重要な財産の処分に関する計画
の見込みはない。

Ⅴ　短期借入金の限度額

　短期借入金の限度額は、３６億
円とし、短期借入金は、運営費交
付金等の資金の出入に時間差が生
じた場合、その他不測の事態が生
じた場合に充てるために用いるも
のとする。

Ⅴ　短期借入金の限度額

Ⅶ　剰余金の使途

Ⅵ　重要な財産を譲渡し、又は担保
　に供しようとするときは、その計画

Ⅶ　剰余金の使途

Ⅵ　重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとする
　ときは、その計画

　重要な財産の処分に関する計画の見込みはな
い。

　剰余金は、情報提供に関する業務の充実、制度
周知徹底活動の充実及び職員研修の充実に充て
る。

　業務量に応じた施設・設備・人的体制の確保を
図りつつ、組織の活性化を図るため、国家公務員
の人事評価制度に準じた評価制度などを活用しな
がら、能力主義に基づく的確な職員の採用及び人
事配置に取り組む。

Ⅷ　その他法務省令で定める業務運営に関する事項

施設・設備、人事に関する計画

　短期借入金の限度額は、３６億円とし、短期借
入金は、運営費交付金等の資金の出入に時間差が
生じた場合、その他不測の事態が生じた場合に充
てるために用いるものとする。
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